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1.1 研究の背景と目的 

我が国において，首都直下地震や南海トラフ巨大地震等，巨大地震の発生が危惧されて

いる．現代の都市には，木造住宅密集地域と呼ばれる火災に対する脆弱性の高い地域が今

なお多く存在しており，巨大地震時には甚大な火災被害が懸念される．平常時の市街地火

災事例では，2016 年 12 月 22 日に新潟県糸魚川市で発生した糸魚川市大規模火災([新潟県 

2016])が記憶に新しいが，地震時となると，木造住宅密集地域内の至る所で同時多発的に火

災が発生し，多方向から市街地を覆うように延焼拡大する火災が予想されている．こうし

た大地震後の同時多発的な火災(以下「地震火災」)では，甚大な人的被害が生じるとされて

いる．東京都による首都直下地震の被害想定によると，地震火災による被害者数は，最も

被害の大きい冬の夕方 18 時のケースにおいて死者 4081 人・負傷者 17709 人と甚大な被害

者数が想定されている([東京都 2013])．その被害の主要因は「延焼拡大時の逃げ惑い」とさ

れているが，その根拠となる死者数の算定は，過去の震災被害のデータから統計的に推計

しており，逃げ惑いのメカニズム自体は明らかにされておらず，現代都市に適用されるも

のかも明らかにされていない． 

[久松, 伯野 1972]による関東大震災の調査では，地震火災時の逃げ惑いによる死者は，

地震発生後，十分に経過した後に多く発生するとされている．不燃化が進んだ現代都市で

は，地震火災の延焼拡大は遅く，ある程度の時間まで避難が可能であることが予想できる．

先行研究では，一部の避難圏域を対象として，住民の避難行動を記述した地震火災避難の

計算シミュレーション実験を行い，地震火災避難の特性把握が行われている．加藤の実験

([加藤 2016])では，出火点配置が異なるシミュレーション実験を 3000 回試行した結果，悪

条件が重なることによって，避難失敗による被災者が多く発生する極端なケースが確認さ

れている．大佛・沖の実験([大佛, 沖 2012])では，避難者に徒歩帰宅者を加え，時間帯によ

る被害の違いを明らかにしている．いずれも，避難者個人の自由意思に任せた避難開始決

定や経路選定による避難を前提としている．また，増山・李・梶の一連の研究([増山, 梶 

1984] [増山, 梶 1985] [李, 梶 1992])によって提唱された最遅避難理論に基づいて，確率的

に避難リスクを求めた渋木・糸井川の研究([渋木, 糸井川 2016])では，全ての火災，地震

発生後全ての火災を把握し最適な経路選択を行ったとしても，地震発生後 3 時間程度で避

難不能となる確率が高い地域の存在を示唆している．以上のように，先行研究の実験にお

いて，不燃化が進行している現代都市においても火災に対する逃げ惑いによる被害の発生

可能性が示唆されている．住民の自由意思に任せた避難には，個人には認知できない複雑

な出火状況や延焼範囲による逃げ惑いや，無自覚なまま避難不能を迎えるなど安全性に課

題があると言える． 

一方，東京都を代表とする大都市では地震火災に対する減災を目的として，市街地の不

燃化・難燃化による火災に強い都市整備を推進している([東京都都市整備局 2016])．しか

しながら，こうした都市整備による対策は非常に長い時間を要するため，30 年以内に高確
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率で発生するとされる首都直下地震や南海トラフ巨大地震の発災時に，都市の安全を十分

に確保することは困難である．これに対して，火災の輻射熱に対して工学的手法によって

安全が検証されている避難場所の指定と避難者数等を考慮した避難圏域の設定による広域

避難対策が講じられることで([東京都 2013])，ハードとソフトの双方による総合的な火災

に強いまちづくりが進められている．ただし，地震火災時の不確実な出火状況に対して，

実際に避難が可能かどうかについては十分な検証がなされていない． 

そこで重要となることが，地震後の火災状況に対応して“その時に”火災に対して危険

な住民を，安全な場所へ・安全な避難経路で誘導する応急対策の検討が，事前対策のフェ

ールセーフ機構として重要であると考えられる．以上の要請に対して，消防機関等によっ

て収集される火災情報(以下「覚知火災情報」)に基づき，火災に対して安全な避難経路と適

切な避難開始時刻で住民の避難を支援するリアルタイム避難誘導方法について検討されて

いる．建築研究所([建築研究所 1989])は，地震時の情報処理システムの一部として，最遅避

難理論([増山, 梶 1984] [増山, 梶 1985] [李, 梶 1992])に従い，火災に対して安全に避難可

能な最も遅い限界時刻とそれを実現する避難経路による避難誘導を提案している．ただし，

建築研究所のシステムは，ある程度経過した時点において全出火点を把握し，把握した火

災のついて正確な延焼拡大の将来予測が可能であることを前提としている．そのため，地

震発生後の充実した火災情報収集体制が必要不可欠であると言える． 

近年では，ICT による効果的な火災情報の収集・活用に関する試みもなされている．東

京消防庁では第 23 期火災予防審議会([東京消防庁 2018])において，地震発生後に消防機関

等によって収集される火災情報の効果的な活用方策について検討されている．災害情報の

伝達過程を，収集・加工・伝達・受容に分けて東京消防庁の役割について整理し，火災情

報の収集について，住民の駆けつけ通報による火災情報の覚知能力の評価，ヘリを併用し

た覚知能力の向上効果について検証している．また，内閣府が主導する「戦略的イノベー

ション創造プログラム」の一環として，SIP4D(Shared Information Platform for Disaster 

Management)と呼ばれる公的機関の災害情報支援を目的として，あらゆる災害対応現場の各

機関が保有するデータの双方向による情報共有を行う情報統合システムが開発されている

([防災科学技術研究所 2019])．SIP4D では，事前のハザード情報から災害時の被害状況，避

難所対応，物資対応等，汎用かつ拡張性を有し幅広く災害情報を共有できる仕組みとなっ

ている．地震火災時の災害情報についても SIP4D において対応が進められており，地震火

災予測を SIP4D に取り込む研究開発が進行している．以上のように，近年の ICT の技術発

展によって，収集された火災情報を幅広く活用する方策検討が盛んにされている．一方で，

火災情報の根源となる出火情報の収集は住民通報によるところが大きく，災害時にはこう

した情報がいかに収集されるかが重要となる．しかしながら，突発的に発生する巨大地震

時において，初動期は混乱状態となり災害情報は不完全な情報となることが懸念される． 

図 1-1 に，[日本火災学会 1996]を基に作成した兵庫県南部地震 6 時間後までにおける累

積出火件数と累積覚知件数の推移を示す．図 1-1 に示す通り，地震火災時の出火は地震発

生後より時間遅れで増加していき，また，行政や消防機関によって覚知されるまでに時間

が要し，一部の火災は初動対応機において覚知されない．そのため，ある時点で避難誘導

の意思決定を行う場合，一部の火災が未覚知の状態で避難誘導を行う必要がある(以下「未
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覚知火災の存在」)．また，地震火災の延焼メカニズムには未解明な点も多く，現在の延焼

速度式による予測には一定の誤差が含まれ，飛び火や突風等の急な気象変化，建物以外の

可燃物の存在等によって，予測よりも速く延焼拡大する可能性が考えられる(以下「延焼予

測のばらつき」)．以上の未覚知火災の存在と延焼予測のばらつきという以上 2 つの不確実

性に着目すると(以下「火災情報の不完全性」)，不完全な情報下における避難誘導では，避

難者が通過する前にすでに閉塞した経路へ誘導するリスク(以下「火災遭遇リスク」)，既に

全経路が途絶し最遅避難時刻を迎えているにも関わらず避難開始をせずに避難不能となる

リスク(以下「見逃しリスク」)が考えられる．リアルタイム避難誘導を効果的に実施するた

めには，「火災遭遇リスク」及び「見逃しリスク」に対して十分に頑健な方策を検討する

必要があると考えられる．  

これまでに述べた問題意識を整理する．地震火災時において，自由意思による避難では

市街地上における逃げ惑いが生じることが考えられ，火災による甚大な人的被害が生じる

ことが懸念される．そこで，覚知火災情報に基づいた行政機関しゅどうによる住民の避難

誘導が必要となるが，覚知火災情報は不完全な情報であり，避難誘導にリスクが伴う．特

に，本研究で着目した「未覚知火災の存在」と「延焼予測のばらつき」の 2 つの不確実性

の下の避難誘導では，住民が予期せぬ火災に遭遇する可能性及び避難開始時刻の見逃し可

能性が存在し，誘導した住民が逃げ惑いに陥る危険性が考えられる． 

そこで本研究では，この不完全情報下において覚知火災情報を効果的に活用し，確実に

避難誘導を行うための方策について基礎的なモデルを構築する．そして，構築した避難誘

導モデルに基づき，不完全情報下において本研究のリアルタイム避難誘導の優位性を示す

とともに，不完全情報下の不確実性が有するリアルタイム避難誘導の限界を明らかにし，

地震火災時のリアルタイム避難誘導体制のための知見を得ることを目的とする． 

 

 

[日本火災学会 1996]を基に筆者が作成 

図 1-1 兵庫県南部地震における 8 時間後までの累積出火件数と累積覚知件数の推移 
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1.2 関連研究と本研究の位置づけ 

本節では，本研究で想定するリアルタイム避難誘導の流れを示した後，関連する研究を

概観し，本研究の位置づけを述べる．本研究では，現実を取り巻く地震火災時の状況より，

多くの事象捨象し，地震火災時の不完全情報による不確実性の数理モデル化を行い避難誘

導対策の在り方を検討する．そこで，考えられる地震火災時のリアルタイム情報と考慮す

べき事象より，リアルタイム避難誘導の流れを整理する．その後，リアルタイム避難誘導

を検討する際の関連研究について概観した後，本研究の位置づけ・適用範囲を示す． 

図 1-2 に本研究で想定するリアルタイム避難誘導の流れを示す．実際にリアルタイム避

難誘導は現在検討されていない避難対策であるため本研究独自の構想であることに留意す

る．なお，震度情報・地盤情報(市街地情報)は省略している．リアルタイム避難誘導では，

発災時の建物倒壊による道路閉塞を含む経時的に途絶される道路ネットワークの被害状況

を所与とし，避難情報である避難開始時刻・避難経路・避難場所が計算される．これらは，

潜在的なリスク評価や安全評価に基づいて予め定められた情報に基づき，臨機応変に逐次

変更される．道路閉塞は避難の時間的制約となり・避難場所の収容人数が避難の容量的制

約となるため，3 つの避難情報の算出において互いに入出力の関係にある．避難情報が算出

された後，携帯端末や防災行政無線・誘導員等を通じて避難者への情報伝達が行われる．

情報伝達後の避難者の行動を把握し，避難者の位置情報が次回の避難情報算出時の入力と

なる．以上の中で最重要なものは入力となるリアルタイム情報である．リアルタイム情報

には，気象情報，火災情報，建物倒壊・道路閉塞情報，観測若しくは推定された避難状況

が挙げられ，こうした情報に基づき延焼拡大予測や道路閉塞の判定，避難群集の密度や開

設された避難場所の避難人口等の計算に用いられる． 

以上の過程を実現する上で必要な研究的知見が，避難情報を算出するための避難理論モ

デル(1.2.1)，火災による被害予測を行うための延焼拡大予測(1.2.2)，潜在的なリスク評価

(1.2.3)，潜在的なリスクに基づく避難計画手法(1.2.4)，避難行動解析(1.2.5)である． 

 

 

図 1-2 地震火災時におけるリアルタイム避難誘導の流れ  
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1.2.1 最遅避難理論 

はじめに，本研究の問題意識の根幹であり，地震火災時の重要な避難理論として最遅避

難理論が挙げられる．最遅避難理論とは，増山・李・梶の一連の研究([増山, 梶 1984] [増山, 

梶 1985] [李, 梶 1992])によって導かれた避難理論であり，地震火災の同時多発的な火災延

焼拡大に対して，住民の命を守る最終手段として広域避難を定義し，出火・延焼状況を所

与とした最遅避難時刻と呼ばれる安全限界の導出モデルを開発している．最遅避難時刻と

は，避難経路上の道路閉塞時間に対して避難者が通過できる最大時刻を逆算することによ

って求められる，居住地・就業地に最も遅くまで留まることができる限界時刻である． 

[増山, 梶 1984]は，固定的な避難経路を想定し，避難群集を流体モデルと見立て，混雑に

よる速度低下を考慮した避難群集の通過時刻と道路の遮断時刻より，発災から避難開始ま

での猶予時間の限界値の算出方法を提案している．[増山, 梶 1985]では，本モデルを応用

し，避難の最早発令時刻(最遅避難理論に基づく避難誘導に従う最早の避難開始時刻)を所

与とし，避難圏域の全避難者が避難完了するために各地点が遮断されてはならない時刻の

最大値(遮断余裕時間)を導出し，地点別に遮断余裕時間を可視化することで，最遅避難理論

の観点より広域避難計画の評価手法を提案している．各地点が遮断余裕時間以内に遮断さ

れることを防ぐために出火点が存在してはならない空間的範囲について，(1)災害時に優先

的に火災防御する範囲(風向考慮)，(2)不燃化を促進すべき範囲(全風向対応の最大範囲)を求

めている．[李, 梶 1992]は，火災状況に応じて火災を迂回するように避難経路及び避難圏

域の変更する手法で最遅避難モデルの拡張を行い，より柔軟なリアルタイムな避難誘導を

可能にしている．以上の一連の研究では，火災による経路変更の有無の違いはあるが，距

離又は人口で重みづけした避難の余裕時間を指標とした最短経路について，避難群集の最

遅避難評価を行っている．[金井, 梶 2002]は，ダイクストラ法を応用し，最遅避難時刻の

最大化する避難経路選択手法をし，より正確な限界時刻として避難開始時刻を決定するモ

デルを提案している．本研究の最遅避難時刻は[金井, 梶 2002]の手法に従っている． 

増山・李・梶の一連研究は，最短経路又は火災を迂回するシンプルな経路による避難誘

導に従う避難群集を規定することで，地域の最遅避難時刻を把握し避難指示・勧告の発令

や避難誘導・火災防御に役立てるという意図が見受けられる．一方，金井・梶は，その最

大値を求めるという特性上，災害時要支援者や初期消火活動等の避難が遅れざる負えない

特定の避難者について安全限界を求め，可能な限り安全を確保するという意図が見られる． 

以上の研究は，最遅避難時刻は火災情報と延焼予測に関して十分正確に把握できる前提で

モデル化されている．一方，災害時の混乱期には多くの情報が錯綜するほか，広域な避難

圏域の各所で発生した火災は，部分的には住民通報や消防職員の巡回によって覚知される

ものの，それには一定の時間を要するため，この前提による避難誘導には危険性が伴う．

以上の問題に対して，上記の研究では，最遅避難理論の適用時の留意事項を提言している． 

【火災情報が出揃い発令できる時刻(最早発令時刻)を想定した対策】 

(1)最早発令時刻を待たずに避難開始させる地域の特定 

(2)発令時に避難不能な地域を出さないために優先的に火災防御を行う地域の特定 

【運用情報に対する余裕】 

(3)算出される最遅避難時刻に対して十分な余裕時間を考慮した避難開始 
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1.2.2 地震火災時の延焼拡大予測 

避難誘導における地震火災のリスクの評価において重要な点は，その対象地域に延焼が

及んでいるのか・いつ延焼が及ぶのかを評価し，その延焼によって道路途絶が経時的に発

生することを特定することである．ゆえに，各建物の出火の可能性と各地域・道路への延

焼可能性を評価することが重要であり，何件の出火がどこに発生し，それぞれの建物がど

こまで延焼拡大するのかを予測する手法が求められる． 

既往研究における延焼予測手法は，以下の 3 つに大別できる． 

① 過去の大火や火災実験に基づき市街地の延焼速度を直接分析した手法 ([浜田 1951]) 

② ①で得た延焼速度から延焼過程のメカニズムを分析した手法 ([東京消防庁 2001]) 

② 建物間の延焼を確率過程として扱い，その確率分布を求める手法 

([青木 1987], [糸井川, 腰塚 1988]) 

③ 物理的なメカニズムを導出した手法 ([岩見ら 2006], [樋本 2008]) 

いずれも，以上のような予測モデルを用いることで，ある時刻における火災状況に対し

て数十分から数時間後というスケールで延焼動態を予測し，延焼が到達する範囲及び道路

の閉塞状況を計算することで，時々刻々と閉塞する道路状況に対して避難対策を動的に検

討することが不可欠である．地震火災時の消防運用において，延焼予測に基づきより大き

な延焼拡大が想定される火災を優先的に消火することで，延焼拡大を効果的に防ぐことが

できることがシミュレーション実験によって検証されている([佐々木, 関澤 2014] [廣川, 

大佛 2017])．避難の面においても，前述の最遅避難理論において，火災の延焼拡大に基づ

く道路の閉塞時間に基づき，避難経路および経路の限界時刻を算出する手法が提案されて

おり，延焼拡大予測は地震火災時のリアルタイム対応における要であると言える． 

覚知した火災に対して順次対応する消火活動とは異なり，リアルタイム避難誘導の場合

には火災の延焼拡大に対応した避難の危険性を評価する必要がある．言い換えると，時々

刻々と途絶されていく道路ネットワークに対して，全ての避難経路が途絶される前に避難

させることが重要であり，そのためには，途絶された時点での判断や，覚知されている火

災のみでの評価では対応が遅く，覚知されていない火災の存在も考慮に入れなければなら

ない．そこで，地震火災の潜在的なリスクを評価し，延焼拡大予測による道路閉塞情報に

対して潜在的なリスク情報を付加する必要があると考えられる． 
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1.2.3 潜在的な火災リスクと避難リスクの評価 

地震発生前の事前対策や地震発生初期における出火点を含む火災情報が収集されない段

階では，出火点を特定しない地震火災の潜在的なリスク評価に基づき，対策を講じる必要

がある．地震火災のリスクは，出火の可能性と延焼拡大の可能性をかけ合わせた焼失可能

性として評価されることが多い． 

出火の可能性に関しては，ある特定範囲の地域における出火件数を予測する手法が用い

られる．出火件数の基礎的な算定手法には代表的なもので，以下の 3 手法が挙げられる． 

① 過去の地震時の出火記録より市区町村レベルの広範囲における出火件数を統計的に 

予測する手法([[水野, 堀内 1976])， 

② 出火要因別の使用実態より数百メートルメッシュの比較的狭い範囲において潜在的

な出火危険を相対的に評価する手法([東京消防庁 1987])， 

③ ①で求めた出火件数を②の潜在的なリスクによって案分し，市区町村内の地区レベル 

の狭い範囲における出火件数を予測する手法([糸井川 1990]) 

 

東京消防庁では，こうした基礎的な方法の改良が繰り返し行われ，5 年に一度，東京消防

庁による地域別出火危険度測定が講じられており，①や②に加え，過去の地震火災及び平

常時火災の出火メカニズムを解析することで，より詳細な出火件数の評価が実施されてい

る ([東京消防庁 2017])． 

いずれも，出火を確率的な事象として扱い，地区レベルの大小はあるものの地区内にお

いて何件程度という面的なリスク評価がなされる．したがって，ある特定の建物からの出

火の可能性を決定するものではなく，更には，出火件数のばらつきがあるため，リアルタ

イムにおける安全な地域や危険な地域の特定は困難である．一方で，後述する延焼リスク

に加えて火災リスクの総合評価を行い，火災リスクが高い地域を重点的に対策することで，

より高い被害軽減効果が期待できる． 

延焼の可能性は，ある建物や地域に出火が生じたものとして延焼が生じる範囲との評価

が行われる．代表的な評価手法に関する研究として， 

① 市街地の幾何学的特性から延焼領域を求める手法 (不燃領域率([建設省 1982])，パー 

コレーションモデル([加藤 1998])，延焼クラスタ([加藤ら 2006])) 

② 延焼シミュレーションに基づき一定時間に焼失する領域を実験的に求める手法 (東 

京消防庁の延焼危険度調査([東京消防庁 2020]), [糸井川ら 1991], [廣川, 大佛 2017]) 

 

以上の延焼の危険性評価は，特定の地域において延焼しうる最大範囲を求めている． 

出火の可能性と延焼の可能性を組み合わせることで，焼失棟数または面積として火災リ

スクの潜在的なリスク評価が行われる．火災リスクを出火・延焼の両面から評価すること

で，防火対策の指標として広く応用されている．[阿部 2005]は，難燃化整備の優先順位を

求めることを目的として，平均焼失棟数を指標とし，延焼限界距離を用いた延焼経路ネッ

トワークを効率的に分割する方法を提案している．[加藤ら 2006]は，延焼クラスタ内の建

物が 1 棟以上出火した場合に，延焼クラスタ内の建物が全棟焼失すると仮定し，地域別の

焼失棟数の期待値によって地域の火災リスクを表現する試みを行っている．[東京都 2018]
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では概ね 5 年ごとに実施している地震に関する地域危険度測定調査の一環として，火災危

険度の調査を行っており，先に説明した出火危険と延焼危険より区別・町丁目別に単位面

積当たりの焼失棟数の期待値を実験的に求め，5 段階のランク分けを行っている．[栗田 

2007]は，延焼面積の経時的な変化に関する解析的な特徴を明らかにするために，ポアソン

分布に従う出火点と一定速度で延焼拡大する延焼モデルによって地震火災を抽象化し，焼

失面積に関する解析的なモデルを構築し，経時的に出火点が増えていくことによる延焼面

積が加速する様相を明らかにしている． 

一方，避難の問題に焼失棟数や面積といった火災リスク指標を直接応用するには，少々

工夫が必要となる．避難の問題は，避難者及び避難場所と火災リスクの相互関係である．

火災リスクの場合，同じモデルで表現された建物間もしくは地域間の受害関係を評価して

いるのに対して，避難の問題の場合には，火災リスクとは異なるモデルで表現された避難

者の行動特性を考慮した受害特性を求める必要がある．避難者の行動特性は非常に複雑で

あるため，住民調査等によって把握した行動特性や何らかの規定した避難行動モデルに基

づき地震火災下で避難を実施するシミュレーション実験が多数行われている(1.2.5 で詳述)．

行動記述モデルに大きく依存するため，それぞれの研究において検証する避難対策や避難

行動の特性に合わせたモデルの取捨選択が重要である．他方，シミュレーション実験に依

らない避難リスクの評価手法としては[小出 1982]の研究が挙げられる．小出は，固定的な

避難経路と避難開始時刻に対して，避難経路上の通過時刻を考慮し，避難者が避難経路上

で火災に遭遇してしまう時に出火点が存在する空間的範囲を幾何学的に算出し，避難者が

火災に遭遇せずに避難場所まで到達できる可能性について確率論的な立場で導出している．

小出の避難リスク評価は，避難計画における避難経路の信頼性(火災によって途絶されない

か)の評価という側面が強く，地震火災時に懸念されている逃げ惑いや最終的な避難場所へ

の到達可能性を評価することは困難であるが，こうした評価の高い経路を複数確保してお

く事前対策を講じることが地震火災時おける避難安全の確保が期待できる． 

[石井, 腰塚 1998]は，小出のモデルを応用し，避難者が火災に遭遇するまでの構造をモ

デル化することで，距離分布について解析的に導出している．矩形領域の市街地を想定し

その内部(市街地)から外部(避難場所)への直線避難において，矩形領域内の避難距離分布お

よび一定距離以内で延焼領域に侵入する確率(被災率)を導出している．最短経路での移動

という避難路情報の付与(非施設的対策)や領域内部への避難地の設置による被災率の低減

効果を評価しており，前者では 1/8，後者では 1/24 となることを検証している．本モデル

の本質は，如何にして市街地全体の避難距離を短くするのかであり，この距離基準を避難

リスクの立場(避難と火災リスクの関係)から評価している． 

以上の火災リスク及び避難リスクの評価手法を，避難計画において定めるべき避難経路・

避難開始時刻そして避難場所の選定時に考慮することで，安全な避難計画が策定される． 
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1.2.4 潜在的なリスクを考慮した事前的な避難計画 

大地震時における火災被害は，地震発生後に不確実に定まる出火点の分布に影響するこ

と路が大きく，1.2.3 で紹介した手法等，出火点を特定しない手法に基づき「どこに・いつ・

どの経路で」避難するのか，安全設計を行う必要がある． 

「どこに」… 避難場所自体の輻射熱に対する安全性の検証 ([浜田 1967]), 避難場所の収 

容人数による検証 ([太田, 鏡味 1981]) 

「いつ」 … 最遅避難時刻の確率的評価 ([渋木, 糸井川 2016]) 

「どの経路で」 …火災遭遇リスクの最小化 ([三好ら 2008]) 

 

基本方針として，あらゆる出火・延焼状況に対しても平均して安全を確保した静的な計

画である．そのため，如何なる出火・延焼状況に対して確実に避難誘導できるかについて

限界がある．そこで，こうした避難情報をリアルタイムで，状況に応じた動的な変更が重

要である．前述の[李・梶 1992]の研究では，最遅避難時刻による猶予時間を一指標として，

避難経路変更及び避難圏域の再分割を行う手法を提案している． 

 

1.2.5 避難シミュレーションによる避難行動解析 

地震火災時の避難行動は，避難者の行動について過去の災害事例の調査や実験，流体力

学的な特性より記述し，地震火災を模した市街地を想定した避難シミュレーションを実施

することで解析される． 

避難シミュレーションにおける避難行動の記述手法は，以下の 3 つに大別される． 

① 避難群集を流体と見立てて避難場所への流入を再現 ([藤田 1965], [小坂，堀口 1986]) 

② 避難場所との位置関係や火災のリスクに応じたポテンシャルに従って移動 

     ([西野 2009], [木村ら 2010]) 

③ 過去の調査等により詳細な行動分岐を想定したマルチエージェントモデル 

     ([馬淵ら 2008], [大佛, 沖 2012], [加藤ら 2016]) 

地震火災時は出火点の分布が不確実であるため，一つの出火パターンに対して検証を行

っても不十分である．そのため，ランダムな出火点に対するシミュレーションを複数回試

行し，確率分布を得るモンテカルロシミュレーションを用いて避難行動の評価が行われる．

代表例として，いくつかの研究を挙げる． 

[木村ら 2009]は，地震火災の安全基準を避難リスクの観点から評価することを試みるた

め，避難圏域をメッシュ状に分割し，そのメッシュの通過可否を[石井・腰塚 1998]の確率

モデルに従い判定を行い，避難者を避難場所まで，メッシュ間の移動をさせるシミュレー

ションを行い，避難場所まで到達できる可能性を評価するモデルを開発している．このよ

うなシミュレーションを，火災リスク別に複数回繰り返し，そのうち何回被災したのかを

評価することで，地震火災の安全基準を検討している．[武松ら 2008]は，地震火災を考慮

した広域避難の評価を目的とし，ランダムに発生させた出火パターンに対して，避難先の

選択方法(指定避難場所，最近隣場所へ自由避難)や火災の迂回有無等，様々な避難行動を想

定し，到達不能率(いわゆる被害率)，平均避難距離，避難場所の避難者密度の三軸で避難リ

スク評価を行っている．以上の研究ではいずれも，被災判定について個人を対象に行って
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おり，被災人口もしくは比率によって対象領域全体に対する評価を行うことで地震火災の

避難リスクの評価が行われる． 

また，避難シミュレーションを応用し，地震火災時の消火対応や要支援者の避難支援等

の効果を評価した研究も散見される．[上田ら 2007]は災害時要援護者(当時の呼称)の搬送

の可能性について，地震火災による道路閉塞を考慮し，ランダムウォークする救助者エー

ジェントによる搬送による効果の検証を行っている．この時，エージェント間の情報交換

や行動に戦略を与えることで，より効果的な支援対策を検討している．[沖，大佛 2016]は，

現実の人口分布や市街地状況を詳細に再現した地震災害時の道路閉塞・地震火災及び避難

行動等を記述したモデルによる広域避難シミュレーションに対して，ランダムに選択した

防災組織市民メンバーによる救助活動を組み込み，救助活動の評価を行っている．[宮下ら 

2020]は，地震火災時における消火活動の効果について，住民避難時の人的被害軽減を目的

として，避難シミュレーションによる評価を行っている． 

以上のように，避難行動記述による避難シミュレーションを用いることで，地震火災時

の応急対策の効果検証が可能である． 
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1.2.6 本研究の位置づけ 

リアルタイム避難誘導を実現するための研究的知見を概観した．以上を踏まえ，本研究

の位置づけを示す． 

a) 不完全情報の避難リスクを数理的に記述する理論モデルの構築 

本来，リアルタイム避難誘導の実現までには，1.2.1 から 1.2.5 に示した技術を一つずつ

組み合わせていき，システム構築を図る必要がある．一方，先行研究には，不完全情報に

よる避難誘導の誤りによるリスクを扱った研究はなく，まずは，不完全情報の避難リスク

をどのように扱い，避難誘導に適用させるのかを検討する必要がある．そこで本研究では，

不完全情報による避難リスクと効果的な避難誘導に関する理論的なモデルの構築という位

置づけとする．[小出 1982]や[石井, 腰塚 1998]，[栗田 2007]を解析的なモデルを応用し，

地震火災の出火・延焼を単純なモデルとして扱い，建物倒壊による道路閉塞や避難群集に

よる混雑といった避難ネットワークを取り巻く固有な特性を全て捨象する．図 1-3 に以上

の項目を捨象したリアルタイム避難誘導の流れを示す．地震火災と潜在的リスク評価にお

いて同一の単純な出火・延焼の仮定に基づいて避難リスクを構築することで，潜在的なリ

スクと覚知情報の関係より，火災情報の不完全性の理論的な記述を試みる．建物倒壊によ

る道路閉塞や混雑等，火災による道路閉塞以外の避難阻害の要因を極力排斥し，地震火災・

地震火災における部分集合である覚知情報・覚知情報に基づく判断および避難行動の関係

を数学的に明確に記述することを目標とする． 

また，不完全情報下の避難リスクについて，避難圏域全体に対する評価ではなく，とあ

る避難開始地点を出発する個人に着目した個人避難モデルの構築を試みる．単一の避難属

性に焦点を当てることで，避難リスクと火災情報の関係を明確化することを意図している． 

 

 

本研究において捨象する要素：破線枠・破線矢印・灰色文字 

図 1-3 リアルタイム避難誘導における本研究の適用範囲 

気象情報 (風向・風速)

リアルタイム情報

避難状況の推定
(避難人口, 避難場所)

建物倒壊・道路閉塞

火災情報の集約

避難者への情報伝達

延焼拡大予測

道路の閉塞時間の計算

火災(出火・延焼)リスクの評価

避難リスクの評価

潜在的なリスク評価火災による被害予測

避難者のモニタリング・
避難行動予測

避難開始時刻の決定

避難情報の算出

避難経路の探索 避難場所の選定

火災情報の不完全性を考慮
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b) 先行研究のリアルタイム情報システムとの比較 

リアルタイム避難誘導を目的としたシステムは，避難誘導計画を防災システムとみなし

てモデル化した小林・堀内の研究([堀内, 小林 1973])，最遅避難理論を基礎として避難開始

時期・経路・圏域割り当てを同時に最適化した建築研究所の情報処理システム([建築研究

所 1989])が挙げられる．表 1-1 に，これらの研究と本研究の比較を示す．先行研究は，基

本的に完全情報を想定しており，避難群集の誘導を想定している．避難開始時期は，ある

一時点に避難群集全体が避難開始することを想定している．現実に応用することを想定し

ているため，避難者人口を考慮し，避難者数に合わせて避難場所を適宜変更している．一

方，本研究は，火災情報を不完全情報とし，不完全情報による避難リスクを考慮した避難

情報の構築を試みる．また，不完全情報の避難リスクは地域で均質ではないことから，一

人避難者に着目して避難情報を構築し，最遅避難理論に基づく避難開始時刻の決定を不完

全情報の避難リスクを判断しながら決定するモデルを構築する．本研究は，避難者の割り

当てを問題としていないため，避難場所は固定とし，ある避難開始地点から固定の避難場

所へ不完全情報下で避難可能であるための避難情報の理論構築を試みる． 

 

表 1-1 先行研究のリアルタイム情報システムとの比較 

 火災情報 避難者基準 避難開始時期 避難場所 

[堀内, 小林 1973] 完全情報 避難群集 地震発生時刻 

(1 時点) 

避難者数に 

合わせて変更 

[建築研究所 1989] 
完全情報 避難群集 最遅避難時刻 

(1 時点) 

避難者数に 

合わせて変更 

本研究 不完全情報 
一人避難者 

(避難開始点) 

最遅避難時刻 

(リスク考慮, 

複数時点) 

固定 

火災情報：避難誘導の安全を確保するために前提とする火災情報の質 

避難者基準：避難誘導の最適化を行う範囲 

避難開始時期：火災に対していつ避難させるか 

避難場所：避難者の到達地点をどのように決定するか 
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1.3 研究の構成 

本研究では，不完全情報下において頑健な避難経路及び避難開始時刻を得ることを目的

として，避難経路と避難開始時刻に着目して避難誘導モデルを構築し，提案モデルによる

避難誘導の頑健化の検証を行う．本研究では，避難経路と避難開始時刻の決定方法それぞ

れについて，(1)理論構築 (2)検証のための避難誘導シミュレーション開発と単純な格子状

市街地での検証評価 (3)実市街地におけるケーススタディの 3 本構成で章立てする． 

第 2 章では，動的誘導経路と呼ぶ不完全情報下における火災への遭遇リスクに対して頑

健な誘導経路モデルの構築を行う．「未覚知火災の存在」と「延焼予測のばらつき」が有

する潜在的なリスクに対して安全性を定式化し，この安全性を最大化することで火災に遭

遇しにくい 3 種類の避難経路(以下「避難経路規範」)を導出する．その後，最新の覚知火災

情報に基づき避難経路を逐次的に更新し続ける情報更新モデルを構築する．常に最新の情

報に従うことで，不完全性の影響を低減しつつ，覚知火災情報で把握しきれない火災につ

いては潜在的にリスクの低い経路を選択することで，避難誘導の頑健化を図る． 

第 3 章では，第 2 章で構築した動的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果を検証す

ることを目的として，火災に遭遇することを被災と判定するリアルタイム避難誘導シミュ

レーションを構築する．その後，火災リスクが一様な格子状市街地を対象として，リアル

タイム避難誘導シミュレーションについてモンテカルロ法を実施し，火災遭遇リスクの特

徴と動的更新による火災遭遇リスクの低減効果について基礎的な知見を得る． 

第 4 章では，動的誘導経路について火災リスクの高い大井競馬場・しながわ区民公園一

帯の避難圏域を対象としたケーススタディを行い，第 2 章で構築した誘導経路規範の視覚

的特徴と誘導経路規範による火災遭遇リスクの低減効果の比較を行う． 

第 5 章では，最遅避難時刻の不確実性を考慮し，不完全情報下における安全な避難時期

の見逃し可能性に対して頑健な避難開始時期決定モデルを構築する．本研究では，事前評

価に基づいて予め避難開始時刻を定める事前計画避難と覚知火災情報に基づいて逐次的に

避難開始時刻を定める勧告避難によって許容リスクを満たした避難開始時刻を設定する方

法を構築する．その後，避難準備や災害活動のための避難開始までの時間確保を目的とし

て，事前計画避難と勧告避難の組み合わせによる避難開始時期の遅延化を図る． 

第 6 章では，第 3 章で構築したモデルを拡張し，火災遭遇後も避難誘導には頼らずに自

力で避難を継続する自由避難モデルを適用することで，避難場所への到達可能性を評価す

るリアルタイム避難誘導シミュレーションモデルを構築する．その後，格子状市街地を対

象として，避難開始時期決定モデルによる見逃しリスクの低減効果を検証する． 

第 7 章では，避難開始時期決定モデルについて大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避

難圏域を対象としたケーススタディを行い，誘導経路規範の違いによる見逃しリスクの低

減効果の比較を行う． 

最後に，第 8 章において，本研究の結論及びリアルタイム避難誘導の実現に向けた提言

および課題を述べ，本論を終える． 
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による火災遭遇リスクに対する頑健化 
  



2.1 本章の目的と構成 

  16  

第2章 火災情報の不完全性を考慮した動的誘導経路による

火災遭遇リスクに対する頑健化 
 

2.1 本章の目的と構成 

本章では，火災に遭遇するリスクを低減することを目的として，火災情報の不完全性に

よって火災に遭遇する可能性をリアルタイムで定量的に評価し，頑健な避難経路を決定す

る方法(以下「動的誘導経路」)を構築する．避難場所の安全が担保されているならば，住民

を火災に遭遇させずに避難場所へ誘導することが可能であれば，避難者の火災による逃げ

惑いは起こり得ない．そのため，第一に火災に遭遇しないように誘導する方策を考えるこ

とが重要である．本研究で提案する動的誘導経路は，火災情報に基づき逐次的に経路上の

避難リスクの評価・最適化を行い，避難終了まで動的に更新し続けるモデルであり，常に

新しい情報に基づく最も安全な経路での避難を継続させることで，不完全情報の不確実性

の影響を抑え火災遭遇リスクの低減が期待できる． 

本章の構成は以下の通りである． 

2.2 節では，地震火災・覚知情報及び避難行動に関する仮定を設定し，不完全情報下にお

いて火災に遭遇しにくくする頑健な動的誘導経路モデルの方針を示す． 

2.3 節では，避難可能確率と呼ぶ経路上で避難者が未覚知火災へ遭遇しない確率を定式化

し，避難可能確率を最大化することで未覚知火災の存在に対して頑健な避難経路な避難経

路を選択するモデルを構築する． 

2.4 節では，避難余裕性と呼ぶ避難者が経路上の各道路を通過する場合に許容できる延焼

予測の誤差の限界値を定式化する．その後，経路上における避難余裕性が最も低い地点の

限界値を最大化することで，延焼予測のばらつきに対して頑健な避難経路を選択するモデ

ルを構築する． 

2.5 節では，2.3 節及び 2.4 節において構築した経路選択モデルの特徴を整理し，第 3 の

モデルとして，避難余裕性を指定した値以上となることを満たしつつ避難可能確率を最大

化する避難経路を選択するモデルを構築する． 

2.6 節では，新しい覚知火災情報に基づき，避難完了まで逐次的に誘導経路を更新するモ

デルを構築する．この時，情報の伝達方法を PUSH 型・PULL 型に分けて情報伝達時間を

考慮し，誘導経路が立ち止まりなく一続きになるように更新する方法を提案する． 
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2.2 不完全情報下における火災遭遇リスクに対して頑健な避難誘導方策 

本節では，動的誘導経路モデルを構築するにあたり，まず避難の定義を行い，想定する

地震火災，避難情報の伝達過程及び避難情報を伝達された住民の避難行動についてシナリ

オを設定する．その後，本シナリオ下において，動的誘導経路によって火災遭遇のリスク

を低減するためのモデル化の方針を示す． 

 

2.2.1 避難の定義と地震火災時の避難誘導に関するシナリオ 

本研究では，地震発生後に延焼拡大をもたらす出火点が時間遅れでランダムに発生する

中，各火災の一部に関して誘導者が覚知し，避難誘導情報が生成され，避難者に継続的に

情報伝達される避難誘導シナリオを想定する．住民は，伝達された避難誘導情報に従い，

自身が被災するまで継続的に避難誘導情報に正確に従い避難を実施する，従順な避難行動

を仮定する．以下，a)避難の定義と避難完了条件, b)地震火災， c)避難誘導情報の伝達過程， 

d)避難者の行動， e)避難者の被災条件に関するシナリオを設定し，各モデルの仮定を示す． 

a) 避難の定義と避難完了条件 

本研究では，”地震火災に対して自らの安全を確保するために，住民自身が，居住地・就

業地等の住民の所在地から，大規模な公園や大学等の地震火災から住民の生命を守るため

に自治体によって指定された避難先(以下「避難場所」)に移動すること”を避難の定義とし，

避難の対象となる住民を「避難者」とする．この時，所在地の火災状況に関わらず避難者

が避難場所に到達することを避難完了の条件とする．このように本研究では，やや厳しい

定義・条件を採用する．現実の都市には，建物の不燃化により，出火点の空間分布や風速，

倒壊状況等の災害状況に応じて，避難場所以外にも火災が到達しない領域が存在する．そ

のため，避難場所に到達しなくても避難者にとって安全な場合が存在する．逆に，移動し

ないことで火災に巻き込まれないように，避難場所まで移動する行動がかえって避難者を

危険にさらすリスクを増大させる状況も存在すると考えられる．しかし，これらは災害状

況に大きく依存する避難先であり，避難者の安全を確認・担保することが重要な避難誘導

において安全の確実性に欠ける．[久松, 伯野 1982]の考察によると，関東大震災の被害で

多いパターンとして，中学校や本所被服廠跡等，多少広い場所において時間的な余裕があ

りながらも荷物に固執し焼死した例を挙げており，現在の避難場所のように，火災の輻射

熱に対して十分な大規模空地まで避難誘導することの重要性を示唆している．そのため，

本研究では，計画上の設計された安全が正確なものとみなして，この安全が担保されてい

る避難場所に到達することが避難誘導の確実性において重要であると考えた． 

ただし，避難場所への到達のみが避難の唯一解ではないことに注意したい．[久松, 伯野 

1982]は安全な場所を転々としながら逃げ延びた人々の存在も挙げており，火災が収束する

まで，暫定的に安全な領域を段階的に待機と移動を繰り返すこともまた，避難の一つであ

る．連続して長距離の移動を伴う本研究の避難よりも，乳幼児や高齢者，要介護者等の避

難支援を必要する人々にとっては，段階的な避難の方が有用である可能性も考えられる．

しかしながら，不完全情報下で逐次的に安全な場所を特定することは本研究の対象外であ

り，このような段階的な避難は今後の課題とした． 
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b) 地震火災 

地震火災は出火件数及び出火点の空間分布，各出火点の出火時刻を定める出火モデルと

各出火点より市街地上の延焼動態を表す延焼モデルによって規定され，道路閉塞及び各地

点への火災接近が表現される．本研究では，避難誘導のリスク評価・効果検証を行うため

の基礎的なモデルという位置づけとして，十分広い空間に無作為に出火し，等速かつ同心

円状で延焼拡大する単純な地震火災を仮定する． 

出火モデルの先行研究([熊谷ら 1982])では，建物の用途別に地震動および発災時刻に対

して出火確率が推定されるため，完全にランダムな空間分布とは言えない．しかしながら，

地震火災時の広域避難が対象とする地域が住居地域であること，数キロ四方の避難圏域程

度の領域であることから，建物の用途及び地震動に避難圏域内におけるばらつきは小さい

と考えられる．そこで，地震火災は出火件数密度𝜌に従い市街地上にランダムに出火点が設

定され，出火件数の累積分布𝐹(𝑡)に従って，地震後に時間遅れで出火するものとする．この

過程により，地震発生後の時刻𝑇における出火点の空間分布は，市街地面積を𝑆として，期

待出火件数𝜆 = 𝜌𝐹(𝑇)𝑆の空間ポアソン分布に従うとすることができる．ただし，第 4 章・

第 7 章の実市街地を対象とする場合，建物分布に偏りが存在する．そこで，建物を耐火造・

非耐火造の 2 種類に分類し，そのうち非耐火造の建物重心にのみ出火するものとする． 

延焼モデルは，等速同心円状という強い仮定を置く．延焼拡大予測の先行研究(例えば，

[樋本 2005], [岩見ら 2006])では，隣棟建物への類焼及び飛び火による風下側への着火等を

考慮し延焼拡大が表現される．そのため，炎上建物の増加に伴う延焼速度の加速効果，風

下側への煽り及び建物構造の違いにより延焼拡大方向には偏りが見られる．一方，本研究

における等速同心円状の仮定は，こうした複雑な延焼動態の特徴を全て捨象し，常に最大

速度で延焼拡大し全方向が風下側とみなした状況を表現していると言える．このような仮

定の下で避難誘導の効果を検証することで，避難にとっては安全側の評価を行えることを

意味する．そこで，延焼速度𝑣𝑓とし，出火後，各出火点より道路およびその両端点に対し

て直線距離で到達するものとした．ただし，第 4 章・第 7 章の実市街地を対象とする場合，

市街地上の耐火造建物や広幅員道路による延焼遮断の影響を考慮するため，市街地上に通

行不能領域と呼ぶ延焼遮断が生じず延焼拡大する領域を定義し，出火点が属する通行不能

領域上のみで延焼し，通行不能領域の境界で焼け止まるものとした． 

ここで考慮しない事象について触れておく．本研究のモデル化において，飛火による延

焼拡大・出火点の増大，建物倒壊による道路閉塞の 2 点について考慮しないこととした． 

その理由として， 

①モデルの記述を簡素化するため 

②飛火については，延焼拡大・出火点の増大は，避難誘導の効果を評価する基礎モデル

の観点では，期待出火件数密度の増減・延焼速度の大小で近似可能と考えた． 

③本研究では，時々刻々と拡大する延焼によって増大する道路途絶による避難の影響を

モデル化することとし，建物倒壊は，余震を考えなければ殆どが地震と同時に生じる

ことから，地震火災と比較して”動かない”の現象であり本研究の対象外とした． 

ただし，今後，実用化に向けて，飛び火及び建物倒壊を組み込んだ応用モデルの開発が

今後の課題として必要であると考えている． 
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c) 避難誘導情報の伝達過程 

本研究では火災の覚知・火災情報及び避難情報の加工・避難情報の過程について想定す

る．伝達地震発生後に各建物で発生した火災は，住民や情報収集活動中の消防職員等によ

って発見され，住民通報や無線機の連絡，消防署への駆けつけによって覚知される．覚知

された火災は，出火時刻及び出火地点の 2 つの情報(以下「出火情報」)として，消防機関等

の避難誘導システムに集約されるものとする．集約された出火情報に基づき，延焼拡大の

将来予測を行い，道路ネットワークの閉塞時刻が計算される．本研究では，出火情報，延

焼拡大の将来予測及び道路ネットワークの閉塞時刻を合わせて，「覚知火災情報」と呼ぶ．

また，覚知火災情報以外の火災を「未覚知火災」と呼ぶ．避難誘導システムは，新しい覚

知火災情報が得られる度，避難者の位置情報及び避難者属性の基づき，火災状況に対して

安全な避難経路を計算し，携帯端末等を通じて避難者に伝達されるものとする． 

以上のシナリオより，避難誘導情報モデルの仮定を示す．発生したそれぞれの火災は，

覚知確率𝑟，出火から覚知までの所要時間の累積分布𝐺(𝑡)に従って覚知され，出火点の位置

と出火時間が覚知火災情報として集約される．覚知火災の出火点より延焼予測を行い，各

道路上の閉塞点とその閉塞時間が計算される．本研究では単純化のため，出火点を中心に

円形に一定の速度で延焼拡大するモデルを用い，a)の地震火災と一致するものとする．すな

わち，a)の地震火災に対して正確な延焼拡大の将来予測を可能とする．この仮定は，延焼予

測のばらつきを扱うことと相反してしまっている．本研究では，延焼予測のばらつきに対

する避難誘導効果について，火災と避難者が覚知火災に対してどの程度離れているのかと

いう余裕の評価によって検証する．つまり，この余裕が大きい避難ほど，本研究のシナリ

オに対してより大きな延焼予測のばらつきを付加(延焼速度が定数ではなくなる)しても，

避難誘導が成立することを意味している．この余裕を制約として，未覚知火災の存在に対

する安全性を維持できるのか検証する．なお，覚知確率𝑟，覚知所要時間の累積分布𝐺(𝑡)は

既知とする． 

d) 避難者の避難行動 

避難者は，自宅や避難場所等において，携帯端末等によって避難情報(避難開始時刻・避

難経路)を取得する．本章では，予め固定的な避難開始時刻を決めておき，避難開始時に最

新の避難経路情報が取得される．避難開始後，取得した避難経路に従い，一定速度で避難

場所まで移動する．避難者は，避難途上において新しい避難経路の更新情報を取得するこ

とが可能であり，更新情報を受け取ったのち，直後の交差点より，新しい避難経路に従っ

て避難を進める．以上のように，避難誘導に正確に従う避難行動を想定することで，避難

誘導の効果を評価する．  
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e) 避難者の被災条件 

本研究では，避難者が避難開始前及び避難途上で未覚知火災に遭遇した時点で被災とす

る．現実の避難誘導の場面では，誘導先にて避難者が未覚知火災に遭遇した場合でも，避

難者が自力で避難場所まで到達できる可能性は大いに存在する．しかし，避難者にとって，

未覚知火災に遭遇した時点で誘導された避難経路への信頼性は少なからず低下し，避難者

が避難経路を見失う可能性が考えられる．避難誘導の立場からすると，避難者が避難経路

を見失った時点で，その避難は危険なものと捉えることができよう．本章における避難誘

導において，火災に遭遇した時点で避難者の避難誘導への信頼が喪失し，避難者は避難経

路を失った状況に陥るものとみなし，この状況を”被災”と定義した．なお，第 5・6・7 章で

は，火災遭遇後も自力で避難を継続させ避難場所までの経路が存在しなくなることを被災

と再定義する． 

避難者の避難誘導情報に対する信頼性の増減と避難誘導への態度に関しては，一部，[清

水, 糸井川 2019]にて検証されているが，本研究で火災遭遇後の態度として記述するには十

分な結果が得られておらず，住民を対象とした実験や質問紙調査等で改めて検証する必要

があり，本研究では今後の課題とする． 
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2.2.2 火災への遭遇可能性による避難誘導の頑健性の定義 

本章では，避難開始後に，火災に遭遇せずに避難場所へ到達できる可能性として，避難

誘導の頑健性を定義する．本研究で着目している不完全情報である，未覚知火災の存在と

延焼予測のばらつきに対して，それぞれ火災に遭遇しない可能性について考える．未覚知

火災に対しては，避難者が通過する前に未覚知火災によって避難経路が閉塞されるか否か

について，頻度確率を評価すればよい．一方，延焼予測のばらつきに対しては，現在，そ

のばらつきのふるまいが明らかにされていないため，単純に，避難経路の閉塞可能性によ

って，延焼予測のばらつきに対する頑健性を評価できない．そこで，避難経路の絶えられ

る延焼予測のばらつきの大きさによって頑健性を定義する． 

 

2.2.3 火災に遭遇しにくい誘導経路の方針と動的更新による避難誘導の頑健化 

図 2-1 に，不完全情報下の避難リスク及び本章で提案する頑健な避難経路の提案に関す

る模式図を示す．覚知火災情報による道路閉塞を避けるように経路を得ると，図 2-1－①に

示すような限界時刻に避難が不能になる．素直に最短経路で避難経路を選択するように，

火災の発生しやすい領域を避けることやこの限界時刻に対して余裕を与えることを考慮せ

ずに選択した経路は，経路途上に

存在しうる未覚知火災への遭遇

や，延焼予測以上の速度で延焼拡

大をした覚知火災に遭遇するリ

スクをはらんでいる． 

本モデルでは，こうしたリスク

を最小化するために，図 2-1－②

に示すように，建物が密集してい

なく未覚知火災の存在する確率

が低い経路及び覚知火災から十

分に離れている経路について，避

難者の通過時刻を考慮しつつ探

索することで，火災に遭遇しにく

い経路を得ることを目指す．加え

て，避難開始後の時間経過に伴い

新たに更新された覚知火災情報

によって，避難経路を動的に更新

することで，常に新しい経路で避

難し続けることで，より頑健な避

難誘導を試みる． 
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避難者 避難経路
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時間Txにおける
未覚知火災の延焼範囲

道路リンクの
実際の最早閉塞点

道路ネットワーク

凡例

①不完全情報下の避難リスク

実際の避難限界時間(Min{T2ｰl1
’/vw , T3ｰl2

’/vw , T4ｰl3
’/vw })が不確実なため，

避難者は，避難経路上で予期せぬ火災に遭遇するリスクを有する

時間T2までに通過
(所要距離=l1’)

時間T3までに通過
(所要距離=l2’)

時間T4までに通過
(所要距離=l3’)

避難場所

T1
T2

T3

T4

T3

建物が密集していない・覚知体制が整備されている

未覚知火災(時間遅れの出火・覚知)の

存在確率が低い領域を通過

覚知火災から離れており，

延焼予測のばらつきに対して

十分な余裕を確保

②不完全情報下における頑健な避難経路の方針

頑健な避難経路

火災リスクが
高い領域

火災リスクが
低い領域

図 2-1 不完全情報下における完全情報下の避難リスクと

頑健な避難経路の方針 
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2.3 未覚知火災への遭遇しにくさを最大化する避難経路選択モデル

(P 最大経路) 

本節では，未覚知火災に対して頑健な避難経路の選択モデルを構築する．本モデルでは，

覚知火災情報に基づく閉塞道路を避けつつ，未覚知火災への遭遇可能性を最小化する経路

を選択する方法を試みる． 

 

2.3.1 問題設定 

本研究では[石井, 腰塚 1998]を応用して，未覚知火災に対する安全性として，避難経路

上で未覚知火災に遭遇しない可能性に関する確率モデルを構築し，本確率を最大化する経

路を得る．[石井, 腰塚 1998]は，全出火が地震発生と同時に生じることを仮定して，ある

直線移動 OP において火災に遭遇しない確率(以下「避難可能確率」)を，積分幾何学を用い

て導出している． 

まず，[石井, 腰塚 1998]のモデルについて，簡単に紹介する．時刻𝑇𝑠 [h]に地点 O から P

に移動する場合，OP 上の任意の点 P’で火災に遭遇しない条件は，延焼速度𝑣𝑓 [m/h], O か

ら P’までの距離𝑙𝑜𝑝′ [m], 歩行速度𝑣𝑤 [m/h]に対して，図 2-2 中の点 P’を中心とした半径

𝑣𝑓 ∗ (𝑙𝑜𝑝′ 𝑣𝑤⁄ + 𝑇𝑠)の円内の領域に出火点が存在しないことである．更に，地点 P まで火災

に遭遇せずに到達できるためには，OP 上のすべての点において，同様な条件を満たす必要

があり，円の軌跡を考えると，図 2-3 の包絡線が得られる．上記の条件を言い換えると，こ

の包絡線の内側の領域において出火点が存在しないことである．本研究では，この領域を

出火警戒領域と呼ぶ．出火点は空間ポアソン分布に従っているため，出火警戒領域内の出

火件数𝑋の確率分布は，(1)で表される． 

𝑃[𝑋 = 𝑥] =
(𝜌𝑆)𝑥

𝑥!
𝑒−𝜌𝑆 (1) 

𝑋: 出火警戒領域内の出火件数 

𝜌: 期待出火件数密度 

𝑆: 出火警戒領域の面積 

 

したがって，出火警戒領域内において出火件数が存在しない確率は，𝑥に 0 を代入すること

で得られ，(2)で表される． 

𝑃[𝑋 = 0] = 𝑒−𝜌𝑆 (2) 
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図 2-2 時刻 Tsに避難開始する場合における OP 上の点 P’で火災に遭遇する条件 

 

 
図 2-3 時刻 Tsに避難開始する場合の出火警戒領域 

  

出火点

後の延焼範囲

出火警戒領域
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本研究のモデルと[石井, 腰塚 1998]のモデルと異なる点は，各出火点の出火時刻が確率

分布𝐹(𝑡)に従い，地震発生後に時間遅れで出火することで，出火警戒領域が出火時間に応

じて変化すること，得られる避難経路は覚知火災による閉塞地点を避ける経路であるため，

出火警戒領域内に覚知火災が存在しないことが挙げられる． 

図 2-4 に，避難経路の判断と同時に避難開始した場合における，出火時間に応じた出火

警戒領域の推移を示す．避難経路が未覚知火災で閉塞されずに，避難者が通過できるため

には，避難経路の判断前後に分けて条件を整理する必要がある．まず，避難経路が得られ

た判断時刻に対して，過去に発生しかつ未覚知である出火が，出火時刻に対応する出火警

戒領域内に存在しないことが条件として挙げられる(図 2-4 -(a),(b))．同時に，避難開始後の

経過時刻に出火する火災が，将来，対応する出火警戒領域内に発生しないことで，避難者

は未覚知火災に遭遇せずに，避難経路を通過することができる． 

以上の可能性を確率によって表現すると，(3)となる． 

 

𝑝𝑒𝑣𝑎 ≡ 𝑃 [⋂𝑋𝐷(𝑇𝑠, 𝑘𝛥𝑡) = 0

𝑚

𝑘=0

|⋂𝑋𝑟𝐷(𝑇𝑠, 𝑇𝑗𝑔, 𝑘𝛥𝑡) = 0

𝑚

𝑘=0

] ∗ 𝑃 [ ⋂ 𝑋𝐷(𝑇𝑠𝑘𝛥𝑡) = 0

𝑛

𝑘=𝑛−𝑚

]

=
𝑃[⋂ 𝑋𝐷(𝑇𝑠, 𝑘𝛥𝑡) = 0𝑛

𝑘=0 ]

𝑃[⋂ 𝑋𝑟𝐷(𝑇𝑠, 𝑇𝑗𝑔, 𝑘𝛥𝑡) = 0𝑚
𝑘=0 ]

                                                                                 (3)

 

(ただし，𝑇𝑓𝑖𝑛 = 𝑛𝛥𝑡, 𝑇𝑗𝑔 = 𝑚𝛥𝑡, 𝑇𝑗𝑔 ≤ 𝑇𝑠) 

𝑋𝐷(𝑇𝑠, 𝑡): 避難開始時刻が𝑇𝑠の場合に，出火時刻𝑡に対応する出火警戒領域内で， 

時刻𝑡までに生じた出火の件数 

𝑋𝑟𝐷(𝑇𝑠, 𝑇𝑗𝑔, 𝑡): 避難開始時刻が𝑇𝑠の場合に，出火時刻𝑡に対応する出火警戒領域内で， 

判断時刻𝑇𝑗𝑔までに覚知した出火の件数である． 

 

本章では，(3)の確率を避難可能確率と呼び，出火の件数がポアソン分布に従うものとして，

具体的に導出する． 
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(a) 地震発生と同時の出火に対する出火警戒領域(t＝0) 

 

 

(b) 避難開始前の出火に対する出火警戒領域(0＜t＜Ts) 
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(c) 避難開始と同時の出火に対する出火警戒領域(Ts＝t) 

 

 
(d) 避難開始以降の出火に対する出火警戒領域 (Ts＜t) 

図 2-4 出火時刻が地震発生から避難完了までの出火に対する出火警戒領域の推移  
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2.3.2 覚知火災情報を考慮した避難可能確率の導出 

まず, 事前避難可能確率𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒を導出する．図 2-4 の出火警戒領域の時間推移からわか

る通り，ある時間の出火警戒領域は直後の出火警戒領域を含んでいる．時間𝑡と時間𝑡 + Δ𝑡

の出火警戒領域の差分領域及びその面積を𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑡)とすると，出火警戒領域は重なること

なく，𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑡)によって層状に分割される．すなわち，時間𝑡までに発生したその差分領域

内の出火件数を𝑋𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑡)と置くと，事前避難可能確率𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 は(4)のように確率の積で表

される． 

𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 ≡ 𝑃 [⋂𝑋𝐷(𝑇𝑠, 𝑘𝛥𝑡) = 0

𝑛−1

𝑘=0

] = ∏𝑃[𝑋𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑘Δ𝑡) = 0]

𝑛−1

𝑘=0

(4) 

 

各時間𝑡の𝑋𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑡)が，出火密度𝜌𝐹(𝑡)のポアソン分布に従うとすると，事前避難可能確

率𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒は最終的に(5)のように導出される． 

𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 ≡ 𝑃 [⋂𝑋𝐷(𝑇𝑠, 𝑘𝛥𝑡) = 0

𝑛−1

𝑘=0

] = ∏𝑃[𝑋𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑘Δ𝑡) = 0]

𝑛−1

𝑘=0

 

                                                              = ∏𝑒−𝜌𝐹(𝑘𝛥𝑡)𝛥𝐷(𝑇𝑠,𝑘𝛥𝑡))
𝑛−1

𝑘=0

 

                                                              = 𝑒−𝜌∑ 𝐹(𝑘𝛥𝑡)𝛥𝐷(𝑇𝑠,𝑘𝛥𝑡))
𝑛−1
𝑘=0  

 𝑛 → ∞ 

                                                    = 𝑒−𝜌∫ 𝐹(𝑡)𝑑𝐷(𝑇𝑠,𝑡)
𝑇𝑓𝑖𝑛
0 (5) 

 

図 2-5 に，𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒導出における地震発生から避難完了までの出火警戒領域の重ね合わせ

のイメージを示す．図のように，O から遠ざかり P に近づくほど，避難に影響する出火点

の密度が増大し，P に近づくにつれて出火警戒領域が広範囲に広がる形状をしている．こ

れは，これは，O から遠い地点ほど，通過するのに時間を要し，周辺の出火に延焼拡大を

許してしまうためである． 

 

出火警戒領域内部の濃淡が，避難に影響を与える出火密度の高低を表している 

図 2-5 地震発生から避難完了までの出火警戒領域の重ね合わせのイメージ  

地震発生 と の
出火警戒領域における差分領域

地震発生時の出火警戒領域

地震発生
の出火警戒領域

地震発生 の出火警戒領域

地震発生
の出火警戒領域
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この P 側の方に出火警戒領域が広がる程度は，歩行速度𝑣𝑤に対する延焼速度𝑣𝑓の比(𝛼 =

𝑣𝑓 𝑣𝑤⁄ )が大きい程顕著になる．以上のように，1 本のリンクの内部においてリスクの違いが

生じることがわかる． 

 

同様に，避難判断確率𝑝𝑑𝑒𝑡を導出する．ただし，考慮する出火警戒領域は判断時間までで

あるため，𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑇𝑗𝑔) = 𝐷(𝑇𝑠, 𝑇𝑗𝑔)である．その点を留意し式展開すると，𝑝𝑑𝑒𝑡は(6)のよう

に導出される． 

𝑝𝑑𝑒𝑡 ≡ 𝑃 [⋂ 𝑋𝑟𝐷(𝑇𝑠, 𝑘𝛥𝑡) = 0

𝑚−1

𝑘=0

] = 𝑃[𝑋𝑟𝐷(𝑇𝑠, 𝑇𝑗𝑔) = 0]∏𝑃[𝑋𝑟𝛥𝐷(𝑇𝑠, 𝑘Δ𝑡) = 0]

𝑚−2

𝑘=0

 

                                                                = 𝑒−𝜌{𝐹𝑟(𝑇𝑗𝑔,𝑇𝑗𝑔)𝐷(𝑇𝑠,𝑇𝑗𝑔)+∑ 𝐹𝑟(𝑘Δ𝑡,𝑇𝑗𝑔)𝛥𝐷(𝑇𝑠,𝑘𝛥𝑡))
𝑚−2
𝑘=0 } 

𝑚 → ∞ 

                                                    = 𝑒
−𝜌{𝐹𝑟(𝑇𝑗𝑔,𝑇𝑗𝑔)𝐷(𝑇𝑠,𝑇𝑗𝑔)+∫ 𝐹𝑟(𝑡,𝑇𝑗𝑔)𝑑𝐷(𝑇𝑠,𝑡)

𝑇𝑗𝑔
0

}
(6) 

 

ここで，𝐹𝑟(𝑡1, 𝑡2)は，𝑡1までに覚知された火災の出火時間に関する累積分布であり，(7)で

定義される． 

𝐹𝑟(𝑡1, 𝑡2) ≡ 𝑟 ∗ 𝑃[𝑇𝑓 ≤ 𝑡1, 𝑇𝑓 + 𝑡𝑑𝑒𝑡 ≤ 𝑡2] = 𝑟∫
𝑑𝐹(𝜏)

𝑑𝜏
𝐺(𝑡2 − 𝜏)𝑑𝜏

𝑡1

0

(7) 

𝑇𝑓: 出火時刻 [h], 𝑡𝑑𝑒𝑡: 出火から覚地までの所要時間 [h], 𝑟: 覚知確率 

 

図 2-6 に𝑝𝑑𝑒𝑡の導出における地震発生から避難経路判断時までの出火警戒領域の重ね合

わせのイメージを示す．図 2-5 とは異なり，考慮される出火は判断時刻𝑇𝑗𝑔までである．そ

のため，図中の最も内側の出火警戒領域で避難に影響を及ぼす出火件数密度は一定となる． 

 

 

出火警戒領域内部の濃淡が，差し引かれる覚知火災の出火密度の高低を表している 

図 2-6 地震発生から避難経路判断時までの出火警戒領域の重ね合わせのイメージ  

地震発生時の出火警戒領域

地震発生 の
出火警戒領域 地震発生

の出火警戒領域領域

避難経路判断時の領域

地震発生 と の
出火警戒領域における差分領
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次に，出火警戒領域の面積を導出する．実際の市街地では，建物が密集しているような

出火が発生し延焼が及ぶ領域と，避難場所や不燃領域等の火災の影響が及ばない領域があ

る．本研究では，これらの火災の影響が及ばない領域を通行不能領域と定義する．加えて，

避難経路全体の避難可能確率を評価するに際し，連続して道路リンク毎に避難可能確率を

計算する場合，両端点周辺で出火警戒領域が重複し，避難経路の避難可能確率を過大に評

価する可能性がある．したがって，通行不能領域の境界部分及び経路上の道路リンクの接

合部分では，周辺の出火警戒領域から除く必要がある．これを考慮して，簡易的にモデル

化した出火警戒領域が図 2-7 である． 

本研究では，図 2-7 に示すように，両端点より扇形状に通行不燃領域の外側を表現する．

すると，出火警戒領域の面積𝐷(𝑇𝑠, 𝑡)及び差分領域の面積Δ𝐷(𝑇𝑠, 𝑡)は𝜃1, 𝜃2を出火警戒領域

の形状係数として，(8)，(9)で表される． 

𝐷(𝑇𝑠, 𝑡) = {
𝐴(𝑙2 + 2𝑣𝑤𝑙(𝑇𝑠 − 𝑡)) + 𝐵(𝑣𝑤(𝑇𝑠 − 𝑡))

2
 (𝑡 ≤ 𝑇𝑠)

𝐴(𝑙 + 𝑣𝑤(𝑇𝑠 − 𝑡))
2
                                        (𝑡 > 𝑇𝑠)

(8) 

 

Δ𝐷(𝑇𝑠, 𝑡) = {

2(𝐴𝑙𝑣𝑤 +𝐵𝑣𝑤
2(𝑇𝑠 − 𝑡))Δ𝑡 − 𝐵𝑣𝑤

2Δ𝑡2  (𝑡 ≤ 𝑇𝑠)

2𝐴𝑣𝑤
2 (

𝑙

𝑣𝑤
+ 𝑇𝑠 − 𝑡)Δ𝑡 − 𝐴𝑣𝑤

2Δ𝑡2           (𝑡 > 𝑇𝑠)
(9) 

 

ただし，𝐴,𝐵, 𝛼はそれぞれ，出火警戒領域の形状を表す係数であり， 

𝐴 = α√1 − 𝛼2 + 𝛼2 (𝜋 − (
𝜃2
2
+ arccos𝛼)) 

𝐵 = (𝜋 −
𝜃1 + 𝜃2

2
)𝛼2 

𝛼 = 𝑣𝑓 𝑣𝑤⁄  

 

 

図 2-7 道路リンクの両端点の状態を考慮した出火警戒領域の形状(0＜t＜Ts) 
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以上より，未覚知火災に対する安全性は，覚知後避難可能確率によって(10)で表される． 

𝑝𝑒𝑣𝑎 =
𝑝𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒

𝑝𝑑𝑒𝑡

                           = 𝑒−𝜌(𝑆𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒−𝑟𝑆𝑑𝑒𝑡) (10)

 

ただし， 

𝑆𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 = ∫ 2(𝐴𝑙𝑣𝑤 + 𝐵𝑣𝑤
2(𝑇𝑠 − 𝑡))𝐹(𝑡)𝑑𝑡

𝑇𝑠

0

+∫ 2𝐴𝑣𝑤
2 (

𝑙

𝑣𝑤
− 𝑡)𝐹(𝑡 + 𝑇𝑠)𝑑𝑡

𝑙
𝑣𝑤

0

(11) 

𝑆𝑑𝑒𝑡 = ∫ 2(𝐴𝑙𝑣𝑤 +𝐵𝑣𝑤
2(𝑇𝑠 − 𝑡))𝐹𝑟(𝑡, 𝑇𝑗𝑔)𝑑𝑡

𝑇𝑗𝑔

0

                                                 

        + {𝐴 (𝑙2 + 2𝑣𝑤𝑙(𝑇𝑠 − 𝑇𝑗𝑔)) + 𝐵 (𝑣𝑤(𝑇𝑠 − 𝑇𝑗𝑔))
2
} 𝐹𝑟(𝑇𝑗𝑔, 𝑇𝑗𝑔) (12)

 

 

【(10)の意味】 

覚知火災情報によって通過可能と判断されたOPにおいて，警戒すべき出火件数密度が，

情報に頼らず OP 間を移動する時に対して，その時刻に期待される覚知火災の出火件数密

度を差し引いた分であることを意味している．この差し引く分の出火件数密度の程度が，

覚知確率𝑟 (𝑟 < 1.0)によって決定することを表しており，覚知確率が向上するほど，避難誘

導における避難経路の信頼性が向上することがわかる．一方，𝑟 = 0の場合，覚知火災分の

差し引き分が無くなり，𝐹(𝑡) = 1のときもは，[石井, 腰塚 1998]のモデルと一致する． 

 

以降，覚知後避難可能確率を単に避難可能確率と呼び，𝑝𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑗𝑔, 𝑇𝑠 , 𝑙, 𝑣𝑤 , 𝜌, 𝑣𝑓, 𝑟, 𝜃1, 𝜃2)，

またはリンク a に関するパラメータを使う意味で𝑝𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑗𝑔, 𝑇𝑠 , 𝑎)と書く． 

 

2.3.3 避難可能確率の最大化による避難経路選択 

次に，避難可能確率を最大化することで，未覚知火災への遭遇可能性に対して頑健な避

難経路の選択方法を示す．(10)を経路上の各道路の始点への到達時刻に対して計算し，その

積を計算することで，避難経路の避難可能確率が(13)より得られる． 

𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿) ≡ ∏ 𝑝𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑗𝑔, 𝑇𝑟
𝑖,𝑗 , 𝑙𝑖,𝑗 , 𝑣𝑤

𝑖,𝑗
, 𝜌𝑖,𝑗 , 𝑣𝑓

𝑖,𝑗
,  𝑟𝑖,𝑗 ,  𝜃1

𝑖,𝑗 ,  𝜃2
𝑖,𝑗)

(𝑖,𝑗)∈𝐿

(13) 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 [h] 

𝐹𝑟: 覚知火災𝑓𝑟の集合 

𝐿: 避難開始地点から避難場所までの経路 

(𝑖, 𝑗): 経路𝐿上の道路リンク 𝑖, 𝑗: 経路𝐿を構成しているリンクの始点及び終点のノード 

𝑇𝑟
𝑖𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)の始点ノード𝑖への到達時間 [h] 

𝑙𝑖,𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)の長さ [m] 

𝑣𝑤
𝑖,𝑗

: 道路リンク(𝑖, 𝑗)を通過するときの平均歩行速度 [m/h] 

𝜌𝑖,𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)周辺の期待出火件数密度 [件/m2] 

𝑣𝑓
𝑖,𝑗

: 道路リンク(𝑖, 𝑗)周辺の出火における平均延焼速度 [m/h] 

 𝑟𝑖,𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)周辺の覚知確率 

 𝜃1
𝑖,𝑗 ,  𝜃2

𝑖,𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)における出火警戒領域の形状係数 
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ここで，𝑇𝑟
𝑖𝑗は，避難開始時刻に始点ノード𝑖までの移動にかかる時間を足した値より，

(14)で計算される． 

𝑇𝑟
𝑖𝑗 = 𝑇𝑠 + ∑ 𝑙𝑘,ℎ

𝑣𝑤
𝑘,ℎ⁄

(𝑘,ℎ)∈𝐿𝑠,𝑖

(14) 

𝐿𝑠,𝑖: 経路𝐿のうち，避難開始地点からノード𝑖までの部分経路 

ただし，覚知火災による各道路の閉塞時間よりも早く，閉塞地点を通過することが条件

であり，(15)の条件が与えられる． 

𝑇𝑟
𝑖𝑗 < 𝑇𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟) −

𝑙𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟)

𝑣𝑤
𝑖,𝑗

(15) 

𝑇𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟): 覚知火災集合𝐹𝑟の火災によって，道路リンク(𝑖, 𝑗)が閉塞する最早時刻 [h] 

𝑙𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟): 始点ノード𝑖から覚知火災集合𝐹𝑟によって最早に閉塞する地点までの長さ [m] 

 

また，本研究では，歩行速度，延焼速度，覚知確率は避難圏域で一律の値とし，道路リ

ンク周辺の期待出火件数密度𝜌𝑖𝑗  [件/m2]については，避難圏域の期待出火件数密度𝜌 [件

/m2]に対して，道路リンクが重なる各通行不能領域 k の非耐火建物密度の平均で重み付け

して，(16)のように定めた． 

𝜌𝑖𝑗 =
∑𝜌𝑏,𝑘
𝑛𝑖𝑗

1

𝜌𝑏
𝜌 (16) 

𝜌𝑏: 地域の非耐火建物密度 [件/m2] 

𝜌𝑏,𝑘: 道路リンクが重なっている通行不能領域 k における非耐火建物密度[件/m2] 

𝑛𝑖𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)に重なっている通行不能領域の数 

 

𝜃1
𝑖,𝑗 ,  𝜃2

𝑖,𝑗については，過大なリスク評価を防ぐために，始点側の, 𝜃1を 0，終点側の𝜃2を

2𝜋とすることで調整し，通行不能領域の境界が始点もしくは終点となる場合，𝜃1もしくは

𝜃2を𝜋にすることで調整している． 

最後に，(13)を最大化することで，未覚知火災に対して頑健な避難経路が得られる． 

𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿
∗) = max

𝐿
𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿) 

𝐿∗: 避難可能確率を最大化した避難経路 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 [h] 

𝐹𝑟: 覚知火災の集合 

 

【避難経路の探索手法】 

本研究で探索される避難経路の探索手法の概要について簡単に紹介する．図 2-8 に避難

経路の避難可能確率の計算イメージを示す．道路リンク(1,2)は通行不能領域 A に含まれる

ため通行不能領域 A の期待出火件数密度を，同様に，道路リンク(2,3)は通行不能領域 A と

通行不能領域 B の期待出火件数密度の平均で避難可能確率が計算される．このようにして，

避難場所までの道路リンクについて，順次，避難可能確率を計算し乗じていく．図からも

わかる通り，出火警戒領域の大きさ(避難可能確率の値)は，避難者の通過時刻に依存するた

め，避難可能確率𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿)を計算するには，避難開始地点を起点に計算する必要がある． 
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そこで，避難開始地点を起点に，避難場所までの予想されるコスト(ヒューリスティック

コスト)を推定しながら避難経路を探索する手法である A*探索法([Peter E. Hart, et al. 1968])

を採用する．A*探索法とは，ゴールまでのコストを推定値により評価し，推定値が低い経

路から優先的に探索していく経路探索アルゴリズムである．あるノード n を通過する経路

のうち，コストが最小となる経路のコストを𝑓(𝑛)と置くと，𝑓(𝑛)はノード n までのコスト

𝑔(𝑛)とノード n からゴールまでのコストℎ(𝑛)の和(𝑓(𝑛) = 𝑔(𝑛) + ℎ(𝑛))として表される．こ

のとき，𝑔(𝑛)は起点から辿って計算するため，真のコストが得られるが，n 以降の経路が未

確定なため，ℎ(𝑛)を厳密に得られることは困難である．そのため，ℎ(𝑛)の推定値であるヒ

ューリスティック関数ℎ̂(n)を用いて，最小コスト経路の探索を行う．このとき，以下の条件

を満たす場合，計算は収束し，経路が最適解であることが保証される． 

(1) ℎ̂(𝑛) ≤ ℎ(𝑛)  (許容的であること)  

(2) ℎ̂(𝑛) ≤ 𝑐𝑜𝑠𝑡(𝑛,𝑚) + ℎ̂(𝑚)  (無矛盾であること) 

ここで，cost(n,m)はリンク(n,m)のコスト 

避難可能確率は積であり最大化指標であるため，ノード n までの経路𝐿𝑛について， 

𝑔(𝑛) = − ln(𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿𝑛)) 

とすることで，適用できる． 

また，本研究で採用したヒューリスティックコストは煩雑であり，また，開発途上の計

算上都合をつけたものであるため仔細は省略するが，このヒューリスティックコストに 0

を採用しても，計算速度は劣るものの上記の条件は満たされる． 

なお，以降の 2.4 および 2.5 で紹介される避難経路も，同様に A*探索法を採用している． 

 

 

図 2-8 避難経路における避難可能確率の計算イメージ  
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2.4 延焼予測のばらつきに対して余裕を最大化する避難経路選択モデル

(最大余裕経路) 

本節では，延焼予測のばらつきに対して頑健な避難経路の選択モデルを構築する．本モ

デルでは，覚知火災情報に基づく閉塞道路を避けつつ，覚知火災の延焼範囲に対して十分

に離れた経路を選択する方法を試みる． 

 

2.4.1 問題設定 

地震火災時におけるリアルタイム避難誘導では，覚知火災に基づき延焼拡大予測を行い，

避難者が火災に遭遇しないよう経路を選択することが重要である．最遅避難理論による経

路や最短経路，前節の P 最大経路のように避難場所に到達するための効率を重視した経路

の場合，火災の近傍を通過する経路を顧みずに選択される．一方，延焼拡大予測には不確

実なばらつきが存在するため，予測よりも早くに延焼が到達し，避難者が火災に遭遇する

リスクが存在する．しかしながら，地震火災の事例も少ないため，延焼拡大予測のばらつ

きの様相を明らかにすることは困難である．そこで，本モデルでは，なるべく大きな延焼

予測のばらつきに対しても通過可能な経路を選択することで，延焼予測のばらつきに対し

て避難経路を頑健化する． 

まず，予測上の延焼速度と実際の延焼速度の差に注目し，避難者が避難可能である条件

について考察する．図 2-9 は，ひとつの覚知火災とひとつの道路リンクについて，避難者

の通過時と道路閉塞を伴う火災前線の関係を示した図である．ここで焦点となるところは，

避難者が道路リンクを通過する時の火災前線である．火災前線が道路リンクに到達してい

なければ，その経路は利用可能である．すなわち，予測の延焼速度�̂�𝑓に対して増分速度Δ𝑣∗

を考えると，実際の延焼速度𝑣𝑓が(17)を満たすとき，避難者がその道路を通過できる． 

𝑣𝑓 < �̂�𝑓 + Δ𝑣∗ (17) 

 

このとき，避難者が避

難可能であるために許

容される延焼速度誤差

の限界値(以下「延焼速

度誤差の許容限界」)に

ついて，避難者による閉

塞地点の通過時刻との

関係より定式化を試み

る． 

 

 

図 2-9 延焼予測誤差の許容限界に対する火災前線  

出火点

�̂�𝑓 𝑡 − 𝑡𝑓

�̂�𝑓 𝑡𝑝 − 𝑡𝑓

(𝑣𝑓 + 𝛥𝑣∗) 𝑡𝑝 − 𝑡𝑓

延焼予測における
通過時𝑡𝑝の火災前線

火災に遭遇する場合の，
通過時𝑡𝑝の火災前線

延焼速度誤差の許容限界
における通過時𝑡𝑝の火災前線

避難方向
(𝑡𝑝に閉塞点を通過)

𝑙 = 𝑣𝑓 𝑡 + 𝑡𝑓
覚知時の火災前線

𝑣𝑓 > 𝑣𝑓 + 𝛥𝑣∗

の場合
火災に遭遇

𝑣𝑓 ≤ 𝑣𝑓 + 𝛥𝑣∗

の場合
安全に通過
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2.4.2 避難余裕性の導出 

 (18)のように，許容限界の平均延焼速度𝑣∗
𝑓に対して，予測平均延焼速度�̂�𝑓と延焼速度誤

差の増分速度Δ𝑣∗の和が等しい時，延焼速度誤差の増分速度Δ𝑣∗が延焼速度誤差の許容限界

であるである． 

𝑣∗
𝑓 = �̂�𝑓 + Δ𝑣∗ (18) 

 

ここで，対象とする覚知火災の出火時刻を𝑇𝑓，出火点と閉塞点の直線距離を𝑙 (以下「延

焼距離」)と置き，火災前線による閉塞時間と避難者による閉塞点の通過時刻𝑇𝑝の等式より，

Δ𝑣∗は(19)で求められる． 

𝑇𝑓 +
𝑙

𝑣∗
𝑓
= 𝑇𝑝  ⇔  𝑇𝑓 +

𝑙

(�̂�𝑓 + Δ𝑣∗)
= 𝑇𝑝

                      ⇔ Δ𝑣∗ =
𝑙

𝑇𝑝 − 𝑇𝑓
− �̂�𝑓 (19)

 

 

一方，予測される閉塞時刻�̂� と延焼距離𝑙 の関係より，(20)が得られる． 

�̂� =
𝑙

�̂�𝑓
+ 𝑇𝑓  ⇔  𝑙 = �̂�𝑓(�̂� − 𝑇𝑓) (20) 

(20)を(19)に代入し，両辺を予測平均延焼速度で除すると，(21)が導かれる． 

Δ𝑣∗

�̂�𝑓
=

�̂� − 𝑇𝑝
𝑇𝑝 − 𝑇𝑓

(21) 

 

(21)の値が意味することを解説する．(21)の左辺は，予測平均延焼速度に対する延焼速度

誤差の許容限界の比(以下「許容誤差比」)である．例えば，予測平均延焼速度が 100 [m/h]，

(21)の値が 1 である場合，200 [m/h]までの延焼速度が避難可能であるために許容される．一

方，(21)の右辺は，分母に，対象とする覚知火災の出火後から避難者が閉塞点を通過するま

での猶予時間，分子に，通過から道路閉塞までの猶予時間である．すなわち，(21)は左辺の

許容誤差比という延焼速度誤差に対する安全性を，覚知火災情報と避難者の通過時刻によ

って評価できることを表している．以上より，本研究では，本指標の右辺を覚知火災に対

する避難の余裕を表す指標という意味として「避難余裕性」と呼び，避難余裕性を最大化

する避難経路を「最大余裕経路」と呼ぶ． 

次に，全覚知火災に対する道路リンク(𝑖, 𝑗)の避難余裕性を定義する．本研究では，覚知

火災毎に避難余裕性を評価し，その最小値を道路リンク(𝑖, 𝑗)の避難余裕性とする．覚知火

災の集合を𝐹𝑟，そのうち一火災を𝑓と置く．ある時間𝑇𝑠𝑖に道路リンクの始点𝑖へ到達したと

きの避難余裕性𝑀𝑖𝑗(𝑇𝑠𝑖 , 𝐹𝑟)は，(22)で定義する． 

𝑀𝑖𝑗(𝑇𝑠𝑖 , 𝐹𝑟) ≡ min
𝑓∈𝐹𝑟

𝑇 𝑖𝑗(𝑓) − (𝑇𝑠𝑖 + 𝑇𝑝𝑖𝑗(𝑓))

𝑇𝑠𝑖 + 𝑡𝑝𝑖𝑗(𝑓) − 𝑇𝑓(𝑓)
(22) 

𝑇𝑓(𝑓): 火災𝑓の出火時刻 [h] 

𝑇 𝑖𝑗(𝑓): 火災𝑓による道路リンク(i, j)の閉塞時刻 [h] 

𝑡𝑝𝑖𝑗(𝑓): ノード𝑖から火災𝑓による閉塞点を通過するまでの所要時間 [h] 
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2.4.3 避難余裕性の最小値最大化による避難経路選択 

道路リンクで求められた避難余裕性を用いて，避難経路の避難余裕性を最適化する方針

をモデル化する．本研究では，避難経路上における避難余裕性の最小値を最大化する，マ

クシミン原理による最適化を行う事で最大余裕経路を得る．マクシミン原理を採用するこ

とで，最も遭遇しやすい覚知火災に対する安全性を最大化することを意図している． 

各道路リンクの始点𝑖への到達時間𝑇𝑠𝑖は，避難開始時間𝑇𝑠とノード𝑖までの移動時間𝑇𝑟
𝑖,𝑗の

和で表される．この到達時間𝑇𝑠𝑖を用いて，各道路リンクで(22)の避難余裕性を計算し，その

最小値を避難経路上の避難余裕性とする．ゆえに，避難経路の避難余裕性𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿)は(23)

で定義される． 

𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿) ≡ min
(𝑖,𝑗)∈𝐿

𝑀𝑖𝑗(𝑇𝑠 + 𝑇𝑟
𝑖,𝑗 , 𝐹𝑟) (23) 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 

𝐹𝑟: 覚知火災𝑓𝑟の集合 

𝐿: 避難開始地点から避難場所までの経路 

(𝑖, 𝑗): 経路𝐿上の道路リンク 

𝑇𝑟
𝑖𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)の始点ノード𝑖への到達時間 [h] 

 

ここで，𝑇𝑟
𝑖𝑗は，P 最大経路を導出した時と同様に，避難開始時刻に始点ノード𝑖までの移

動にかかる時間を足した値より，(24)で計算される． 

𝑇𝑟
𝑖𝑗 = 𝑇𝑠 + ∑ 𝑙𝑘,ℎ

𝑣𝑤
𝑘,ℎ⁄

(𝑘,ℎ)∈𝐿𝑠,𝑖

(24) 

𝐿𝑠,𝑖: 経路𝐿のうち，避難開始地点からノード𝑖までの部分経路 

𝑙𝑖,𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)の長さ [m] 

𝑣𝑤
𝑖,𝑗

: 道路リンク(𝑖, 𝑗)を通過するときの平均歩行速度 [m/h] 

 

P 最大経路と同様に，覚知火災による各道路の閉塞時間よりも早く通過することが条件

であり，(25)の条件が与えられる． 

𝑇𝑟
𝑖𝑗 < 𝑇𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟) −

𝑙𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟)

𝑣𝑤
𝑖,𝑗

(25) 

𝑇𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟): 覚知火災集合𝐹𝑟の火災によって，道路リンク(𝑖, 𝑗)が閉塞する時刻 [h] 

𝑙𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟): 始点ノード𝑖から覚知火災集合𝐹𝑟の火災によって閉塞する地点までの長さ [m] 

 

最後に，(25)の条件の下(26)のように𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿)を最大化する経路探索を行うことで，最

大余裕経路𝐿∗が得られる． 

𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿
∗) = max

𝐿
𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿) (26) 
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【避難経路の探索手法】 

図 2-10 に避難経路上の避難余裕性と最大余裕経路の考え方の模式図を示す．⓪を地点避

難開始地点とすると，避難開始地点から避難場所に向かって，各道路リンクの閉塞地点別

に，閉塞時刻と通過時刻より避難余裕性を計算する．この時，各道路リンクの避難余裕性

をプロットしたイメージが図下のグラフである．ある経路上のうち避難余裕性の最小値が

避難経路の避難余裕性となる．こうした計算をあらゆる経路について求め，避難余裕性が

最大となる避難経路を探索する． 

P 最大経路と同様に，最大余裕経路の探索においても A*探索法を採用する．以上の最小

値最大化であることを考慮し，ノード nまでの経路𝐿𝑛について，𝑓(𝑛) = max{−𝑔(𝑛),−ℎ(𝑛)}，

𝑔(𝑛) = 𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿𝑛)とすることで避難余裕性の最小値最大化を評価できる．また，ヒューリ

スティックコストℎ(𝑛)には，何らかの推定値を設定してもよいが，非常に大きな値(999999)

を設定することで探索可能である． 

 

 

図 2-10 避難経路の避難余裕性と最大余裕経路の考え方 
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2.5 避難余裕性の確保を考慮した避難可能確率最大化(M*-P 最大経路) 

2.4 節では，最短経路や P 最大経路において覚知火災による道路閉塞に対して火災近傍を

通過することを厭わないことを問題点として，覚知火災に対して十分に余裕を確保する最

大余裕経路をモデル化した．本節では，P 最大経路及び最大余裕経路の長所・短所を考察し

た上で，それぞれの長所を生かす避難経路を検討し，火災情報の不完全性に対して頑健な

避難経路をモデル化する． 

避難余裕性は，避難の安全のために許容できる延焼予測の精度を指標化した値であるた

め，ある要求値を下回る状態は著しく危険であり，その値以上の確保は，安全上大きな意

味を持たないと考えらえる．一方，避難可能確率は確率値であるため，大きいほど安全で

あり，最大化は安全上意義がある．しかしながら，前述のとおり，避難可能確率最大化で

は，避難余裕性を考慮していないため，覚知火災に対して非常に余裕のない経路となりか

ねない．そこで，確保する必要のある避難余裕性(以下「必要余裕性」)を設定し，必要余裕

性を満たす条件下における避難可能確率を最大化する経路(以下，M*-P 最大経路)を検討す

る．図 2-11 に P 最大経路・最大余裕経路・M*-P 最大経路における頑健性の特徴の違いを

示す．これにより，延焼予測のばらつきに対して安全を確保しつつ，未覚知火災に対して

も安全性が高い避難経路が期待できる．ただし，必要余裕性が確保できない場合，最大余

裕経路に切り替え，避難経路が残存する限り，避難経路の探索を継続できるようにした． 

以上を整理すると，M*-P 最大経路は以下(27), (28)を満たす経路𝐿∗となる． 

{
𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿

∗) = max
𝐿

𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿)         (𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿
∗) ≥ 𝑀∗)

𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿
∗) = max

𝐿
𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿)               (𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿

∗) < 𝑀∗)
(27) 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 [h] 

𝐹𝑟: 覚知火災の集合 

𝐿: 避難開始地点から避難場所までの経路 

𝑀∗: 必要余裕性 

𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑠, 𝐹𝑟 , 𝐿): 避難経路𝐿の避難可能確率 

𝑀(𝑇𝑠, 𝐹𝑟, 𝐿): 避難経路𝐿の避難余裕性 

 

𝑇𝑟
𝑖𝑗 < 𝑇𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟) −

𝑙𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟)

𝑣𝑤
𝑖,𝑗

 ((𝑖, 𝑗) ∈ 𝐿∗) (28) 

𝑖, 𝑗: 道路リンクの始点及び終点のノード 

(𝑖, 𝑗): 𝑖, 𝑗で構成される道路リンク 

𝑣𝑤
𝑖,𝑗

: 道路リンク(𝑖, 𝑗)を通過するときの平均歩行速度 [m/h] 

𝑇𝑟
𝑖𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)の始点ノード𝑖への到達時刻 

𝑇𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟): 覚知火災集合𝐹𝑟の火災によって，道路リンク(𝑖, 𝑗)が閉塞する時刻 [h] 

𝑙𝑏,𝑖,𝑗(𝐹𝑟): 始点ノード𝑖から覚知火災集合𝐹𝑟の火災によって閉塞する地点までの長さ [m] 
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ただし，必要余裕性を 1.0 としている 

図 2-11 P 最大経路・最大余裕経路・M*-P 最大経路における頑健性の特徴の違い 

 

【避難経路の探索手法】 

図 2-12 に必要余裕性を考慮した避難可能確率最大経路の例を示す．ルート①は，最も避

難可能確率が高い経路であるが，覚知火災の近くを通過するため，避難余裕性は最も低い．

この経路が，必要余裕性を満たしている場合，ルート①が選択される．必要余裕性を満た

していない場合，次に避難可能確率が高いルート②が候補となる．ルート②も必要余裕性

を満たしていい場合には，次点で避難可能確率が高い経路が候補となり，必要余裕性が確

保されるまで繰り返される．どの経路も必要余裕性を満たしていない場合，最終的に最大

余裕経路(ルート③)が選択される． 

 

上記の図において，避難余裕性・避難可能確率が以下の関係であるとする． 

避難余裕性：ルート③>ルート②>ルート① 

避難可能確率：ルート①>ルート②>ルート③ 

必要余裕性 M*と選択されるルートの関係は以下の通りである． 

・どの経路でも M*を満たす場合(M*≦M1)：ルート①を選択 

・一部の経路で M*を満たす場合(M1<M*≦M2)：ルート②を選択 

・最大余裕経路のみ M*を満たす又は全ての経路で M*を満たさない場合(M3≦M*)：ルート③を選択 

図 2-12 必要余裕性を考慮した避難可能確率最大経路の模式図  
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2.6 避難経路の動的更新による頑健化 

避難者が取得した時点の避難情報は，取得にかかる時間だけ古い情報である．したがっ

て，このようなタイムラグを考慮して避難経路を計算し，避難情報を更新する必要がある． 

避難者へ避難情報を伝達する手段は，一般に，システムから避難者へ能動的に情報を与

える PUSH 型と，避難者が必要な情報をシステムにアクセスし取得する PULL 型の情報伝

達に分類される([大原 2015])．本節では，避難開始に伴う避難情報伝達と避難途上におけ

る避難経路の動的更新の関係に着目し，PUSH 型・PULL 型のそれぞれの伝達手段において，

情報伝達時間に関するモデル化を行う． 

 

2.6.1 情報伝達の分類による避難情報伝達モデル 

PUSH 型・PULL 型における避難情報伝達モデルを構築し，避難者が参照する避難情報が

いつの情報なのか，避難開始時と避難途上での避難経路更新時について整理する．本研究

では，[東京消防庁 2019]の情報伝達過程に従い，収集・加工・伝達・受容の流れについて，

本研究の避難誘導に当てはめて検討を行う． 

a) PUSH 型による避難情報伝達モデル 

図 2-13 に，PUSH 型による避難情報伝達における情報の伝達過程と経過時間のモデルを

示す．まず，前提として，∆𝑡間隔で覚知火災情報が整理される．このとき整理が完了した

時刻を覚知時刻と呼ぶ．前回の覚知時刻(n − 1)∆𝑡から∆𝑡時間に消防等の収集活動や住民の

通報によって収集された火災情報は，避難誘導システムによって𝑛∆𝑡に集約される．その後，

𝑡 𝑝𝑡時間をかけ，避難経路等の避難情報が加工される．その後，𝑡𝑡時間をかけ，避難者に避

難情報が伝達される．避難者は，𝑡𝑗時間をかけ避難情報を受容し，さらに避難準備等に要す

る分，𝑡𝑑𝑒時間後に避難を開始する．したがって，実際に避難者が避難開始時に参照する避

難情報は，避難開始時刻からtcpt + 𝑡𝑡 + 𝑡𝑗 + 𝑡𝑑𝑒時間だけ過去の覚知情報に基づいて計算さ

れているといえる． 

 

 

図 2-13 PUSH 型による避難開始時の避難情報伝達 
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次に，PUSH 型の避難情報による避難途上における経路更新について検討する．図 2-14

に，PUSH 型の避難経路更新におけ，情報判断間隔および避難者の避難経路更新タイミン

グに関するモデルを示す．∆𝑡間隔で覚知情報が更新される場合，避難者は，𝑇𝑠時間に𝑡𝑑時間

だけ遅延した情報で避難を開始した後，覚知情報の更新の度に，𝑡𝑢𝑝𝑑時間後に新しい避難経

路を理解し，避難経路を変更する．ただし，𝑡𝑢𝑝𝑑は図 2-13 における避難経路の計算による

時間𝑡 𝑝𝑡，避難経路の更新情報の伝達に要する時間𝑡𝑡，避難者が更新情報を理解するのに要

する時間𝑡𝑗の和である．以上のように，PUSH 型では，覚知時刻を基準として伝達に要する

時間だけタイムラグが生じた後，避難者に情報伝達される． 

 

図 2-14 PUSH 型の避難経路更新 

 

b) PULL 型による避難情報伝達モデル 

図 2-15 に，PULL 型による避難情報伝達における情報の伝達過程と経過時間のモデルを

示す．避難者は情報要求時刻𝑇𝑝𝑙にシステムにアクセスし，時刻𝑇𝑠に避難開始するために必

要な避難情報を取得することを想定する．避難者は，𝑡𝑎 𝑠時間をかけて所在地等の避難者情

報をシステムに入力する．システムは，避難者情報取得後𝑡 𝑝𝑡時間をかけて避難経路を計算

し，避難情報として加工する．その後，𝑡𝑡時間をかけ，避難者に避難情報が伝達される．避

難者は，𝑡𝑗時間をかけ避難情報を受容し，避難準備のために𝑡𝑚時間後の時刻𝑇𝑠に避難を開始

する．ゆえに，PULL 型による避難情報伝達において，避難者は，𝑡𝑚 > 0になるように，避

難開始時刻𝑇𝑠を設定しなければ，適切な避難経路を取得することができない． 

 

図 2-15 PULL 型における避難開始時の避難情報伝達 
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また，避難経路は，アクセスした段階の覚知情報によって計算される．そのため，アク

セスした段階の覚知火災情報は，[(𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠) Δ𝑡⁄ ] ∗ Δ𝑡に集約された情報である．ただし，

[・]はガウス記号であり，・を越えない整数を意味する．以上より，実際に避難者が避難開

始時に参照する避難情報は，避難開始時刻から tcpt + 𝑡𝑡 + 𝑡𝑗 + 𝑡𝑚 +( 𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠 −

[(𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠) Δ𝑡⁄ ] ∗ Δ𝑡)時間だけ過去の覚知情報に基づいて計算されているといえる． 

次に，PULL 型の避難情報による避難途上における経路更新について検討する．図 2-16

に，PULL 型の避難経路更新における，情報判断間隔および避難者の避難経路更新タイミン

グに関するモデルを示す．避難者は，避難開始後，新しい避難経路情報を取得するために，

任意の時刻𝑇𝑝𝑙に𝑡𝑎 𝑠時間をかけて所在地等の避難者情報をシステムに入力し，アクセス時

刻𝑇𝑎 に入力が完了する．その後避難者は，𝑡𝑢𝑝𝑑時間後に新しい避難経路を理解し，避難経

路を変更する．ただし，𝑡𝑢𝑝𝑑は図 2-13 における避難経路の計算による時間𝑡 𝑝𝑡，避難経路の

更新情報の伝達に要する時間𝑡𝑡，避難者が更新情報を理解するのに要する時間𝑡𝑗の和である． 

 

 

図 2-16 PULL 型の避難経路更新 

 

以上より，表 2-1 に，PUSH 型/PULL 型それぞれにおける覚知時刻から情報更新までのタ

イムラグを整理する．何段階にもの情報伝達過程を経て避難者へ反映される．したがって，

それぞれのタイムラグを考慮して，避難経路の構築が必要である．また，PULL 型では，

PUSH 型とは異なり，覚知時刻とアクセス時刻の差だけ，より大きなタイムラグが存在す

る．システム上で個人の避難経路の計算を常に行うことはマシンパワーの問題として，非

現実的であることから，PULL 型によって逐次避難経路を計算することが必要となるが，こ

のタイムラグを小さくするためにも，覚知間隔Δ𝑡をなるべく小さくする環境づくりが必要

であると推察される． 

 

表 2-1 PUSH 型・PULL 型おける覚知時刻から避難情報更新までのタイムラグ 

 避難開始時 避難途上における経路更新時 

PUSH型 tcpt + 𝑡𝑡 + 𝑡𝑗 + 𝑡𝑑𝑒 tcpt + 𝑡𝑡 + 𝑡𝑗 

PULL型 tcpt + 𝑡𝑡 + 𝑡𝑗 + 𝑡𝑚 

+(𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠 − [(𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠) Δ𝑡⁄ ] ∗ Δ𝑡) 

tcpt + 𝑡𝑡 + 𝑡𝑗 

+(𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠 − [(𝑇𝑝𝑙 + 𝑡𝑎 𝑠) Δ𝑡⁄ ] ∗ Δ𝑡) 

避難開始前

情報判断
時刻

避難者への
情報伝達時刻
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2.6.2 避難情報の伝達時間を考慮した動的な避難情報更新モデル 

避難経路の更新を行う場合，経路の始点およびその始点への到達時刻の設定が必要であ

る．換言すると，避難情報の動的更新とは，ある時刻にある地点を出発する避難経路への

更新を考える必要がある．本項では，避難開始前の避難情報の更新と避難途上における経

路更新の 2 つに分け，経路の始点およびその始点への到達時刻の設定方法をモデル化する． 

 

Step 1 避難開始時の避難情報更新 

ある判断時刻において，表 2-1 のタイムラグを考慮し，各避難開始地点の避難開始時刻

を設定し，各リンクの通過可能判定及び，通過可能であれば避難可能確率および避難余裕

性を計算することで，前節までに示した避難経路を求める． 

 

Step 2 経路途上における避難経路更新 

避難者が避難途上で立ち止まったり，新経路の始点を通りすぎてしまい後戻りしたり，

もしくは，更新前の経路から新経路へ変更する間，一時的に経路情報を見失ったりするこ

とを防ぎ，かつ，最も安全になるように避難経路を求める方法を検討する．上述の不具合

を防ぎ，効果的に経路更新を行うためには，更新前の経路と新経路が一続きになるように

調整する必要があり，これに合わせた新経路の始点と，その始点の出発時刻を推定する必

要がある． 

図 2-17 に，避難途上における新経路への更新の流れを示す．表 2-1 のタイムラグを考慮

し，避難者が避難経路を理解し先の経路を変更する時刻である反映時刻を推定する．避難

者は更新前の避難経路に沿って避難していると仮定し，現在時刻および反映時刻の差，現

在の所在地を基に，反映時刻における避難者の所在地 X を推定する．その後，所在地 X の

最寄ノード Y の推定を行い，反映時刻と所在地 X を基に最寄ノード Y への到達時刻 T を推

定する．最後に，最寄ノード Y を始点，時刻 T を出発時刻とした新経路を求める． 

以上の過程を経て新経路を構築することで，避難者が新経路を把握し新経路に切り替え

るタイミングで到達している交差点と新経路の始点，また交差点への到達時刻と始点の出

発時刻が一致し，更新前の経路から新経路への滑らかな経路変更が可能となる． 

 

 

図 2-17 避難途上における新経路の更新フロー 
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Step 1 で求めた避難経路で避難開始し，避難途上で Step 2 の方法で新経路に更新しなが

ら避難場所へむかう一連の避難の流れの模式図を図 2-18 に示す．以上のように，避難者に

伝達されるタイミングを見計らうことで，避難者の避難軌跡は一続きとなり，か，各更新

タイミング時に，最も安全と評価される避難経路を常に選択し続けることが可能である． 

 

 

図 2-18 避難途上における避難経路の動的更新の模式図 
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2.7 小括 

本章では，動的避難経路による頑健な避難誘導方策について検討し，効果を評価するた

めの基礎モデルを構築した． 

はじめに，本研究の前提となる避難誘導のシナリオを設定し，火災への遭遇可能性によ

る避難誘導の頑健性の定義した．その後，この枠組みにおいて動的誘導経路による避難誘

導の頑健化のための提案を行った． 

次に，動的誘導経路のモデルを構築するために，未覚知火災への遭遇可能性に対する頑

健性である避難可能確率を定義し，これを最大化する P 最大経路を定式化した．その後，

延焼予測のばらつきに対する頑健性として避難余裕性を定義し，避難経路上の最も余裕の

ない地点を最大化する最大余裕経路を定式化した．本研究では，P 最大経路及び最大余裕

経路の特性を活かし，その折衷案である M*-P 最大経路を定義し，未覚知火災と延焼予測

のばらつき両方に対する頑健な経路を提案した．加えて，これらの経路を避難途上におい

て逐次的に更新する方法として，情報の伝達時間及び経路の反映時間について，PUSH 型・

PULL 型による情報伝達の違いに着目し，更新前後の経路において立ち止まりや後戻り，経

路を見失うことなく，一続きの経路となるような更新方法について定式化した． 

以上のモデルは，数学的に都合の良い仮定を設けて構築され，実用には向いていない．

しかしながら，地震火災時の不完全情報の特性を反映させたモデルとなっており，不完全

情報下の避難誘導に知見を与えるモデルと言えよう．次章では，本章で構築した動的誘導

経路による避難誘導の頑健性を検証するためのリアルタイム避難誘導シミュレーションモ

デルを構築し，モンテカルロ法による本誘導手法の特徴について検証・考察を行う． 
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第3章 リアルタイム避難誘導シミュレーションによる

動的誘導経路の火災遭遇リスク低減効果の検証 
 

3.1 本章の目的と構成 

本章では，動的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果について評価検証することを

目的として，リアルタイム避難誘導シミュレーションを開発し，単純な格子状市街地を対

象としたモンテカルロ法による火災遭遇リスクの低減効果検証を行う． 

3.2 節では，避難者が火災に遭遇するか避難場所に到達するまで，地震火災の出火・延焼，

覚知情報の更新，避難者への情報伝達を一定時間間隔で継続させるリアルタイム避難誘導

シミュレーションモデルを構築する．避難者を取り巻く地震火災及び覚知情報のふるまい

を簡易的にモデル化し，避難誘導に理路整然に従う避難者の避難行動をモデル化する．そ

の後，シミュレーションに必要なパラメータの整理と一連のシミュレーション実験の流れ

を示す． 

3.3 節では，3.2 節で構築したリアルタイム避難誘導シミュレーションについて，出火・

覚知状況が異なる複数のパターンについて試行し，その避難誘導結果に基づきモンテカル

ロ法によって避難誘導効果を評価する指標について紹介する．本研究では，避難開始時に

伝達される避難経路の性能として伝達された避難経路の避難可能確率の平均像を評価し，

また，全試行に対する火災に遭遇した回数の比率(火災遭遇率)によって火災遭遇リスクの

低減効果を評価する． 

3.4 節では，動的誘導経路の火災遭遇リスクの低減効果を評価するための実験について概

要を示す．本節では，実験目的を示し，対象とする火災リスクが均質な格子状市街地のモ

デルについて紹介する．その後，実験条件として各種パラメータの値を示す． 

3.5 節では，リアルタイム避難誘導の火災遭遇リスクの低減効果について，基礎的な評価

を行いその特性について把握する． 
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3.2 リアルタイム避難誘導シミュレーション 

動的誘導経路によって，避難者が火災に遭遇しにくくなるのかについて検証を行うため

に，地震火災，覚知情報および避難者の行動を再現し，火災への遭遇判定を行うシミュレ

ーション実験を実施する．リアルタイム避難誘導シミュレーションを行う場合，避難者を

取り巻く地震火災，避難誘導に必要な情報を収集する覚知，誘導対象となる避難者の避難

行動及びそれらの一連の事象を発生させる市街地を数理モデルとして規定する必要がある．

本節では，2.2 節で示した仮定と整合性の合うシミュレーションモデルの構築を行う． 

図 3-1 にリアルタイム避難誘導シミュレーションの全体像を示す．本シミュレーション

では，道路ネットワーク，避難場所，通行不能領域(延焼が及びうる領域)及び建物(実市街

地のみ)で構成される市街地データ上で実施され，地震火災は通行不能領域上で面的に拡大

し，避難者は道路ネットワーク上を移動する．地震火災シミュレーションでは，通行不能

領域上でランダムに出火点が生成され，地震発生後の時間遅れとともに出火・延焼拡大が

生じ，道路ネットワーク上のリンクが閉塞され使用不能となる．覚知情報シミュレーショ

ンでは，地震火災シミュレーションの一部の出火について覚知の判定が行われ，更新間隔

時間で定期的に地震火災シミュレーションから覚知火災情報へ抽出される．この覚知火災

情報に基づきリアルタイム避難誘導が適用され，設定された避難者について，避難誘導に

従う避難が実行される．地震火災シミュレーションの延焼・道路閉塞に対して，避難者が

火災へ遭遇するかの判定を行い，火災に遭遇するか・避難場所に到達するまでシミュレー

ションが継続される． 

 

 

図 3-1 リアルタイム避難誘導シミュレーションの全体像 
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3.2.1 地震火災シミュレーション 

シミュレーション上での地震火災および出火覚知の振る舞いについて仮定するモデルを

設定する．基本的には 2.2 節で仮定した避難誘導のシナリオと同じだが，避難シミュレー

ションを実施するにあたり，出火件数，出火時刻，道路の遮断時刻および覚知時刻を具体

的に算定する必要があり，これらを算定するモデルを設定する． 

a) 出火件数の設定 

出火件数𝑛は、期待出火件数密度をパラメータとするポアソン分布に従うとする．したが

って、期待出火件数密度を𝜌 [件数/m2]，避難圏域の面積を𝑆 [m2]と置くと出火件数分布は

(29)で表される． 

𝑃[𝑛 = 𝑥] =
(𝜌𝑆)𝑥

𝑥!
𝑒−𝜌𝑆 (29) 

 

シミュレーションの最初に，(29)に従う乱数を生成し出火件数を決定する．ただし，実際

の市街地は建物が密集している領域と疎な領域で偏りがある．そのため，避難圏域の全体

の面積を用いると，建物密度が疎な市街地では，建物数に対して過剰な出火件数が設定さ

れてしまう．そこで，本研究では，通行不能領域と呼ぶ延焼が及ぶ領域の面積を𝑆とするこ

とで，市街地の火災リスクを反映させた出火件数を設定した．本章で実施する火災リスク

が一様な格子状市街地を対象としたシミュレーションでは避難場所を除く市街地全体を通

行不能領域とし(3.4.2 で詳述)，第 5 章で実施する建物が不均質に分布する実市街地を対象

としたシミュレーションでは，耐火造を除く建物から生成される延焼クラスタに基づき通

行不能領域を生成する(4.2 で詳述)． 

b) 出火点の生成 

a)で定めた出火件数𝑛の出火点セット𝐹を用意する．本研究では，避難圏域上にランダム

に出火点を生成する．格子状市街地では通行不能領域上の x 座標及び y 座標の値を無作為

に n 件設定し出火点𝑓を配置した．一方，実市街地では，耐火造ではない建物を無作為に n

件選択し，その重心に出火点𝑓を配置した．その後，各出火点の出火時刻について，阪神淡

路大震災のデータを用いて推定した累積分布関数を使用し，本分布に従って設定した． 

本研究で用いる出火時刻分布は，[日本火災学会 1996]に基づいて推定したモデルを用い

る．兵庫県南部地震では，地震発生直後に揺れに伴う多くの出火が生じ，しばらく時間が

経過した後，電気系統の復旧等によって緩やかに出火が発生している．この特徴を表す分

布として，事象が生じる時間をモデル化した指数分布を仮定し，24 時間以内に発生した火

災を対象として，最尤法によるパラメータの推定を行い，(30)が得られた． 

𝐹𝑒(𝑡) = 1 − e−0. 76𝑡 (30) 

 

ここで，(30)を t に関する式に変形すると，(31)が得られる． 

𝑡 = −(
1

0.376
) ln[1 − 𝐹𝑒(𝑡)] (31) 

 

本研究では，0 から 1 の間の乱数を𝐹𝑒(𝑡)に設定し，(31)に代入することで，各出火点に出
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火時刻を与えた．ただし，出火時刻を定めるに際し，互いの出火点に出火時刻を迎える前

に別の延焼が及ぶことがないように設定する必要がある．i 件目の出火の出火時刻を定める

に際し，i－1 件目までの各出火点の座標へ，それぞれの地点の出火時刻前に延焼が及ばな

いように，もしくは，i 件目の出火が生じる前に i－1 件目までの各出火の延焼が i 件目の出

火座標へ及ばないように設定しなければならない．すなわち，i 件目の出火時刻は，i-1 番

目までのすべての出火に対して(32)を満たす必要がある． 

|𝑡𝑓𝑖 − 𝑡𝑓𝑘| <
|𝒙𝑖 − 𝒙𝑘|

𝑣𝑓
                (𝑘 = 0,1,2,… , 𝑖 − 1) (32) 

𝒙𝑖 , 𝒙𝑘: i 番目及び k 番目の出火点の座標 

𝑡𝑓𝑖, 𝑡𝑓𝑘: i 番目及び k 番目の出火時刻 [h] 

𝑣𝑓: 延焼速度 [m/h] 

 

(32)の制約を設けることで，ランダムな出火点の空間分布という仮定が崩れてしまうが，

本研究では 1.0 [m2]あたり高々4.0×10-6件程度までのシミュレーションを行っていなく，影

響は非常に小さいと考えられる． 

c) 延焼と道路閉塞 

各火災の延焼動態を仮定し，各道路リンクの閉塞時刻を求めるモデルを検討する．出火

点リストの各出火は，出火時刻を迎えた後，等速度かつ同心円状に延焼すると仮定し，各

出火が存在する通行不能領域に重なっている道路リンクを閉塞する．すなわち，各道路リ

ンク(𝑖, 𝑗)の遮断時刻は，各出火からの閉塞時刻の中で最も早い時刻であり，(33)より求めら

れる． 

𝑇𝑏,𝑖,𝑗 = min
𝑓∈𝐹

(
𝑙𝑖,𝑗,𝑓

𝑣𝑓
⁄ + 𝑡𝑓) (33) 

𝑇𝑏,𝑖,𝑗: 道路リンク(𝑖, 𝑗)の閉塞時刻 [h] 

𝑙𝑖,𝑗,𝑓: 道路リンク(𝑖, 𝑗)と出火点𝑓の直線距離 [m]  

(実市街地の場合には複数の通行不能領域が存在し，出火点が存在する通行不能領域が異な

る場合，𝑙𝑖,𝑗,𝑓 = ∞ [m]) 

𝑣𝑓: 出火点𝑓の延焼速度 [m/h] 

𝑡𝑓: 出火点𝑓の出火時刻 [h] 

 

閉塞した道路リンクは通行不可となる．  
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3.2.2 覚知情報シミュレーション 

本研究では，各出火はある一定の確率でいずれ覚知(住民によって発見)され，覚知される

出火は，出火後，ある覚知所要時間後に覚知される．覚知された出火は，出火時刻および

出火座標が把握される．この覚知される確率を「覚知確率」とし住民の火災発見能力とみ

なせる．以上より，ある出火点が出火後 t時間までに覚知されている確率𝐺(𝑡)は(34)となる． 

𝐺(𝑡) = 𝑟 ∗  𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑡𝑟 ≤ 𝑡} (34) 

𝑟: 覚知確率 𝑡𝑟: 覚知所要時間 [h] 

 

本来，𝑟は出火時刻や出火位置に応じて変化すると考えられるが，本研究では，簡便化の

ため定数とする．本研究では，覚知時間が従う確率分布を，[藤井, 糸井川 2005]のモデル

を援用する． 

a) 覚知時間分布 

震災時には，住民による通報(住民の 119 番通報または駆けつけ通報)や，消防職員による

情報収集活動(高所見張りや巡回)によるもの，近年では，火災センサーによる自動通報など，

多様な手段が考えられる．しかしながら，兵庫県南部地震における地震時の主たる覚知手

段は，住民による「119 番通報」および「駆けつけ通報」であり，[藤井, 糸井川 2005]は，

それぞれの通報による覚知時間の確率分布を，兵庫県南部地震の火災データに基づいてモ

デル化している． 

本研究では，住民の 119 番通報または駆けつけ通報いずれかによって覚知される確率と

して，(35)によって覚知所要時間の累積分布関数を表現する． 

𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑡𝑟 ≤ 𝑡} =
𝑟119

𝑟119 + 𝑟𝑟𝑢𝑛
∗ 𝑃119(𝑡) +

𝑟𝑟𝑢𝑛
𝑟119 + 𝑟𝑟𝑢𝑛

∗ 𝑃𝑟𝑢𝑛(𝑡) (35) 

𝑟119: 119 番通報の割合 

𝑟𝑟𝑢𝑛: 駆けつけ通報の割合 

𝑃119(𝑡): 119 番通報による覚知所要時間の累積分布 [h] 

𝑃𝑟𝑢𝑛(𝑡): 駆けつけ通報による覚知所要時間の累積分布 [h] 

 

b) 119 番通報による覚知所要時間の累積分布の導出 

[藤井, 糸井川 2005]は，住民による 119 番通報を，ベルヌーイ試行としてモデル化して

いる．住民は，火災を発見後直ちに 119 番通報を行うものとし，回線の障害や輻輳等でつ

ながらない場合，繰り返し通報を試みる．つまり，繰り返し通報を試みたときに，何回目

に電話がつながるのかを幾何分布によってモデル化することで，1 回あたりの通報時間に

基づいて，覚知時間の分布を推定できる． 

ここで，1 回の 119 番通報によって電話がつながり，通報が成功する確率を p と置くと，

i 回目までに通報が成功する確率は(36)で表される． 

𝑃𝑟𝑜𝑏 {通報回数 ≤ 𝑖} = ∑𝑝 ∗ (1 − 𝑝)𝑘−1
𝑖

𝑘=1

= 1 − (1 − 𝑝)𝑖 (36) 
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119 番通報を 1 回試みる時間が一定時間𝛥𝑡とすると，通報回数 ≅ 𝑡𝑑𝑒𝑡 𝛥𝑡⁄ であるから，こ

れを(36)に代入すると覚知所要時間の分布となり，(37)で表される． 

𝑃𝑟𝑜𝑏{通報回数 ∗ 𝛥𝑡 ≤ 𝑖𝛥𝑡 = 𝑡} = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑡𝑑𝑒𝑡 ≤ 𝑡} 

                                                 = 1 − 𝑒−𝛼𝑡

                                              ≡ 𝑃119(𝑡) (37)
 

𝛼 = ln [
1

1 − 𝑝
] ∗

1

Δ𝑡
 

 

結局，119 番通報による覚知所要時間の累積分布𝑃119(𝑡)は，パラメータ𝛼によって規定さ

れる．[藤井, 糸井川 2005]は，兵庫県南部地震において地震発生後 90 分以内に出火し，覚

知方法が確認されている 65 件の火災データを用いて，非線形回帰分析を行うことで𝛼を推

定し，(38)を得ている． 

𝑃119(𝑡) = 1 − 𝑒−0.0558∗60∗𝑡      (R2 = 0.973) (38) 

 

c) 駆けつけ通報における覚知時間分布 

住民による駆けつけ通報は，住民は出火を発見後，119 番通報を試み，つながらないと判

断した時点(以下，見切り時刻𝑡𝑔)で開始されるものとする．ここで，出火場所から消防署所

までの距離が大きいほど初期消火や 119 番通報に費やす時間が大きいと仮定すると，見切

り時刻出火場所から消防署所までの直線距離を𝑙とすると，見切り時刻𝑡𝑔は距離𝑙による一次

近似として，(39)で表される． 

𝑡𝑔 = 𝑎 ∗ 1.3 ∗ 𝑙 + 𝑏 (39) 

 

ただし，𝑎, 𝑏は見切り時間パラメータ，1.3 は[腰塚, 小林 1983]による直線距離と道路距

離の関係から求まる距離補正係数である．また，出火地点から消防署所までの移動時間𝑡𝑚

は，住民の移動速度を𝑣𝑤とすると(40)である． 

𝑡𝑚 = 1.3 ∗
𝑙

𝑣𝑤
(40) 

 

したがって，駆けつけ通報における覚知時間𝑡𝑟𝑢𝑛は𝑡𝑔と𝑡𝑚の和であり，となり，出火地点

と消防署所の距離𝑙の関数として(41)で表される． 

𝑡𝑟𝑢𝑛 = 𝑡𝑔 + 𝑡𝑚 = 𝑎 ∗ 1.3 ∗ 𝑙 + 𝑏 + 1.3 ∗
𝑙

𝑣𝑤
(41) 

 

一方で，出火地点はランダムに定まるため，消防署所との距離は不確実である．したが

って，駆けつけ通報における覚知時間は，出火地点と消防諸所の距離𝑙の確率分布によって

(42)のように定まる． 

𝑃𝑟𝑢𝑛(𝑡) ≡ 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑡𝑟𝑢𝑛 ≤ 𝑡} = 𝑃𝑟𝑜𝑏 {𝑙 ≤
𝑣𝑤(𝑡 − 𝑏)2

1.3 ∗ (1 + 𝑎𝑣𝑤)
} (42) 
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また，出火地点と消防諸所の距離𝑙の分布は，消防諸所から半径𝑙の円内に出火地点が存在

する確率であるため，その出火件数がポアソン分布に従うとすると(43)になる． 

𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑙 ≤ 𝐿} = 1 − e−π𝜌𝐿 (43) 

(43)の L に，
𝑣𝑤(𝑡−𝑏)2

1.3∗(1+𝑎𝑣𝑤)
を代入することで，駆けつけ通報における覚知時間分布𝑃𝑟𝑢𝑛(𝑡)が

(44)のように求まる． 

𝑃𝑟𝑢𝑛(𝑡) = 1 − e
−π𝜌

𝑣𝑤(𝑡−𝑏)2

1. ∗(1+𝑎𝑣𝑤) (44) 

 

(44)における𝜌を兵庫県南部地震における出火密度(3.14×10-7[件/m2]とし，119 番通報と

同様に，火災データとの非線形回帰分析を行うことで(44)の各パラメータが求まる． 

𝑣𝑤 = 78.3 ∗ 60[m h⁄ ] 

𝑎 = 0.0003 ∗ 60[m h⁄ ] 

𝑏 = 0 [h] 

𝑅2 = 0.939 

 

d) 覚知火災情報の更新 

[藤井, 糸井川 2005]によると，当時の覚知手段のうちわけでは，119 番通報が約 0.25，駆

けつけ通報が 0.30 である．以上より，(35)へ(38)，(44)を代入することで，本研究で扱う覚

知時間分布は(45)となる． 

𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑡𝑟 ≤ 𝑡} =
0.25

0.55
∗ (1 − 𝑒−0.0558∗60∗𝑡) +

0.30

0.55
∗ (1 − e

−π𝜌𝑓
𝑣𝑤(𝑡−𝑏)2

1. ∗(1+𝑎𝑣𝑤)) (45) 

 

シミュレーション開始時，地震火災シミュレーションの各出火点𝑓について，覚知確率𝑟

に対して覚知可能か設定する．その後，覚知可能と設定された各出火点𝑓について，(45)に

従い覚知所要時間を設定する． 

シミュレーション開始後，(46)のように出火時刻に覚知所要時間を足した値が，現在時刻

よりも早い火災によって，覚知火災情報を更新する． 

𝐹𝑟 ← {𝑓 ∈ 𝐹|𝑡𝑓 + 𝑡𝑟 ≤ 𝑇} (46) 

𝐹𝑟: 覚知火災の集合 

𝑡𝑓: 出火時刻 [h] 

𝑡𝑟: 覚知所要時間 [h] 

𝑇: 現在時刻 [h] 
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その後，覚知火災情報𝐹𝑟に基づき，地震火災シミュレーションの結果を抽出し各道路の

閉塞時刻を(47)で計算する． 

𝑇𝑏𝑟,𝑖,𝑗 = min
𝑓∈𝐹𝑟

(
𝑙𝑖,𝑗,𝑓

𝑣𝑓
⁄ + 𝑡𝑓) (47) 

𝑇𝑏𝑟,𝑖,𝑗: 覚知火災情報に基づく道路リンク(𝑖, 𝑗)の閉塞時刻 [h] 

𝑙𝑖,𝑗,𝑓: 道路リンク(𝑖, 𝑗)と出火点𝑓の直線距離 [m]  

(属する通行不能領域が異なる場合，𝑙𝑖,𝑗,𝑓 = ∞ [m]) 

𝑣𝑓: 出火点𝑓の延焼速度 [m/h] 

𝑡𝑓: 出火点𝑓の出火時刻 [h] 

 

最後に，図 3-2 に，本シミュレーションによる地震発生後の経過時間に対する出火件数

比率・覚知件数比率を示す． 

 

 

図 3-2 地震発生後の経過時間に対する出火件数比率・覚知件数比率 
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3.2.3 避難行動シミュレーション 

避難者は，シミュレーション開始後，ある避難開始地点に設定され避難開始時刻まで待

機し，避難開始時刻を迎えたとき，避難場所まで避難誘導に従って避難場所まで移動する．

このとき，火災に遭遇するか避難場所に到達するまで，避難経路の更新と移動を繰り返す． 

a) 避難者の避難開始地点・避難開始時刻の設定 

避難者は，あらかじめ定められた避難開始時刻𝑇 に，避難ネットワーク上の定められた

地点𝒙𝒔𝒕より，避難誘導に従って避難を開始する． 

𝑇𝑠 = 𝑇 , 𝒙𝒊 = 𝒙𝒔𝒕, 𝑇𝑖 = 𝑇𝑠 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 [h] 

𝒙𝒊: 避難者が所在する避難ネットワーク上の位置 

𝑇𝑖: 避難者が𝒙𝒊に所在する時刻 [h] 

 

b) 避難誘導情報に基づく避難者の移動 

避難開始後は，火災に遭遇するまで避難場所へ移動を行う．本研究では，覚知火災情報

の更新に合わせて情報伝達時間の遅れがないとして，最寄りノードからの避難経路が更新

される．最寄りのノードへの到達時刻を評価し，現在時刻の位置を逐次更新していく． 

𝑇𝑗 = 𝑇𝑖 + 𝑙𝑖,𝑗 𝑣𝑤⁄  

𝑇𝑗: 最寄りノードへの到達時刻 [h] 

𝑇𝑖: 避難者が𝒙𝒊に所在する時刻 [h] 

𝑙𝑖,𝑗: 最寄りノードまでの距離 [m] 

𝑣𝑤: 避難者の歩行速度 [m/h] 

 

c) 避難完了の判定 

火災に遭遇するか避難場所に到達した場合，避難完了とする． 

𝑇𝑗 < 𝑇𝑏,𝑖,𝑗  →  𝛿𝑠𝑢 = 0  

𝑇𝑖 < 𝑇𝑙(𝐹, 𝑥𝑖)  →  𝛿𝑠𝑢 = 0  

𝒙𝒊 = 𝒙𝒈𝒐𝒂𝒍   →  𝛿𝑠𝑢 = 1 

𝑇𝑙(𝐹, 𝑥𝑖): 全火災に対する𝒙𝒊の最遅避難時刻 [h] 

𝛿𝑠𝑢 : 火災に遭遇した場合 0，火災に遭遇しなかった場合 1 

 

ただし，避難開始時刻までに全ての経路が途絶される場合，換言すると，覚知火災情報

に対して避難開始時刻が最遅避難時刻を迎えている場合，避難経路未発見として考える． 

𝑇𝑖 < 𝑇𝑙(𝐹𝑟 , 𝑥𝑖)  →  𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑 = 0 

𝑇𝑙(𝐹𝑟 , 𝒙𝒊): 覚知火災情報に基づく𝒙𝒊の最遅避難時刻 [h] 

𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑: 避難経路が発見できなかった場合 0，発見できた場合 1 
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3.2.4 シミュレーション実験の流れ 

図 3-3 にシミュレーションの流れを示す．表 3-1 に示すシミュレーションケースのパラ

メータを設定し，ミュレーションを実施する．シミュレーション開始後，想定する地震火

災の出火点を生成し，避難ネットワーク上の各道路における閉塞時刻を設定する．その後，

表 3-2 に示す避難誘導規範に関するパラメータを有する避難者を設定し，地震発生後(𝑇 =

0)からシミュレーションを開始し，避難者が火災に遭遇するか避難場所に到達するまで，

現在時刻を一定間隔で進めつつ(𝑇 ← 𝑇 + Δ𝑡)，シミュレーションを継続する． 

各時間ステップの初めに，覚知火災情報を更新する．覚知時間が現在時刻よりも早い火

災に対して，道路閉塞時刻を計算する．避難開始時刻を迎えたとき，覚知火災情報に基づ

いた誘導経路を探索し，避難を開始する．ただし，避難開始時刻以前に，覚知火災情報に

対して最遅避難時刻を迎えていた場合，避難経路発見不能とし，シミュレーションを終了

する．避難開始後，誘導経路に従って避難を実施する．各時間ステップにおいて，その時

刻までに到達できるノードまで移動し，覚知火災情報に基づき次点ノードからの避難経路

を更新する．シミュレーション終了後，表 3-3 に示す評価項目について記録し，シミュレ

ーションを終了する． 

 

表 3-1 シミュレーションケースにおけるパラメータ 

カテゴリ 記号 呼称, 定義 [単位] 

市街地モデル 

(3.4.2で詳述) 

- 対象避難圏域 

𝒙𝒔 避難開始地点, 避難者の起点となる避難ネットワーク上の位

置 

- 延焼クラスタで想定する風速 [m/h] 

地震火災 

シミュレーション 

𝜌 期待出火件数密度, 生成する出火点数密度の期待値 [件/m2] 

𝑣𝑓 延焼速度, 出火後の延焼拡大速度 [m/h] 

覚知情報 

シミュレーション 

𝑟 覚知確率, 各出火点がシミュレーション中で覚知される確率 

𝛥𝑡 情報更新間隔, 覚知火災リストを更新する時間間隔 [h] 

避難行動 

シミュレーション 

𝑣𝑤 歩行速度, 避難者が経路上を移動する速度 [m/h] 

𝑇𝑠 避難開始時刻, 避難者が避難開始地点を出発する時刻 [h] 
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表 3-2 避難誘導規範 

項目 定義 

避難経路 
覚知火災情報に基づいて避難者の移動する経路の選択方法 

(最短経路, P 最大経路, 最大余裕経路, M*-P 最大経路) 

必要余裕性 M*-P 最大経路において確保すべき避難余裕性 

経路更新の有無 
避難開始後の避難途上で，覚知火災情報に基づき 

経路を更新する場合「有」，しない場合に「無」 

 

表 3-3 シミュレーション結果の評価対象 

カテゴリ 記号 定義 

避難結果 

𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑 経路探索可否, 

避難開始時刻に経路が探索できれば 1, 探索できなければ 0 

𝛿𝑠𝑢  火災遭遇有無, 火災に遭遇した場合 0, 遭遇していない場合 1 

避難開始時の 

避難経路情報 

𝐷𝑠 経路長 [m] (𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑1 =の場合のみ) 

𝑃𝑠 避難可能確率 (𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑1 =の場合のみ) 

𝑀𝑠 避難余裕性 (𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑1 =の場合のみ) 
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図 3-3 避難誘導シミュレーションの流れ  
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3.3 モンテカルロ法による避難誘導効果の評価指標 

地震火災時の避難誘導による火災遭遇リスクは，出火点及びその覚知状況の配置(以下

「出火パターン」)の不確実性の影響が大きい．したがって，避難誘導の効果を評価するに

は，十分なパターンの出火点配置に対する火災遭遇有無の結果を検証し，その平均的な像

を評価する必要がある．そこで，本研究では 3.2 節で紹介したシミュレーションを繰り返

し実施し，モンテカルロ法による頻度確率的な避難誘導効果の評価を行う．本節では，モ

ンテカルロ法による避難誘導効果の評価指標を示す． 

 

3.3.1 避難開始時における経路情報の評価 

まず，避難開始時に避難経路が発見できた経路の特徴を評価するために，避難経路情報

の評価を行う．避難経路情報は，避難開始時における均避難可能確率及び避難余裕性の𝑥パ

ーセンタイル値の 2 指標で評価する． 

a) 平均値による避難可能確率の評価 

避難可能確率は，避難経路が発見された試行における避難可能確率の平均値として，(48)

で評価する． 

平均避難可能確率 ≔
∑ 𝑃𝑠,𝑖
𝑁
𝑖=1 𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖
∑ 𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖
𝑁
𝑖=1

(48) 

𝑃𝑠,𝑖: i 番目の試行における避難可能確率 

𝑁: 試行回数 

下添え字の𝑖: 試行番数 

𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖: 𝑖番目の試行において避難開始時に避難経路を発見すれば 1，発見しなければ 0 

 

b) 分位数による避難余裕性の評価 

本研究では，地震火災モデルの延焼速度と覚知モデルの延焼速度には差がなく，延焼予

測のばらつきによる覚知火災の延焼拡大範囲への遭遇判定は行えない．そこで，避難開始

時における避難余裕性のパーセンタイル値で評価することで，どの程度の延焼予測のばら

つきが存在しても適用できる結果なのかを検証する．得られた試行のうち，(𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑 = 1)

のサンプルを昇順にソートしたデータについて，(49)で評価する． 

避難余裕性の𝑥パーセンタイル値 ≔ {

𝑀𝑠,𝑘     𝑘 ∈ ℕ

𝑀𝑠,⌊𝑘⌋ +𝑀𝑠,⌈𝑘⌉

2
    𝑘 ∉ ℕ

(49) 

𝑘 =
𝑥

100
∗∑𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖

𝑁

𝑖=1

 

⌊𝑘⌋: 𝑘を越えない最大の整数 

⌈𝑘⌉: 𝑘を越える最小の整数 

𝑀𝑠,𝑘: (𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑 = 1)のサンプルを昇順にソートしたときの k 番目の値 
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3.3.2 火災遭遇率 

本章において，避難誘導の効果を評価するために，(50)の火災遭遇率を評価する． 

火災遭遇率 ≔
∑ (1 − 𝛿𝑠𝑢 ,𝑖) ∗ 𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖
𝑁
𝑖=1

∑ 𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖
𝑁
𝑖=1

(50) 

𝛿𝑓𝑖𝑛𝑑,𝑖: 𝑖番目の試行において避難開始時に避難経路を発見すれば 1，発見しなければ 0 

𝛿𝑠𝑢 ,𝑖: 𝑖番目の試行において避難場所に到達すれば 1，到達しなければ 0 

 

(50)は，避難経路が発見できたサンプルに限定している．本章では，その時刻に避難誘導を

実施できるのかという議論は，第 5 章以降で議論し，本章における避難リスクについては

火災遭遇率で評価し，火災遭遇率の低減効果によって，避難誘導による頑健性を評価する． 

 

注意すべきは，以上の避難経路評価及び火災遭遇率は，避難圏域全体に対する評価では

なく，1 つの避難誘導規範に従う避難者の特性について評価したものである．先行研究の多

くでは(たとえば，[大佛, 沖 2012]，[武松ら 2008]，[加藤 2016])，避難圏域に人口に相当す

る避難者を生成し，その避難者のうち何人，避難場所に到達するのか，避難者全体の評価

することが多い．一方で，避難圏域において避難誘導の効果は地点によって異なると考え

られ，全体的な評価では避難誘導効果を適切に評価できないと考えられる．そのため，ひ

とつの避難誘導規範に焦点を当てて，評価指標を定義した． 
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3.4 実験の概要 

本節では，動的誘導経路の火災遭遇リスクの低減効果を評価するための実験について，

実験の目的，対象とする格子状市街地のモデル及び実験条件を示す． 

 

3.4.1 実験の目的 

第 2 章で構築したリアルタイム動的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果を検証す

るために，避難可能最短経路及び動的更新ありの最短経路について，火災リスクが均質な

格子状市街地を対象として各種パラメータを変化させたシミュレーション実験を行い，非

火災遭遇率(1 −火災遭遇率)の推移を観察する． 

火災リスクが一様な市街地を想定は，第 2 章で避難可能確率を構築した時の市街地条件

と同様であり，避難可能確率の妥当性評価も含まれている．また，現実の市街地では，道

路ネットワークの粗密や火災リスクの不均質，大規模な不燃領域の存在等，市街地の特性

が大きく組み込まれており効果検証をする上でケーススタディの枠を出ない．そこで，市

街地上に地震火災の延焼拡大状況及び覚知情報以外の性質の偏りが少ない，換言すると，

覚知情報と避難場所の位置以外の情報が少ない状況を想定することで，動的更新による純

粋な効果を検証することを目的としている． 

 

3.4.2 避難圏域の市街地モデル －格子状市街地－ 

図 3-4 に格子状市街地のモデル構造を示す．本市街地は，5300m×5300m の広域な矩形型

の通行不能領域(出火・延焼が生じる領域)内に，100m グリッドの道路ネットワーク(道路リ

ンク・ノード)が広がっている．通行不能領域右(東)側一面には，避難場所となる安全な領

域が存在する．実市街地モデルと同一のプログラムを使用するという理由から，避難場所

の入り口と通行不能領域の間には僅かな延焼が生じず避難場所と連結している領域(安全

領域)を設けている．通行不能領域上の任意の点から避難場所の入り口となるノードが存在

し，避難者は本ノードを目指し避難を実施する．本研究では，避難者を図中のように，通

行不能領域の上下(南北)中央に領域東側から 1000m 間隔で避難開始地点を設定している． 

 

図 3-4 格子状市街地 
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3.4.3 実験条件 

表 3-4 実験パラメータにモデル別の実験パラメータを示す．避難圏域は 3.4.2 で示した格

子状市街地とし，3000m 地点から P 最大経路若しくは P 最大経路に動的更新を加えた避難

誘導に従って避難するシミュレーションを実施する． 

地震火災シミュレーションでは，出火点を阪神淡路大震災の平均的な出火件数密度であ

る 3.0×10-6 [件/m2]と初期消火等によって出火が抑えられた時を想定した 1.5×10-6 [件/m2]，

延焼速度は阪神淡路大震災で多く見られた 60 [m/h]程度を中心として，代表的な延焼予測

モデルである東消式 2001([東京消防庁 2001])で算出される最大規模の速度である 100 [m/h]

と不燃化が進んだと想定される 30 [m/h]を設定する． 

覚知情報シミュレーションでは，覚知確率は，阪神淡路大震災の覚知率に基づいた値と

近年の情報収集能力の向上を見越した値を設定する．阪神淡路大震災のデータに基づく場

合，集計方法によって覚知率は大きく変動するが，[藤井, 糸井川 2005]の集計に基づいて

119 番通報および駆けつけ通報に限定した場合の 0.5，消防機関が直接火災を発見する自己

覚知を含む場合の 0.7 とした．また，近年の情報収集能力の向上を見越した 0.9，覚知まで

のタイムラグを除いて殆ど完全情報とみなせる 1.0 を設定した．更新間隔は，0.1 [h]と固定

とし，6 分に 1 回更新するという高頻度な更新時間を設定した． 

以上の地震火災及び覚知情報に対して，歩行速度を平常時の健常者歩行速度である 4000 

[m/h]，高齢者の避難や災害時の負傷状況等を想定した 2000[m/h]に設定した避難者を 1 人

ずつ出発させ，0.5[h]間隔で 4 時間後までの避難を検証した． 

試行回数は，平均像を評価する上で十分に収束する回数として，10000 回シミュレーショ

ンを実施した． 

以上の実験において，避難者別に非火災遭遇率(「1 −火災遭遇率」)を評価し，以上の条

件別に避難開始時刻に対する推移を観察する．なお，火災遭遇率ではなく，その背反の非

火災遭遇率を評価する理由は，避難可能確率との比較を行うためである． 

 

表 3-4 実験パラメータ 

モデル パラメータ 値 

市街地モデル 

対象圏域 格子状市街地(図 3-4) 

𝒙𝒔 3000 m 地点 

風速 ― 

地震火災 

シミュレーション 

𝜌 1.5×10-6, 3.0×10-6 [件/m2] 

𝑣𝑓 30, 60, 100 [m/h] 

覚知情報 

シミュレーション 

𝑟 0.5, 0.7, 0.9 1.0 

𝛥𝑡 0.1[h] 

避難行動 

シミュレーション 

𝑣𝑤 2000, 4000 [m/h] 

𝑇𝑠 0.0, 0.5, 1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0, 3.5, 4.0 [h] 
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3.5 格子状市街地における動的誘導経路の効果検証 

本節では，3.4 節で示した実験について，避難可能確率と火災遭遇リスクの関係，動的更

新による火災遭遇リスクの低減効果に着目して結果の観察・考察を行う． 

 

3.5.1 避難開始時刻に対する避難可能確率の推移 

まず，避難可能確率と火災遭遇率の関係について結果を示す．図 3-5 に動的更新を行わ

ないケースについて，歩行速度別・覚知確率別に避難開始時刻に対する非火災遭遇率(「1 −

火災遭遇率」)の推移をグラフ化し，地震火災別(延焼速度・期待出火件数密度)に並べた．

各グラフの理論値は，避難開始時におけるP最大経路の経路長に対して，避難可能確率(2.3.2

－(10)を参照)を計算し，その間を経路長に関する線形補間で埋めたものである． 

a)避難可能確率と非火災遭遇率の関係 

まず，非火災遭遇率のプロット(実測値)が避難可能確率(理論値)のほぼ線上に存在し，避

難可能確率と非火災遭遇率が非常によく一致していることがわかる．避難可能確率が非火

災遭遇率そのものであるため当然の結果であるが，2.3.2－(10)では直線経路を想定してい

るのに対して，格子状の道路ネットワークを右左折して計算された経路でもある程度適用

していることで非常に重要な事実である．このことから，少なくとも格子状市街地では，

本研究の避難可能確率によって火災遭遇リスクに対する頑健性を評価することが妥当であ

ることが示唆される． 

 

 

図 3-5 避難可能確率と火災遭遇率の関係 
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b) 地震火災の影響 

次に，地震火災のパラメータとの関係に着目すると，期待出火件数が高いほど・延焼速

度が速いほど，避難開始時刻の遅れに対して非火災遭遇率(「1 −火災遭遇率」)の低下傾向

が著しくなることがわかる．市街地上の火災によって被覆された面積は時間経過によって

指数的に上昇し，やがて終息する S 字カーブを描くことが知られている([栗田 2007])．そ

のため，避難開始時刻が早期であるなら期待出火件数密度や延焼速度の影響は小さく，比

較的火災に遭遇せずに避難場所に到達できると考えられる．一方，出火件数が多い・延焼

速度が速いほど，火災に覆われるスピードも増大するため，避難開始時刻の遅れに対する

火災遭遇率が増大の加減も大きくなると思われる． 

また，影響を及ぼす程度は，期待出火件数密度を 2 倍にする場合と延焼速度を 2 倍にす

る場合で非常に似ている．このことから，それぞれ同様に避難に影響を与えることが示唆

され，平常時の不燃化整備や初期消火活動が等しく重要であることが言える． 

c) 歩行速度の影響 

歩行速度が遅いほど，非火災遭遇率は一律に低下していることがわかる．歩行速度が遅

いことで，通行不能領域上に避難者が存在する時間が長くなるため，その間に火災が進展

し，火災への遭遇に至ると考えられる． 

d) 覚知確率による影響 

覚知確率が高いほど，避難開始時刻の遅れに対して非火災遭遇率の低下が緩やかになる

傾向がわかる．特に，「覚知確率=1.0」かつ「避難開始時刻=1 時間前後」において火災遭

遇率の低下が生じなり，避難開始の遅れに対して上向く分岐点が存在することがわかる．

避難可能確率は，残存する未覚知火災への遭遇しない可能性を評価している．したがって，

覚知確率が高いほど，時間経過後の避難経路周辺における未覚知火災の存在可能性は低く

なり，信頼性の高い経路が得られていることが示唆される． 

しかし，覚知情報による避難経路を提示することにも限界が見られる．地震火災のリス

クが高いケースになるほど，避難開始の遅れに対して非火災遭遇率が上向く程度が緩やか

になることがわかる．地震発生直後は，「覚知確率=1.0」であっても情報収集にはタイムラ

グ(覚知所要時間)があるため，避難可能確率の低下が生じる．地震火災リスクが高い場合，

避難可能確率が低い所から上向き始めることに加え，避難開始後に新たな火災が発生もし

くは覚知所要時間によって覚知が遅れている火災に遭遇するリスクが残存している．した

がって，地震火災リスクが高い場合，避難開始時における避難経路の伝達のみでは，避難

誘導の信頼性には限界が存在すると言える． 

以上より，火災情報をいかに収集するか(「＝覚知確率を高めるか」)が避難誘導において

非常に重要であると言える．本実験では火災に遭遇した段階で計算を終了しているため，

必ずしも，避難場所への到達可能性を表しているとは言えない．しかしながら，避難誘導

先の経路が火災に遭遇しにくいことは，リアルタイムにおける避難誘導に信頼性に非常に

大きく関わり意義があると考える．  
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3.5.2 動的更新による火災遭遇リスクの低減効果 

次に，動的更新による火災遭遇リスクの低減効果について結果を示す．図 3-6 動的更新

を伴うケースについて，歩行速度別・覚知確率別に避難開始時刻に対する非火災遭遇率

(「1 −火災遭遇率」)の推移をグラフ化し，地震火災別(延焼速度・期待出火件数密度)に並

べた．各グラフの理論値は，前項同様，避難開始時の避難可能確率である． 

全体として，動的更新による非火災遭遇率の向上が確認できる．特に，「覚知確率=1.0」

のケースでは，非火災遭遇率は 1.0 に近い水準であり，完全情報下のように避難者を火災

に遭遇させない誘導が可能であることが示唆される．一方，「覚知確率≦0.9」のケースで

は，非火災遭遇率の増加は見られるものの，覚知確率が低くなるほどその程度は低くなる

だけでなく，避難開始時刻の遅れに対する低下傾向は，依然残っている．動的更新によっ

て非火災遭遇率が増加するということは，”避難開始時の経路では遭遇するはずの火災につ

いて，避難者の遭遇前に覚知し，迂回路を提示できること”を意味する．したがって，覚知

確率が低いほど，こうした火災を覚知できる可能性が低下するため，より信頼性の高い更

新先の迂回路が得られないことが示唆される． 

 

 

図 3-6 動的更新による火災遭遇率の低減効果 
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3.5.4 検証結果のまとめ 

以下に，動的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果に関する検証結果を整理する． 

a) 避難可能確率と火災遭遇率の関係 

避難開始後の動的更新を行わずに避難開始時の経路のみに従う場合，避難可能確率が非

火災遭遇率(「1 −火災遭遇率」)に一致することを示した．このことから，避難可能確率を

頼りに火災遭遇リスクを評価することの妥当性が示唆された． 

地震火災リスク(期待出火件数密度・延焼速度)が高いほど，また，歩行速度が遅いほど，

火災遭遇リスクが増大することが確認された．全体の傾向として，避難開始の遅れに伴う

火災遭遇リスクの増大が見られ，地震火災リスクが高いほど避難開始時刻の遅れに伴うリ

スクの増大傾向が顕著になることが確認された．歩行速度が低下することで，市街地への

滞在時間が長くなることで，全体的に火災遭遇リスクが増大することが確認された． 

覚知確率が高いほど，火災遭遇リスクが低減されることが確認された．覚知確率の向上

に従って，避難開始時刻の遅れに伴い火災遭遇リスクの増大傾向が緩やかになり，特に，

「覚知確率=1.0」の場合には，「避難開始時刻=1.0 [h]」あたりを境に，避難開始時刻の遅

れによって火災遭遇リスクの減少が確認された．これは，市街地上の火災情報が十分に収

集されたことを意味している．一方，地震火災リスクが高いほど火災遭遇リスクが減少し

にくくなり，十分経過した時点の避難開始においても一定の火災遭遇リスクが残存するこ

とが示唆される． 

b) 動的更新による火災遭遇リスクの低減効果 

避難途上にて避難経路を動的更新することで，火災遭遇リスクの低減効果が確認できた．

「覚知確率=1.0」の場合，火災遭遇リスクは殆ど抑えられ，完全情報のように振る舞うこと

が可能であることが示唆された．一方，「覚知確率≦0.9」では，避難開始の遅れに従い火

災遭遇リスクの低減効果は小さくなることが確認された．これは，市街地上に残る未覚知

火災が焼拡大することで，避難開始時の経路上で遭遇してしまう火災について，未然に迂

回することが困難になっていく過程を示しており，動的誘導経路の限界であると言える． 

c) 動的誘導経路の限界 

以上より，覚知情報に基づく動的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果を示すこと

ができた．一方，その限界についても明らかになった．「覚知確率=1.0」ではない限り，い

ずれかの避難者を未覚知火災が存在する経路へ誘導してしまうリスクは残ってしまい，現

実にはこうした状況が多いと考えられる．したがって，不完全情報下の避難誘導には，火

災への遭遇リスクが必ず残存することを理解し，避難誘導体制を検討する必要がある． 

そして，もう一つ注意することがある．本章の分析では，各避難開始時刻に避難経路が

残存している場合に対して行った評価である．したがって，その時刻に得られた避難経路

による避難誘導の信頼性を検証したに過ぎず，適切な避難開始時刻については追加の検証

が必要である．  



3.6 小括 

66 

3.6 小括 

本章では，動的誘導経路の火災遭遇リスクの低減効果を検証することを目的として，地

震火災，覚知情報及び避難誘導に従う避難行動を再現し，火災への遭遇可否を判定するリ

アルタイム避難誘導シミュレーションを開発し，火災リスクが一様な格子状市街地を対象

として，モンテカルロ法による検証実験を行った． 

まず，リアルタイム避難誘導シミュレーションの開発では，第 2 章で仮定した単純な地

震火災を市街地上に発生させ，[藤井, 糸井川 2005]のモデルに基づき覚知する状況を再現

することで，不確実な地震火災および覚知状況をコンピュータ上で表現するモデルを構築

した．その後，避難誘導情報に忠実に従う品行方正な避難行動モデルで避難者を表現し，

火災へ遭遇するまで地震火災・覚知情報の更新・避難行動を継続するシミュレーションモ

デルを構築した． 

その後，確率的な事象である本モデルの効果について，異なる出火・覚知パターンの試

行を繰り替えし実行しその確率分布を得るモンテカルロ法による検証を行うために，頻度

確率的な評価指標を構築した．避難開始時の経路情報の評価として，避難可能確率および

避難余裕性の平均像を表す指標として，平均値による避難可能確率の評価及び分位数によ

る避難余裕性の評価について定義した．また，避難誘導の火災遭遇リスクを表す指標とし

て，火災遭遇率なる指標を構築した．これらの指標は，ひとつの避難誘導規範に関する効

果を検証するものであり，避難者個人の特性を評価している．また，集計対象を避難開始

時刻に避難経路が発見されたサンプルに限定し，避難誘導が実行された場合のリスクとし

て評価指標を構築した． 

次に，火災リスクが一様な格子状市街地を対象として，P 最大経路(均質な市街地のため

最短経路に一致)の動的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果に関する検証実験を行

った．均質な市街地を想定することで，覚知情報による避難誘導情報のみの効果を得るこ

とを目的とした．結果，その時刻に避難経路が残っている場合，動的誘導経路に従うこと

で，火災遭遇リスクが低減することを確認した．しかしながら，覚知確率が低いほど，そ

の効果は限定的なものとなるため，覚知確率を高い水準にする施策の重要性が示唆された． 

本研究は格子状市街地に限定した結果である．火災リスクや道路ネットワークが不均質

な市街地について，また，避難経路の違いについては，次章にて大井競馬場・しながわ区

民公園一帯の避難圏域を対象として，ケーススタディによる検証・考察を行う． 
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第4章 大井競馬場・しながわ区民公園一帯を対象とした動的誘導

経路のケーススタディ 
 

 

4.1 本章の目的と構成 

本章では，第 3 章で実施したシミュレーションについて，大井競馬場・しながわ区民公

園一帯の避難圏域を対象としたケーススタディを行う．第 3 章と大きく異なる点は，実際

の建物分布及び道路ネットワークに基づいてシミュレーションを行うため，火災リスク及

び道路の粗密が不均質な領域における避難誘導を評価する点である．火災リスクが不均質

な領域であるため，最短経路と P 最大経路は一致するとは限らず，それぞれの避難経路の

違いについても注目すべき点である．更に，第 3 章では扱わなかった，避難余裕性につい

ても避難開始時に関して評価を行い，避難開始時刻に対する推移を評価する． 

本章の構成は以下の通りである． 

まず 4.2 節において，本研究の枠組みでシミュレーションを実施できるために，市街地

データのモデル化を行う．特に，延焼クラスタより生成する通行不能領域によって，延焼

拡大する範囲が分割される点が特徴的である． 

4.3 節では，大井競馬場・しながわ公園一帯の避難圏域の複数の町丁目を対象として避難

シミュレーション実験を行う．動的更新を行わない場合について，避難可能確率と非火災

遭遇率(「1 −火災遭遇率」)の比較検証を行い，避難開始時の避難経路の特徴に関して，GIS

上に可視化した視覚的特徴とモンテカルロ法による評価を行う． 

最後に，4.4 節において，火災遭遇率(3.3 節)に基づき，動的誘導経路モデルによる火災遭

遇リスクの低減効果について避難経路別に評価・検証を行う． 
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4.2 避難圏域の実市街地モデル ―大井競馬場・しながわ区民公園一帯― 

はじめに，実際の市街地データに基づきリアルタイム避難誘導シミュレーションを実施

する市街地モデル(以下「実市街地」)の構築について説明する．本研究で想定する実市街地

は，「領域」「リンク」「ノード」の 3 つの要素による避難ネットワーク，出火点の候補

地点となる建物によって構成される． 

図 4-1 に避難ネットワークの模式図を示す．まず，市街地の領域は，「通行不能領域」

「安全領域」「避難場所」ので定義する．通行不能領域は，出火・延焼が生じる領域であ

る．延焼クラスタ([加藤ら 2006])や避難不能クラスタ([渋木, 糸井川 2016])のように，火災

の輻射熱が避難者へ影響を及ぼす範囲で設定される．「安全領域」は，通行不能領域の外

側であり，出火・延焼が生じず，いつまでも留まり続けられる領域である．ただし，避難

場所とは異なり，安全設計に基づき設定された領域ではないため避難場所への避難が必要

な領域である．「避難場所」は避難の目標地点であり，輻射熱の計算によって得られた出

火・延焼が生じない安全な領域である． 

次に，道路ネットワークについて，交差点を表す「ノード」と道路を表す「リンク」で定

義する．ノードおよびリンクは前述の 3 つの領域上に位置する．リンクは通行不能領域内

外それぞれに存在し，1 つのノードによって 2 つのリンク同士が接続される．ノードは，通

行不能領域内外及び境界点のノード，避難場所と接する「避難場所ノード」が存在する．

避難場所ノードから通行不能領域の境界に接するまでリンクを辿ると，その過程で通過し

たノード及びリンクは，いつまでも避難可能であることがわかる．これらのノード及びリ

ンクを「避難可能確定ノード」「避難可能確定リンク」と呼ぶ．また，その境界点は，その

通行不能領域上で発生した火災延焼がその地点に到達するまでに避難開始すれば避難可能

なノードである．このノードを「安全境界ノード」と呼ぶ． 

 

 
図 4-1 避難ネットワークの模式図 
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本研究では，東京消防庁の東京都の市街地状況調査報告書(第 9 回)の地理情報データ([東

京消防庁 2015])より，以下のデータを用いて，避難ネットワークおよび建物の出火候補点

となる重心点を構築する． 

・建物現況 (建物別に，4 区分(耐火造・準耐火造・防火造・裸木造)の耐火性能が付与) 

・道路ネットワーク(ノード，リンク) 

・避難場所 

・避難圏域 

 

まず，避難圏域を 3 つの領域に分割する．本研究では，[渋木, 糸井川 2016]に従い，任

意の風速における延焼クラスタ及び避難不能クラスタを生成する．このうち，避難不能ク

ラスタを通行不能領域とし，延焼クラスタ内で出火した建物は，通行不能領域の境界まで

延焼するものとする． 

a) 延焼クラスタ 

延焼クラスタとは，建物間の類焼判定を確定的に行い，類焼すると判定された建物同士

を一つの集合体(クラスタ)としてまとめた建物群である．その類焼判定では，各建物が火災

時に発する輻射受熱量およびその距離減衰量から出火建物から延焼が及ぶ限界距離(以下

「延焼限界距離」)を推定し，その延焼限界距離の範囲内に存在する建物同士が類焼すると

している．[加藤ら 2006]は，この延焼限界距離を建物構造および面積，風速より推定する

モデルを提案しており，建物構造別に(51)で表される． 

{
 
 
 
 

 
 
 
         裸木造：𝐷木造 = 𝑎 ∗ (12 ∗ (𝐴 10⁄ )

0.  2
+ 𝐷𝑢,木造

(𝑢))

     防火造：𝐷防火 = 𝑎 ∗ (6 ∗ (𝐴 10⁄ )
0. 22

+ 𝐷𝑢,防火
(𝑢))

準耐火造：𝐷準耐火 = 𝑎 ∗ (3 ∗ (𝐴 10⁄ )
0.181

+ 𝐷𝑢,準耐火
(𝑢))

耐火造：𝐷防火 = 0                                                           

(51) 

𝐷𝑋: 構造 X における延焼限界距離 [m] 

𝐴: 建物を正方形と仮定したときの一辺長 [m] 

𝐷𝑢,𝑋(𝑢): 構造 X における風速 u の場合の延焼限界距離の増分 [m] 

𝑎: 集団火災時による延焼拡大効果を表す係数 (=1.5) 

 

本来であれば，各建物から延焼限界距離内の建物へ延焼ベクトルを考慮し，延焼の及ぶ

建物をネットワーク解析的に求める必要がある．したがって，出火建物を指定するたびに

延焼クラスタが異なる．しかし，1 つの延焼クラスタとして視覚的に表すことで，直感的な

解釈が容易となる．そこで，(51)で求めた延焼限界距離の 1/2 まで延焼が及ぶと考え，延焼

限界距離で生成したバッファが重なる建物同士で同一の延焼クラスタとして設定する．延

焼限界距離の 1/2 は，どちらか一方の建物の延焼限界距離内にあれば，双方間の延類焼が

及ぶものと考えていることを意味している． 
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b) 避難不能距離 

[浜田 1975]によると，建物の類焼に必要な輻射受熱量は 4000kcal/m2h とされており，延

焼限界距離は，この輻射受熱量が到達する距離から求められる．一方，人間の許容輻射受

熱量は，2050 kcal/m2h とされており，約 1/2 の熱量で通行に支障をきたす．したがって，

2050 kcal/m2h の輻射受熱量が到達する距離を再計算する必要がある．[渋木, 糸井川 2016]

は，輻射受熱量の減衰量を考慮することによって，避難不能距離として，(30)のように求め

ている． 

{
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

裸木造：𝐷𝑒木造 = 𝑎 ∗ (17 ∗ (
𝐴

10
)
0.  2

+ 𝐷𝑢,木造
(𝑢))

防火造：𝐷𝑒防火 = 𝑎 ∗ (8 ∗ (
𝐴

10
)
0. 22

+𝐷𝑢,木造
(𝑢))

準耐火造：𝐷𝑒準耐火 = 𝑎 ∗ (4 ∗ (
𝐴

10
)
0.181

+ 𝐷𝑢,準耐火
(𝑢))

耐火造：𝐷防火 = 0

(52) 

𝐷𝑒𝑋: 構造 X における避難不能距離 [m] 

𝐴: 建物を正方形と仮定したときの一辺長 [m] 

𝐷𝑢,𝑋(𝑢): 構造 X における風速 u の場合の延焼限界距離の増分 [m] 

𝑎: 集団火災時による延焼拡大効果を表す係数 (=1.5) 

 

c) 通行不能領域の生成 

図 4-2 に，延焼クラスタと通行不能領域の関係図を示す．まず，各非耐火建物より，延焼

クラスタを生成する．延焼クラスタは，バッファによって視覚的に面的な広がりを示して

いるが，実際は，延焼が及ぶ建物同士を分類しているのみで，延焼のおよぶ領域

(4000kcal/m2h の輻射受熱量が到達する領域)や，避難に影響を及ぼす領域(2050kcal/m2h の輻

射受熱量が到達する領域)を表していない．そこで，延焼クラスタに所属する建物同士で，

避難不能距離に基づきバッファを生成する．このようなバッファは，延焼クラスタ内の建

物のいずれかが出火した場合，いつか避難に影響を及ぼす領域を意味しており，本領域を

実市街地の通行不能領域とする．すなわち，通行不能領域は，延焼クラスタ単位で生成さ

れ，ある延焼クラスタの出火候補地点で発生した火災は，通行不能領域内にて，同心円状

に延焼がおよぶ．道路リンクの青線部分は，延焼クラスタ A の出火候補地点で発生した火

災によってのみ，延焼遮断が生じる．一方，道路リンクの赤線部分は，延焼クラスタ B の

出火候補地点で発生した火災によってのみ，遮断される．そして，緑部分は，延焼クラス

タ A，延焼クラスタ B，それぞれで発生した火災の延焼が及ぶ． 
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図 4-2 延焼クラスタと通行不能領域の関係図 

 

図 4-3，図 4-4 及び図 4-5 に，実際の通行不能領域の生成例を示す．図 4-3 に示すように，

耐火造ではない各建物(図 4-3, 緑色で塗りつぶされた建物)を選択する．これらの建物を用

いて，通行不能領域を生成する．まず，図 4-4 のように，非耐火造建物より延焼限界距離の

1/2 の距離を用いてバッファ(延焼バッファ)を生成する．この時，交わる延焼バッファ同士

を結合する．この結合した領域が延焼クラスタである．出火後，この同じクラスタに属す

る建物間のみで延焼が生じる．次に，図 4-5 に示すように，各建物から避難不能距離を用

いてバッファ(避難不能バッファ)を生成する．同じ延焼クラスタに属する建物から生成さ

れた避難不能バッファ同士を結合することで，通行不能領域が生成される． 

 

 

図 4-3 実市街地における通行不能領域の生成例：非耐火造建物の選択 

非耐火建物
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図 4-4 実市街地における通行不能領域の生成例：延焼限界距離に基づく延焼クラスタ 

 

 

図 4-5 実市街地における通行不能領域の生成例：避難不能距離に基づく通行不能領域 

 

 

 

 

 

  

延焼クラスタ
(風速8m相当)

通行不能領域
(風速8m相当)
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図 4-6 は，以上の方法で生成した大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域におけ

る避難ネットワークと通行不能領域である．市街地を覆っている彩色されたポリゴンが通

行不能領域である．また，代表として 5 か所の町丁目を表示している．大井競馬場・しな

がわ区民公園一帯の避難圏域は，「中延四丁目」から「西大井一丁目」にかけて大きな通

行不能領域が存在し，密集市街地が広がっている．一方，「東大井五丁目」や「南大井五丁

目」周辺の避難場所目前は，不燃化が進んでおり，小規模な通行不能領域が疎らに分布し

ている．このように，建物の粗密が異なることで大小さまざまな通行不能領域が存在する

中，火災に遭遇しないように避難誘導が可能なのか検証が行われる． 

 

 
風速は 8[m/h]で計算 

図 4-6 大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域における通行不能領域 
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4.3 避難経路の特徴 

本節では，避難開始時に探索された避難経路の特徴について，GIS に可視化した上での

視覚的特徴，避難開始時の避難経路情報の評価に関して考察する． 

 

4.3.1 実験の目的 

不均質な実市街地において探索される避難経路が，どのような特徴を有しているかを明

らかにするために，動的更新を伴わない複数の誘導経路規範について，視覚的特徴及び避

難開始時の経路評価(避難可能確率・避難余裕性)について比較を行う． 

 

4.3.2 実験条件 

実験条件を表 4-1 に，対象地を図示したものを図 4-7 に示す．本実験では，大井競馬場・

しながわ区民公園一帯の避難圏域において，避難距離及び火災リスクの異なる，中延四丁

目，西大井五丁目，西大井一丁目，東大井五丁目，南大井五丁目の重心最寄りのノードを

対象として実施する．通行不能領域として風速 8[m/h]の延焼クラスタに対応する渋木・糸

井川の避難不能クラスタを設定し，東京都の被害想定等を参考に，比較的深刻なケースに

相当するように，期待出火件数密度を 3.0×10-6
 [件/m2]，延焼速度を 100[m/h]に設定した．

覚知確率の影響を評価するため，覚知確率 0.5, 0.7, 0.9, 1.0 それぞれの状況に対して，避難

開始時間に対する平均避難可能確率及び避難余裕性の推移を比較した． 

表 4-2 に示す避難経路規範について，経路発見回数が 1000 回になるまで試行を繰り返し，

発見された 1000 回分の避難の結果を集計した． 

 

表 4-1 実験条件 

モデル パラメータ 値 

市街地モデル 

対象圏域 大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域 

𝒙𝒔 中延四丁目，西大井五丁目，西大井一丁目，東大井五丁

目，南大井五丁目 

風速 8 [m/h] 

地震火災 

シミュレーション 

𝜌 3.0×10-6 [件/m2] 

𝑣𝑓 100 [m/h] 

覚知情報 

シミュレーション 

𝑟 0.5, 0.7, 0.9 1.0 

𝛥𝑡 0.1[h] 

避難行動 

シミュレーション 

𝑣𝑤 2000, 4000※ [m/h] 

𝑇𝑠 0.0, 0.5, 1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0, 3.5, 4.0 [h] 

※避難可能確率の妥当性検証のみ 
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表 4-2 対象とする避難経路及び論文上での表記 

避難経路 必要余裕性 論文上での表記 

最短経路  最短, 最短経路 

P最大経路  P 最大, P 最大経路 

最大余裕経路  M 最大, 最大余裕, 最大余裕経路 

M*-P最大経路 0.2 M*(0.2)-P 最大, M*(0.2)-P 最大経路 

M*-P最大経路 0.5 M*(0.5)-P 最大, M*(0.5)-P 最大経路 

M*-P最大経路 1.0 M*(1.0)-P 最大, M*(1.0)-P 最大経路 

 

 

図 4-7 対象とする避難開始地点と避難場所 
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4.3.3 避難可能確率の妥当性検証 

実市街地では，出火点が建物分布に依存するため，避難可能確率が適切に評価できてい

ることを確認する必要がある．そこで，避難開始地点別に火災遭遇率と避難可能確率の比

較を行った．第 3 章と同様に，避難可能確率は火災遭遇リスクに対する頑健性の指標であ

るため，非火災遭遇率(「1 −火災遭遇率」)との比較を行う．「避難属性」(避難開始地点別・

歩行速度別・覚知確率別・避難経路別)毎に，発見された経路の避難可能確率と非火災遭遇

率に関する散布図を作図し比較した．図 4-8 に避難開始地点別の平均避難可能確率と非火

災遭遇率の関係を示す．各ポイントが避難属性毎の比較結果を表している． 

「中延四丁目」「西大井四丁目」は非常に当てはまりがよい．一方，「西大井一丁目」は

当てはまりが良い分布と非火災遭遇率の方が高くなる 2 傾向が確認できる．「南大井五丁

目」「東大井五丁目」は，非火災遭遇率の方が高く，過大にリスク評価されていることが

わかる．避難可能確率は，連続で無限な領域を仮定としてモデル化されている．「中延四

丁目」「西大井四丁目」のように非耐火建物密度が高い地域では(図 4-7 を参照)，出火点の

候補点(建物の重心)が密に分布しており，また，大きな通行不能領域上を通過する．そのた

め，出火点分布がランダムな分布に近くなり，避難可能確率で非火災遭遇率をよく表せる

と考えられる．一方，「西大井一丁目」における一部の避難属性，「東大井五丁目」「南大

井五丁目」は非耐火建物密度が低い地域であり，比較的小さな通行不能領域が疎らに分布

するため，通行不能領域の境界部分の影響を強く受け，通行不能領域よりも大きな出火警

戒領域を想定してしまい，過大なリスク評価になっていると考えられる． 

 

 
図 4-8 平均避難可能確率と火災遭遇率の関係 
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4.3.4 避難経路の視覚的特徴の考察 

リアルタイム避難シミュレーションにおける 1 ケースを空間情報システム上に可視化し，

避難可能確率最大経路の特徴を観察する．図 4-9 に，「覚知確率=0.5，歩行速度=2000 [m/h]」

のケースにおける，2 時間後の覚知状況に対する避難経路を可視化し，表 4-3 に可視化ケー

スの避難開始地点別・避難経路別の避難可能確率・避難余裕性・経路長を示す．選択され

た避難経路はそれぞれ点線で表しており，その上の二重線が，各町丁目重心(図中人型印)か

ら避難場所(図中旗印)まで，当該避難経路で移動した場合の避難の軌跡である．火災に遭遇

する場合，避難場所に到達する前に二重線が途絶えている． 

 

 

図 4-9 2 時間後の覚知状況における避難経路(覚知確率 r=0.5) 

 

表 4-3 避難開始地点別・避難経路別の避難可能確率，避難余裕性，経路長の比較 

 避難可能確率 避難余裕性 経路長 [m] 

① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ 

中延四丁目 0.30 0.28 0.49 0.50 0.09 Inf※ 0.21 1.02 3467 6367 5336 5560 

西大井四丁目 0.61 0.72 0.75 0.74 2.63 3.81 0.19 1.54 2218 3039 3011 2976 

西大井一丁目 0.68 0.72 0.78 0.78 1.79 1.79 1.65 1.65 1976 4254 3526 3526 

東大井五丁目 0.65 0.93 0.93 0.93 0.08 1.01 1.01 1.01 1700 2197 2197 2197 

南大井五丁目 0.88 0.95 0.95 0.95 0.04 0.04 0.04 0.04 653 1813 1813 1813 

①: 最短経路 ②:最大余裕経路 ③: P 最大経路 ④M*(1.0)-P 最大経路 

※inf : 覚知火災によって経路が閉塞されず，避難余裕性が無限となる場合 

非耐火建物密度 [棟/m2]

避難場所

・最大余裕経路
・P最大経路
・M*(1.0)-P最大経路

・P最大経路，M*(1.0)-P最大経路

・最短経路
・最大余裕経路
・P最大経路
・M*(1.0)-P最大経路

避難の軌跡
避難経路

最大余裕経路

最短経路

P最大経路

M*(1.0)-P最大経路

覚知火災の延焼範囲
未覚知火災の延焼範囲
発生した出火点
将来発生する出火点

避難開始地点

避難場所入口

火災の延焼範囲と出火点

避難の軌跡
避難経路

避難の軌跡
避難経路

避難の軌跡
避難経路

圏域内の避難場所
圏域外の避難場所

≤0.0013
≤0.0029
≤0.0041
≤0.0053
≤0.0072
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1 ケースのみでの可視化であるため，避難可能確率を最大化にした場合でも火災に遭遇

したり，一方，最大余裕経路や最短経路でも避難場所に到達したりと，1 ケースの火災遭遇

の可否は必ずしも避難リスクと一致しない．これが，避難経路の安全性を検証するために

は，モンテカルロ法による検証が必要な理由である．一方，得られた避難経路と覚知火災

や市街地の建物密集との関係を比較する上では，ある程度特徴が見られる． 

a) 避難可能確率最大化による経路選択の特徴 

まず，避難可能確率最大化による経路選択の特徴を観察する．「西大井四丁目」の P 最

大経路及び M*(1.0)-P 最大経路に着目すると，非耐火建物密度が高い地域を避けるように

避難経路が選択されていることがわかる．当然ながら，非耐火建物密度が低い地域を通る

ことで，高い避難可能確率が確保されるためである．一方，「中延四丁目」の P 最大経路

に着目してみると，最短経路では，直近の非耐火建物密度が高い地域をいち早く抜け出し

ている一方，P 最大経路はしばらくの間，高密度な地域を通過していることがわかる．しか

し，P 最大経路では，その後，非常に低密度な地域(品川区役所方面)へ抜ける経路となって

おり，最短経路は高密度な地域を横断するような避難経路になっている． 

「中延四丁目」の避難可能確率(表 4-3)に着目すると，P 最大経路は 0.50，最短経路は 0.30

というように約 0.20 もの差が生じている．道路リンクの始点に到達する時間で，出火警戒

領域の大きさが決定するため，避難経路の後半の方が安全性に大きく寄与するためである．

このように，避難可能確率を最大化するように経路選択することで，避難開始地点から直

後の移動だけでなく，広域的に見て安全に移動するように経路選択がされている． 

b) 必要余裕性の確保による経路選択の特徴 

次に，必要余裕性の確保による経路選択の特徴を観察する．「中延四丁目」「西大井四

丁目」「西大井一丁目」の最大余裕経路に着目すると，覚知火災に対する避難余裕性を確

保するように，覚知火災を中心に非常に大きく迂回した経路が選択されている．一方，非

常に大きな経路長(特に，「中延四丁目」)となってしまっている．逆に，P 最大経路は，覚

知火災の近くを通過することがあり，避難余裕性は 1.0 を大きく下回り余裕の無い経路と

なっている．このように，避難可能確率及び避難余裕性の最大化経路の間には，トレード

オフが生じている．一報，M*(1.0)-P 最大経路はその両者を折衷した経路のように見られる．

M*(1.0)-P 最大経路の避難可能確率は，P 最大経路と差はなく，避難余裕性が 1.0 に近い値

が確保されている． 

以上のように，今回のケースのように比較的早い避難開始時刻で火災延焼が進んでいな

い場合，避難経路の選択猶予があり，必要余裕性を考慮した避難可能確率最大経路におい

て，不完全情報下の避難リスクに対して安全で望ましい経路が選択されていると言える． 
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c) 避難経路規範別の避難可能確率の比較 

図 4-10 から

 

図 4-14 に，各避難開始地点について，避難経路別・覚知確率別の避難開始時刻に対する

平均避難可能確率の推移を示す． 

まず，避難開始時刻と平均避難可能確率の関係について考察する．いずれの避難開始地

点，避難経路においても同様な結果が得られている． 

図 4-10 に着目すると，避難開始時間が遅れるほど避難可能確率は低下するが，覚知確率

が高いほどその傾向は緩やかになっている．特に「覚知確率=1.0」のケースでは，0.5 時間

後から 1.0 時間後を境として増加する傾向がみられる．「覚知確率=1.0」のケースでは，時

間が経過する度に，市街地上に存在する未覚知火災に対して覚知火災が増えるため，未覚

知火災が存在するリスクが低下するためである．「覚知確率=0.9」のケースでは，上記の傾

向が見られないことから，覚知火災の方が上回る状況が発生するためには， 1.0 に近く非

常に高い水準の覚知確率が求められる．以上の結果は，第 3 章の分析結果と同様であり，

不均質な実市街地においても格子状市街地で確認された避難誘導効果が得られることが示

唆される． 

次に，避難経路別の比較を行う．「中延四丁目」「西大井四丁目」「西大井一丁目」にお

いて同様な避難経路間の違いが見られた． 

図 4-10 に着目すると，P 最大経路では，最短経路及び最大余裕経路に対して高い避難可

能確率が得られることがわかる．一方，最大余裕経路は，P 最大経路ほどではないが，最短

経路よりも避難可能確率が高い．これは，覚知火災の発生個所には，火災のリスクが高い

地域となりやすいためである．しかしながら，避難開始時刻が，2 時間以内のような比較的

早い時期には，P 最大経路と比較して避難可能確率が低く，必要以上に大きく迂回した経

路を選択していると言える．一方，両者を折衷した M*-P 最大経路は，必要余裕性を大きく

取るほど，避難開始時刻が早期の段階では P 最大経路と一致し，避難開始時刻が遅れるほ

ど最大余裕経路に漸近していくことがわかる． 
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図 4-10 避難開始時刻に対する平均避難可能確率の推移(中延四丁目) 

 

 

 

 

 

図 4-11 避難開始時刻に対する平均避難可能確率の推移(西大井四丁目) 

 

図 4-12 避難開始時刻に対する平均避難可能確率の推移(西大井一丁目) 
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図 4-13 避難開始時刻に対する平均避難可能確率の推移(東大井五丁目) 

 

図 4-14 避難開始時刻に対する平均避難可能確率の推移(南大井五丁目)  
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4.3.5 避難経路規範別の避難余裕性の比較 

次に，避難経路規範別に避難余裕性の比較を行う． 

図 4-15 から図 4-19 に，避難経路別・覚知確率別の避難開始時刻に対する避難余裕性の

50 パーセンタイル値を示す．「中延四丁目」に着目すると，避難開始の遅れに従い避難余

裕性の低下が見られる．特に，最短経路では，急激に低下しており，1 時間後には 1.0 を下

回っており，余裕の無い避難となっている．覚知確率が高いほど，避難余裕性は小さいが，

得られている経路がより危険になっているわけではなく，覚知確率が高いほど多くの火災

を覚知しているため，より多くの火災に対して余裕を考慮していることを意味している． 

経路間の比較をすると，最大余裕経路では，最短経路や P 最大経路と比較して，非常に

大きな避難余裕性が確保できている． P 最大経路も最短経路と比較すれば避難余裕性が確

保されており，避難余裕性と避難可能確率にはある程度の相関があることが示唆される．

また，M*-P 最大経路の避難余裕性は，避難開始時刻が早い段階では，P 最大経路に近く，

避難開始の遅れに従い P 最大経路の余裕が確保できていないのに対して，M*-P 最大経路

は，必要余裕性に従い，最大余裕経路の避難余裕性に漸近する形で，避難余裕性を確保し

ている．この傾向は，「西大井四丁目」「西大井一丁目」でも同様な傾向が確認できる． 

一方，「東大井五丁目」「南大井五丁目」に着目すると，避難余裕性の 50 パーセンタイ

ル値は無限の値をとっており，平均的に，火災による道路閉塞の制約を受けない避難経路

が選択されており，不燃化された領域の影響が見られる． 

 

 

図 4-15 避難開始時刻に対する避難余裕性の推移(中延四丁目) 
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図 4-16 避難開始時刻に対する避難余裕性の推移(西大井四丁目) 

 

図 4-17 避難開始時刻に対する避難余裕性の推移(西大井一丁目) 

 

図 4-18 避難開始時刻に対する避難余裕性の推移(東大井五丁目) 

 

図 4-19 避難開始時刻に対する避難余裕性の推移(南大井五丁目) 
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4.3.6 避難経路の特徴のまとめ  

本節では，避難経路規範別の避難可能確率及び避難余裕性の特徴について考察した．そ

の結果，以下の知見が得られた． 

・M*-P 最大経路は P 最大経路と最大余裕経路を折衷した経路であり，覚知火災を必要な 

程度だけ迂回しつつ，避難可能確率が高い建物密度が低い地域を通過する経路が選択

される． 

・避難開始時間が早ければ，必要余裕性を確保しても，避難可能確率は損なわれにくい． 

ただし，避難開始時間が遅れる場合，避難余裕性の確保が困難となり，最大余裕経路

が選択され，必要余裕性を確保しない場合と比較して避難可能確率が低くなる． 

・避難可能確率に大きく影響する外的要因は，覚知確率であり，1 に近い十分大きな値で 

ない限り，避難開始時間が遅れるほど避難可能確率低下する傾向がみられる． 

・避難余裕性は，避難開始の遅れとともに低下し，避難余裕性の確保を考慮しない最短

経路では，早期の段階で余裕のない経路が選択される． 

・最大余裕経路を選択することで，早期の段階から最大限の避難余裕性が確保される． 

・P 最大経路と最大余裕経路はともに相関が確認され，P 最大経路でも避難余裕性が，最

大余裕経路でも避難可能確率がある程度確保される． 

・M*-P 最大経路は，避難余裕性が十分に確保できる早期の段階では，避難可能確率の最

大化に重点が置かれ，避難余裕性の確保が困難な避難開始が遅れた段階では，避難余

裕性の確保が優先される，P 最大経路と最大余裕経路の双方のメリットを有した経路

が選択される． 
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4.4 動的更新による火災遭遇リスクの低減効果 

本節では，動的更新による火災遭遇リスクの低減効果を検証するために，避難経路別に

火災遭遇率の比較を行う． 

 

4.4.1 実験の目的 

前章では，火災リスクが均質な格子状市街地を対象として P 最大経路(最短経路)の動的

更新有無による火災遭遇リスクの低減効果を明らかにした．一方，不均質な実市街地にお

いては，最短経路と P 最大経路が異なるほか，避難余裕性の確保による経路選択の違いが

前節によって明らかにされた．特に，避難余裕性の確保を伴う場合，覚知火災に対して大

きく迂回した経路が選択されるため，こうした迂回を逐次行うことでより大回りになるこ

とが懸念される． 

そこで，本節では，誘導経路規範別に動的更新によるシミュレーションを行い，非火災

遭遇率(「1 −火災遭遇率」)を比較することで，動的更新による火災遭遇リスクの低減効果

について，避難経路の特性も踏まえて検証・考察する． 

 

4.4.2 実験条件 

表 4-4 に実験条件を示す．4.3.1 と同様な条件で，避難開始時刻の遅れに伴い避難可能確

率の低下がみられた中延四丁目を対象として実験を行う．本節では，未覚知火災の不確実

性が大きい「覚知確率=0.5」のケースと未覚知火災の不確実性が小さい「覚知確率=1.0」の

ケースを比較することで，覚知確率による影響を考察する． 

 

表 4-4 実験条件 

モデル パラメータ 値 

市街地モデル 

対象圏域 大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域 

𝒙𝒔 中延四丁目 

風速 8 [m/h] 

地震火災 

シミュレーション 

𝜌 3.0×10-6 [件/m2] 

𝑣𝑓 100 [m/h] 

覚知情報 

シミュレーション 

𝑟 0.5, 1.0 

Δt 0.1[h] 

避難行動 

シミュレーション 

𝑣𝑤 2000 [m/h] 

𝑇𝑠 1.0, 2.0, 3.0 [h] 
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4.4.3 動的更新の有無による火災遭遇率の比較 

図 4-20 から図 4-22 に，地震発生 1 時間後に避難開始する場合の避難経路規範別・動的

更新の有無による非火災遭遇率(「1 −火災遭遇率」)の比較を示す．いずれの避難開始時刻・

避難経路規範において，動的更新によって非火災遭遇率は向上しており，動的更新による

火災遭遇リスクの低減効果が確認できる．ただし，覚知確率の違いおよび避難開始時刻に

よって効果の大小が異なる． 

a) 覚知確率による動的更新の効果の違い 

動的更新による火災遭遇リスクの低減効果は覚知確率が低いほど小さい．第一に，動的

更新の有無に依らない要因として，避難開始時期を見逃している可能性が考えられる．覚

知確率が低い場合(本節では「覚知確率=0.5」のケース)，避難開始時には，すでに最遅避難

時刻を迎え避難不能になっている可能性が高い．覚知確率が低いほど，限られた火災よっ

て避難経路が探索されるため，避難経路が発見されやすく，その分，避難開始時期が見逃

されている可能性が高い．第二に，動的更新による経路の変更頻度の違いが考えられる．

覚知火災情報は，一定間隔で更新されるため，その間に新たな火災が覚知されなければ，

避難経路の変更に繋がらない．覚知確率が高い場合，新しい火災が覚知される可能性が高

くなり，毎回の経路更新によって次々に火災の迂回路が探索されていると考えられる．以

上の特徴は，格子状市街地と同様な特徴と言える． 

また，覚知確率が高い場合，動的更新を行うことで，経路規範間における避難成功率の

差異が小さい．動的更新なしの場合において，P 最大経路及び M*-P 最大経路は，最短経路

及び最大余裕経路と比較して，避難成功率が高い．これは，前節の避難可能確率の比較と

同様な結果である．一方，動的更新ありの場合，「覚知確率=0.5」のケースでは，上述と同

様に避難経路規範の間に違いがみられるが，「覚知確率=1.0」のケースではいずれも同程度

(0.96~0.98)の避難成功率を示している．覚知確率が十分高い状態では，火災遭遇リスクの低

減効果に対して，動的更新による火災迂回の寄与が避難経路規範の違いに対して非常に大

きいことが示唆される． 

 

  

(a) 覚知確率=0.5                               (b) 覚知確率=1.0 

図 4-20 動的更新の有無による非火災遭遇率の比較(中延四丁目,避難開始時刻=1[h])  
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b) 避難開始時刻による効果の違い 

次に，避難開始時刻による違いを比較する．図 4-21 ，図 4-22 は，避難開始時刻が 2 時

間後及び 3 時間後の，各経路規範における非火災遭遇率及び避難開始時の避難余裕性を示

している．避難開始時刻が遅くなるほど，前述の避難開始時期を見逃す可能性が高くなる

ため，動的更新の有無に限らず，全体的に非火災遭遇率の低下が見られる．また，動的更

新の効果自体も，避難開始時刻が遅れるほど低下しているようにみえる．特に，覚知確率

が低い場合，避難開始時刻が遅れるほど，市街地上には延焼拡大した未覚知火災が多く存

在するため，いずれかの火災への遭遇可能性は，動的更新のみでは改善できないと考えら

れる．特に，最大余裕経路及び M*-P 最大経路では，避難開始時刻が遅い場合，むしろ動的

更新によって非火災遭遇率の若干の低下がみられる．これは，効果的に火災を回避出来な

いことに加え，避難余裕性の確保のために大回りの経路を選択してしまうためである．た

だし，非常に限定的なものであると考えられ，確保される避難余裕性との天秤にかけると，

「必要余裕性=1.0」程度であれば，M*-P 最大経路を選択しても問題ないと言える． 

 

  

(a) 覚知確率=0.5                               (b) 覚知確率=1.0 

図 4-21 動的更新の有無による非火災遭遇率の比較(中延四丁目,避難開始時刻=2[h]) 

 

  

(a) 覚知確率=0.5                               (b) 覚知確率=1.0 

図 4-22 動的更新の有無による非火災遭遇率の比較(中延四丁目,避難開始時刻=3[h])  
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4.5 小括 

本章では，実市街地におけるリアルタイム動的誘導経路による避難誘導の頑健化(火災遭

遇リスクの低減効果)を検証するために，大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域を

対象としたリアルタイム避難誘導シミュレーションのケーススタディを行い，モンテカル

ロ法による確率的な検証を行った． 

まず，一試行の出火状況及び避難経路を抽出し，GIS 上に可視化することで，視覚的な

特徴について考察した．その結果，P 最大経路では，避難経路全体を俯瞰しつつ建物密度の

高い領域を避け，最大余裕経路では覚知火災を十分に迂回する特徴が確認できた．また，

M*-P 最大経路では，P 最大経路及び最大余裕経路を折衷した特徴がみられた．その後，モ

ンテカルロ法の結果に基づき，避難開始時の各経路における避難可能確率及び避難余裕性

の確率的特徴を把握した． 

最後に，避難経路別・動的更新の有無別に非火災遭遇率の比較を行い，リアルタイム動

的誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果を確認した．一方，避難開始時刻の遅れと共

に，その効果は限定的なものになり，遅い時期の避難開始では高確率で火災に遭遇するこ

とも明らかとなった．また，最大余裕経路及び M*-P 最大経路では，余裕性を確保するよう

に動的更新が行われることで，逆に非火災遭遇率が減少することが確認された．ただし，

その増加量は限定的なものであり，避難余裕性の確保による安全上の意義を考慮すると，

M*-P 最大経路は十分に意義のある経路であることを主張した． 

以上のように，避難誘導経路による火災遭遇リスクの低減効果が明らかになった．特に，

M*-P 最大経路は，未覚知火災の存在及び延焼予測のばらつき双方に対して火災遭遇リスク

の低減効果が期待でき，不完全情報下の避難経路として適切であると言える．ただし，避

難開始時刻を適切に設定しなければその効果は限定的であることも明らかとなった．また，

本モデルでは火災の遭遇によってリスクを評価したが，火災遭遇後も避難を継続すること

で，避難者の安全が確保される可能性については議論しなかった．次章では，上記の安全

確保の議論も踏まえて，適切な避難開始時刻の設定方法について検討する． 
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第5章 最遅避難時刻の不確実性を考慮した避難開始時期決定

モデルによる見逃しリスクに対する頑健化 
 

5.1 本章の目的と構成 

第 2 章では，火災への遭遇リスクを低減することを目的として，避難者の動的避難経路

モデルを構築した．動的避難経路モデルは，避難者が避難開始するときに，避難経路が残

存しているときに有効となるモデルである．シミュレーション実験では，避難開始時期の

遅れに伴い，避難経路が途絶している可能性が高くなる．加えて，避難開始時期が遅れる

につれて，避難誘導の効果が減少する傾向が見られた(最短経路と動的誘導経路モデルの差

が小さい)．したがって，避難経路が途絶する前に，更には，誘導効果が得られる時期に，

避難開始することが非常に重要である．地震火災時に避難開始時期を決定するモデルとし

て，李・増山・梶の一連の研究([増山, 梶 1984] [増山, 梶 1985] [李, 梶 1992])によって，最

遅避難理論が提案されている．最遅避難理論とは，火災延焼による各道路の閉塞時間を所

与として，居住・就業地に最も遅くまで留まることができる避難開始時刻(以下「最遅避難

時刻」)と実現する避難経路で避難する方法である．最遅避難時刻を把握して避難すること

で，初期消火活動や救助活動等の共助活動における見切り限界の確保し，避難時期の見逃

し防止が期待できる． 

しかしながら，不完全情報下では，最遅避難理論に基づく避難は現実には不確実でリス

クの高い避難になることが予想される．覚知火災情報は，火災全体の一部分であるため，

覚知火災情報によって閉塞される道路の制約は緩くなり(より遅い閉塞時刻・より少ない閉

塞道路)，これに基づいて計算される最遅避難時刻は実際の最遅避難時刻よりも遅い時刻が

評価される可能性が高く，正確な把握が困難である．加えて，最遅避難時刻には，すでに

多くの避難経路が途絶した状況にあるため，残されている避難経路は非常に限られている．

そのため，覚知火災情報に基づいて得られる避難経路が上記の限られた残存経路と異なっ

た場合，直ちに逃げ惑いとなる．実際に，第 3 章及び第 4 章のシミュレーション実験では，

避難開始時期が遅い場合には非常に高い確率で火災に遭遇している．以上より，不完全情

報下では，実際の最遅避難時刻を見逃さないこと，そして，実際の最遅避難時刻に対して

十分に余裕時間を考慮して避難開始することに注意し，実際の最遅避難時刻よりも早期に

避難開始時刻を設定する必要がある． 

そこで本章では，不完全情報下において避難場所に到達できる可能性が十分に高い避難

開始時期を決定するモデルとして，(i)最遅避難時刻と避難開始時刻の相対比(以下「最遅避

難時刻比」)による安全に避難が可能である時期(以下「安全避難比」)の決定方法を提案し，

安全避難比となる避難開始時期を見逃さない方策として，(ii)避難者が予め避難開始時刻を

定めておく事前計画避難，(iii)覚知火災情報に基づき見逃し可能性を評価しつつ避難開始時

期を逐次的に決定する勧告避難の 2 つの避難開始時期決定モデルを構築する． 
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本章の構成は次の通りである． 

まず，5.2 節では，本章で想定する避難開始時期のシナリオを示し，避難開始時期の見逃

しを防ぐための避難開始時期モデルの方針を示す．第 2 章で示したシナリオを基本として，

自由避難モデルと呼ぶ火災遭遇後における避難者の自由意思による避難モデルを定義する

ことで，火災への遭遇後も継続する避難によって避難完了の条件を再定義する． 

5.3 節では，十分に安全に避難が可能な避難開始時期について，避難誘導シミュレーショ

ンに基づき最遅避難時刻に対する比率である最遅避難時刻比によって表す方法を示す．避

難誘導シミュレーションに基づいて避難リスクが十分に低い時期について，閾値となるリ

スクを許容リスクと定義し，最遅避難時刻に対する相対的な時期として安全避難比を求め

る方法を示す．またこの時，避難者と出火点パターンの関係を考慮し，避難者にとってよ

り避難困難な出火点パターンを「上側避難」と定義し，上側避難に合わせた避難開始時期

決定を行う． 

5.4 節では，最遅避難時刻の確率分布に基づき予め固定的な避難開始時刻を設定する，「事

前計画避難」の避難開始時期を決定するモデルを構築する．最遅避難時刻を迎えている確

率を「最遅避難閾確率」と定義し，この値が一定の値を満たす避難開始時刻を，最遅避難

時刻の確率分布より抽出する． 

5.5 節では，連結信頼性と呼ばれるネットワーク解析手法を応用し，覚知火災情報に基づ

いて，逐次的に最遅避難時刻の確率を評価し，「最遅避難閾確率」を満たした時に避難開

始を促す勧告避難の避難開始時期を決定するモデルを構築する． 

最後に，5.6 節において，許容リスクを満たすように事前計画避難と勧告避難の最遅避難

閾確率の調整することで，避難開始時刻を遅延化し，避難開始までの猶予時間を最大化す

る方法を提案する． 
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5.2 避難時期を見逃さないための避難開始時期決定方法の枠組み 

 

5.2.1 本章で想定する避難開始時期のシナリオ 

第 2 章では，避難開始時期を固定した避難誘導シナリオを設定した．本章では，第 2 章

で設定したシナリオに避難開始時期を火災状況に対応し逐次変更するシナリオを加える． 

図 5-1 に避難開始時期のシナリオを示す．図中の各軸は，地震火災シナリオ，火災覚知

シナリオ，地震火災・覚知火災シナリオに対する避難のきっかけとなる状況及び避難のき

っかけに対する避難開始時期のシナリオについて，地震発生後の時間推移を示している． 

本研究では，「地震火災の接近」と「避難誘導による促進」のみを避難のきっかけとす

る合理的に避難開始時期を決定する避難者を想定する．避難開始後は，避難場所に到達す

るか避難場所までの経路が途絶えるまで避難を継続する．実際の災害時の避難開始時期は，

当避難者のリスク認知や用事，避難場所との往復等，迫る火災の危険以外の要因が大きく

影響することが知られている([久松, 伯野 1972])．本研究では，こうした個人の主観的判断

には踏み入れず，客観的な火災の危険(「地震火災の接近」)に対してのみ避難のきっかけを

持つ合理的な避難を実施する避難者を想定することで，避難誘導による促進有無を比較す

ることで，本研究の避難開始時期決定モデルの効果を評価することを意図している．また，

第 2 章では，火災に遭遇するまで避難を継続していたが，本章では火災に遭遇した後につ

いて，避難誘導には従わずに自由意思によって避難を継続する「自由避難」を導入する．

自由避難を導入することで，避難場所への到達可能性として避難の頑健性を再定義する．

自由避難については，次項で詳述する． 

避難開始のきっかけには，避難開始地点への火災の接近，潜在的な避難リスク，覚知火

災情報に基づく避難リスクの 3 種類を想定する． 

 

 

図 5-1 避難開始時期のシナリオ 
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第一に，避難者は自身が待機している避難開始地点への火災の接近によって，火災から

逃れるために避難開始する．これを切迫避難と呼ぶ．[熊谷, 岸 1983]では，酒田大火・関東

大震災の避難行動を分析することで，平常時の単一火点の市街地火災，地震時の単一火点

及び複数火点の市街地火災に対する住民が避難を開始する火災との距離(「見切り距離」)に

ついて明らかにしている．見切り距離の平均は，「平常時(酒田大火，118.4[nm])<地震時単

一火点(関東大震災，231.4[nm])<地震時複数火点(関東大震災，312.1[m])」であり，多くの避

難者は複数の火点に囲まれるほど，大きな見切り距離で避難開始している．ただし，いず

れも 100[m]単位の標準偏差を有しており，累積の避難率が 100％になるには 50[m]を切っ

てしまう．したがって，地震火災時の避難の最悪なケースを想定すると，避難開始時期に

関する情報が無い中では，火災が避難者間際まで接近して初めて接近することになり，こ

れに対して，避難誘導効果を評価することが重要である． 

第二に，避難者は，避難開始地点の潜在的な避難リスクに対して予め定めた限界時刻に

よって，自主的に避難開始する．これを事前計画避難と呼ぶ．事前計画避難は，ハザード

マップ等によって住民に周知される避難情報に基づく避難を想定しており，避難開始時期

に関する事前計画の位置づけである．東京都等で提供されている事前的な地震火災の災害

情報は，避難のフローチャートや火災リスク情報，避難路・一次的な避難先・広域避難場

所が中心であり，”いつまでに”という時間的な情報は無く，本研究の事前計画避難はこう

した情報提供の指針となると考えられる． 

第三に，避難者は覚知火災情報に基づく避難リスクが，ある閾値を越えたことによって，

避難勧告に促されるように避難開始する．これを勧告避難と呼ぶ．勧告避難は，行政によ

る呼びかけによる避難であり，覚知火災情報の運用に強く依存する．東京都の各区の地域

防災計画における地震時の避難勧告・指示の基準は不明確である．火災の発生と避難の切

迫性は必ずしも一致するわけではなく，本研究の避難勧告の判断手法が今後の具体的な方

針整備に資することが期待できる． 

本研究では，切迫避難，事前計画避難および勧告避難によって定まる避難開始時刻にお

いて，最も早い時刻で避難開始するものとする．切迫避難は地震火災の出火パターンに応

じて決定し，避難誘導によって制御できない避難開始時期であり，避難誘導を行わない限

り，避難者は火災に遭遇する限界まで留まることを意味している．これに対して，事前計

画避難及び勧告避難による避難誘導によって，避難開始時刻を避難の危険性に応じて早め

ることで，避難者の安全確保が図られる． 
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5.2.2 自由避難モデルによる避難誘導の頑健性の再定義 

第 2 章において，避難誘導時に火災へ遭遇することを避難のリスクとして，避難誘導時

の火災への遭遇しにくさを避難誘導の頑健性と定義した．しかしながら，本定義は誘導支

援者側の視点における「ある時点の火災情報において避難可能であるときに，未覚知火災

への遭遇可能性が低い避難経路」に対する信頼性の評価に過ぎず，避難誘導の対象者(=避

難者)の安全性の検証には至っていない． 

a) 「逃げ惑い」に対する避難誘導の頑健性 

一方，地震火災時の避難誘導に求められることは，避難者が最終的に避難場所に辿り着

けることであり，未覚知火災遭遇後も，避難者が自力で火災を避けながら避難場所に到達

できるなら安全と言える．すなわち，避難誘導によって，避難者が自力で避難場所へ到達

できるような避難場所近辺の比較的安全な領域まで誘導できるならば，これも評価対象と

して考慮する必要がある．そこで，本章では，火災に遭遇した後に継続する自主的な避難

を自由避難と定義し，自由避難も通しても避難場所に到達できない可能性の低さを，避難

誘導の頑健性と再定義する．本研究では，最終的に避難場所までの経路が全て途絶され，

避難場所に到達できない状況を「逃げ惑い」と呼ぶ． 

b) 自由避難モデルの方針 

自由避難のモデル化にあたり，「避難誘導の効果」及び「火災遭遇後の逃げ惑い」を評

価できるようにするため，以下の 2 点に留意する．第一に，避難者が遭遇した火災は，避

難誘導側の覚知火災に加えないことである．本研究において，火災の覚知は避難者と誘導

者の相互の情報伝達も含めて，乱数に基づき外生的に与えられている．したがって，シミ

ュレーション上で遭遇した火災を避難誘導に反映した場合，想定以上の覚知火災を考慮す

ることになってしまう．第二に，避難者が未覚知火災に遭遇した後は，避難誘導よりも非

効率な避難行動であり，かつ，避難誘導の効果を無効にするような非合理的な行動であっ

てはならないことである．そこで，本研究では自由避難を「避難開始以降，最初に火災に

遭遇した後，誘導経路を無視し，これまでに遭遇した閉塞地点及び目前の閉塞地点のみを

避けつつ，最短経路で避難場所まで移動する避難」と定義しモデル化する．避難誘導のよ

うに，避難圏域を俯瞰的にみて火災状況を把握できないまでも，避難者にとって局所的な

火災状況については回避できる避難行動である． 

b) 自由避難モデルの概要と避難完了条件 

図 5-2 に，自由避難モデルの避難過程の模式図を示す．左上の時刻𝑇𝑖  (𝑖 = 1,2,⋯6)は経過

時刻を表している．避難者は，一定の道路距離以内の火災認知範囲(図 5-2 中，赤破線円)に

おける道路の閉塞時刻を認知でき，通行可否判断が可能であるとする．一度認知した道路

閉塞(図 5-2 中，橙色部分)は，避難終了まで記憶するものとする．自由避難へ移行した後(時

刻𝑇1)，認知範囲の道路閉塞を避けた最短経路(以下「自由経路」)で避難場所への移動を開

始する．避難者の移動に対応して災認知範囲は推移し，認知範囲内の道路閉塞に対して最

短経路が更新される(時刻𝑇2, 時刻𝑇 )．避難場所に到着するまで，認知範囲及び自由経路の

更新を続け移動する(時刻𝑇 , 時刻𝑇5)．最終的に，避難場所に到達した場合に避難成功，自

由経路が探索不能となった場合(=避難者から避難場所までの全経路が途絶)に避難不能と

なり，避難を終了する(時刻𝑇6)． 
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図 5-2 自由避難モデルの避難過程 
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5.2.3 避難開始時期の見逃しを防ぐための避難開始時期決定方法の方針 

地震火災時には，最遅避難時刻がひとつの避難限界となることを述べた．加えて，最遅

避難時刻には，多くの経路が途絶されており，不完全情報下において適切な経路で避難す

ることには困難を要する．そのため，最遅避難時刻に残存する経路上のノード以外に移動

した場合，直ちに避難不能となる(ここで言う避難とは，避難場所に到達することである)．

したがって，最遅避難時刻に対して，幾分か早くに避難を開始することが求められる．本

研究では，このような最遅避難時刻に対して前倒しされた，避難の安全上，十分に早い避

難開始時刻を「安全避難開始時刻」と呼ぶ． 

a) 安全避難開始時刻 

安全避難開始時刻は，最遅避難時刻を基準とするため，地震火災の出火パターンに応じ

て異なる．そこで，最遅避難時刻に対する避難開始時刻の相対比(以下「最遅避難時刻比=

避難開始時刻／最遅避難時刻」)を考え，これが十分に安全な比率(以下「安全避難比」)と

なる避難開始時刻をもって，安全避難開始時刻を評価する．本研究では，各モデルのパラ

メータ・避難属性別に様々な避難開始時刻に対してリアルタイム避難誘導シミュレーショ

ン実験し，避難誘導上，十分な安全を示す「許容リスク」に対して，「逃げ惑い」に陥る可

能性が「許容リスク」を満たすような安全避難比を予め導出しておき，リアルタイム避難

誘導において，安全避難比を満たすような避難開始時刻を決定する方法を検討する． 

許容リスクは，避難における生命の安全を規定する重要な指標であるため，慎重に検討

する必要がある．[木村ら 2008]は広域避難時の被災リスクの抑制水準として，平常時に抱

えている不慮の事故による死亡リスク(「人間の一生を 80 年とした時に不慮の事故で死亡

する確率＝約 0.02」)を参考にしている．しかしながら，一度きりの地震火災とこうした生

涯のリスクを比較することの妥当性について疑問が残る．その他の方法として，本研究で

は，本項の c)でも述べるように初期消火活動や救助活動の時間確保を目的とした避難開始

時刻の遅延化を試みるため，こうした活動による減災効果との比較を行うことも考えられ

る．[岡本, 糸井川 2018]は，住民の初期消火活動による地域全体の最遅避難時刻の延長効

果を明らかにするに際し，最遅避難時刻について完全情報を仮定し，初期消火に従事する

消火班個人の最遅避難時刻と延長効果を天秤にかけることで，初期消火活動や出火警戒の

ための見切り時刻の設定方法について検討している．以上，本研究では減災効果にまで立

ち入ることができなかったため，具体的な許容リスクの設定方法については今後の課題と

するが，許容リスクの設定方法の重要性について示しておいた． 

b) 見逃しを防ぐための避難開始時刻の決定方法 

災害時には，避難の開始時期を見逃さないことが重要である．地震火災時においても同

様であり，事前計画避難及び勧告避難によって，安全避難開始時刻を見逃さない方法を検

討する．言い換えると，常に，安全避難比よりも最遅避難時刻比が小さくなるように避難

開始時刻が決定される方法を検討する．しかしながら，不完全情報下では，実際の最遅避

難時刻を確実に把握することは困難であり，最遅避難時刻比も不確実性を有する．そこで，

この最遅避難時刻比が安全避難比よりも大きくなる，すなわち，安全避難開始時刻を見逃

す確率に対して許容値(以下「最遅避難閾確率」)を設定して避難開始時刻を決定する． 

まず，事前計画避難における避難開始時刻決定方法の方針を示す．事前計画避難では，
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最遅避難時刻の確率分布評価に基づき避難開始時刻を設定する．[渋木, 糸井川 2016]は，

ランダムな出火点パターンに対する最遅避難時刻を繰り返し評価するモンテカルロシミュ

レーションを実施し，各地域の最遅避難時刻の期待値を求めている．本研究では，[渋木, 糸

井川 2016]を応用し，最遅避難時刻を迎える確率が「最遅避難閾確率」と等しい時刻に安全

避難比をかけ合わせた時刻を事前計画避難の避難開始時刻として設定する． 

次に，勧告避難における避難開始時刻決定方法の方針を示す．勧告避難では，覚知火災

情報に基づき避難開始時期の判断を行う．本研究では，第 2 章で示した PUSH 型の避難情

報伝達を考える．すなわち，一定間隔の情報更新の中，その時々において勧告する時期か

否かを，リアルタイムで判断する．ここで，モデルの簡便化のために，避難者への情報伝

達時間は考慮せずに，その時期が勧告時期であるかをどのように判断すべきか考える．地

震後の経過時刻に対して，出火点の増加及び延焼拡大が進むことで，ネットワーク上の各

道路が閉塞するため，最遅避難時刻を迎えている確率は増大する．換言すれば，ある時刻

において最遅避難時刻を迎えていない確率は減少するため，避難勧告を発令しなければ，

いずれ上記の確率が一定の値に収束する．この中で，ある時点で避難勧告を発令すべき条

件は，その時点の避難勧告を見送った場合に安全避難開始時刻を見逃してしまうことであ

る．言い換えると，次の判断時刻以降に安全避難開始時刻が存在することである．すなわ

ち，最遅避難時刻が次の時点の時刻を安全避難比で除した値よりも早い時期に存在する確

率を計算すればよい．本研究では，この確率を連結信頼性に基づいて導出する．連結信頼

性とは，ネットワークの信頼性解析の一手法であり，ある OD 間が連結している可能性を

評価する手法である([若林 1989])．最遅避難時刻とは，避難開始地点から避難場所までの

全ての経路が途絶する時刻である．そこで上記で示した将来に覚知火災によって閉塞され

ない経路について連結信頼性を評価するのに十分な数だけ探索し，その全経路が途絶して

いる確率を評価し，その確率がある「最遅避難閾確率」を越えた場合に避難勧告を発令す

る手法を検討する． 

c) 避難開始までの猶予時間の確保を目的とした避難開始時刻の遅延化 

図 5-3 に，図 5-1 のシナリオを基にした避難の見逃しを防ぐための避難開始時期の決定

方針の全体像を示す．地震発生後，時間遅れで出火点が発生していき，これらによってあ

る最遅避難時刻が定まる．しかし，不完全情報下ではこの地震火災シナリオの最遅避難時

刻を把握することは困難である．そこでまず，発災前の平常時の備えとして，シミュレー

ション実験による安全避難比の評価と最遅避難時刻の確率分布に基づいた安全避難開始時

刻の事前評価によって，事前計画避難の避難開始時刻を設定しておく．発災後，時々刻々

と収集される覚知火災情報に基づき，火災覚知シナリオの最遅避難時刻を求めるとともに，

その都度，次点の判断時刻を安全避難比で除した時刻について連結信頼性に基づいて最遅

避難確率の評価を行う．この最遅避難確率が「最遅避難閾確率」を越えたとき，直ちにた

だちに勧告避難を実施する．避難者はこうした事前計画避難・勧告避難によって定められ

た避難開始時刻に従うと同時に，自身に火災が接近した場合，これらを待たずに避難を開

始する． 
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図 5-3 避難の見逃しを防ぐための避難開始時期の決定方針の全体像 
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5.3 許容リスクに基づく安全避難開始時刻の設定 

本節では，事前計画避難及び勧告避難における目標とする避難開始時刻を定める方法と

して，許容される避難リスクに対する避難開始時刻を最遅避難時刻に対する相対比によっ

て定める方法について述べる． 

 

5.3.1 最遅避難時刻比による避難開始時刻の評価 

目標となる避難開始時期は，災害に対する避難の切迫性を考慮して定めることが重要で

ある．地震火災時における避難の切迫性は，出火点の配置によるところが大きく，同じ避

難開始時刻でも避難の切迫性は異なる．特に最遅避難時刻は，地震火災時における避難限

界を与える重要な時刻である．例えば，地震発生 3 時間後において，最遅避難時刻が 2 時

間半後・3 時間後・5 時間後それぞれの場合において，避難の切迫性は以下のように大きく

異なる． 

【地震発生 3 時間後の状況】 

(1) 最遅避難時刻が地震発生 2 時間半後 

既に全経路が途絶しており，避難が不能な状態． 

(2) 最遅避難時刻が地震発生 3 時間後 

避難限界までに猶予はなく，最遅避難理論に基づく経路(複数存在する可能性に注意)が

唯一の避難経路であり，それ以外の経路を選択した場合，直ちに避難が不能となる状態． 

(3) 最遅避難時刻が地震発生 5 時間後 

避難限界まで 2 時間の猶予があり，最遅避難理論に基づく経路以外による経路選択の可

能性が残された状態． 

 

そのため最遅避難時刻を基準に避難開始時刻を定めることで，避難の切迫性を反映させ

た避難開始時刻が得られると考えられる．そこで本研究では，最遅避難時刻に対する避難

開始時刻の相対比(53)によって避難開始時刻を評価する．これを「最遅避難時刻比」と呼ぶ． 

𝑎:=
𝑇𝑠
𝑇𝑙

(53) 

𝑎: 最遅避難時刻比 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 [h] 

𝑇𝑙: 最遅避難時刻 [h] 

 

最遅避難時刻比は 0 以上の値をとり，0 に近いほど最遅避難時刻に対して早期の避難で

あることを意味し，1 に近いほど切迫した避難であることを意味する．特に 1 を超える場

合，最遅避難時刻以降の避難であり，避難不能であることを意味する．すなわち，リアル

タイム避難誘導において，最遅避難時刻比は必ず 1 未満である必要がある． 
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5.3.2 上側避難と下側避難 

出火パターン(出火点の位置と出火時刻の組み合わせ)が及ぼす避難への影響は最遅避難

時刻への切迫性だけではなく，避難開始後の経路選択の制約に対する影響も大きい．図 5-4

に，出火パターンによる避難経路への影響に関する模式図を示す．一つの避難経路を考え

た場合，その経路が途絶する限界時刻は，経路上の各地点の閉塞時刻より通過に要する時

間を引いた時刻を通過までの猶予時間(通過猶予時間)とすると，現在時刻に通過猶予時間

の最小値を足した時刻である．図中の出火パターンでは，左図の場合には火災 A，右図の

場合には火災 B が限界時刻の原因となる火災であるとする．左図の場合では，避難者にと

って後方の火災が避難限界の原因となる．後方の火災(左図，火災 A)に押し出される形で避

難が開始するため，前方の火災による道路閉塞を待たずに避難開始となり，避難者にとっ

て前方が開けた状態の避難が可能とある．一方，右図の場合では，避難者にとって前方の

火災が避難限界となるため火災を横切る避難となる．そのため，避難開始の遅れによって

右図の経路では避難不能になる可能性が高い． 

以上の議論を道路ネットワーク全体に当てはめると，避難者にとって後方の火災を原因

とした最遅避難時刻の場合には，避難者と避難場所の間が開けており，最遅避難時刻に数

多の避難経路が残存することで，避難誘導及び自由避難による経路の軌跡がこうした残存

経路を満たす可能性が高くなると考えられる．一方，後方の火災を原因としない最遅避難

時刻の場合において，原因となる火災に対して最も効率の良い経路を辿る必要があり，避

難誘導及び自由避難による経路の軌跡は，少しでも効率の悪い迂回経路を取った場合に避

難不能となる． 

そこで本研究では，最遅避難時刻の原因となる火災の位置関係に基づき，以下の定義に

よって地震火災シナリオを下側避難及び上側避難として分類する．下側避難とは，𝑑𝑗 < 𝐷

となる全てのノード𝑗について，以下の(54)を満たす出火点の配置である．また，(54)を満た

さない場合，上側避難と定義する． 

𝑇𝑙,𝑗 > 𝑇𝑙 +
𝑑𝑗

𝑣𝑤
(54) 

𝑇𝑙: 避難開始地点の最遅避難時刻 [h] 𝑑𝑗: 避難開始地点から j への最短距離 [m] 

𝑣𝑤: 歩行速度 [m/h] (ただし，延焼速度𝑣𝑓に対して，𝑣𝑤 > 𝑣𝑓) 

𝐷: 避難開始地点の最寄り点を定義するための距離 [m] (本研究では，100 [m]に設定) 

 

 

図 5-4 出火パターンによる避難経路への影響 

避難場所

避難開始時の
火災前線

出火点
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避難者が火災を横切る
出火点の配置

火災A

火災B
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(54)は，避難者が避難開始地点を距離𝐷以内の近傍点へ移動することで，移動先において

最遅避難時刻が延長されることを意味する．歩行速度が延焼速度よりも早い条件の下では，

(54)が満たされるとき，避難開始地点にとって最遅避難の原因となる火災から遠ざかるこ

とが可能である．一方，(54)が満たされないとき，近傍点への移動によって，最遅避難時刻

が変わらないもしくは短縮される．そのため，避難者は，最遅避難の原因となる火災から

遠ざかることが困難な状態の避難が強いられる．ゆえに，上側避難において，下側避難と

同様な余裕を保ちながら避難するためには，より小さな最遅避難時刻比で避難することが

求められる．リアルタイムの状況下ではこうした出火パターンの分類はできないため，以

下の安全避難比の設定及び事前計画避難の確率分布評価において，全て上側避難の試行を

対象として事前評価を行う． 

 

5.3.3 許容リスクに対する安全避難比による安全避難開始時刻の設定 

上側避難における逃げ惑いリスクが十分低いと言える時期に安全避難開始時刻を設定す

る．許容リスク𝑝∗に対して，(55)が成り立つ最遅避難時刻比を安全避難比𝛼𝑠とする． 

𝑝∗ = 𝑃𝑟𝑜𝑏(𝛿𝑠𝑢 = 1|𝑇𝑠 = 𝛼𝑇𝑙 , 𝛿𝑢𝑝 = 1) (55) 

𝛿𝑠𝑢 :避難場所に到達できる場合 1, 避難場所に到達できない場合 0 

𝑇𝑠: 避難開始時刻 [h] 

𝑇𝑙: 全火災に対する最遅避難時刻 [h] 

𝛼: 最遅避難時刻比 (0 ≤ 𝛼 ≤ 1) 

𝛿𝑢𝑝: 上側避難の場合 1, 下側避難の場合 0 

 

ただし，(55)は解析的に求めることは困難であるため，試行毎に最遅避難時刻のみを完全

情報として，最遅避難時刻に対して任意の最遅避難時刻比をかけた時刻を避難開始時刻に

設定し，リアルタイム避難誘導シミュレーション実験を繰り返し実行し，𝛿𝑠𝑢 = 1の確率を

表す避難成功率(6.3.1)をパラメータ・避難経路別・動的更新有無別にテーブル関数化する． 

図 5-5 に安全避難比のイメージを示す． 

 

 

図 5-5 安全避難比のイメージ  

避難経路A

避難経路B

避難経路C

最遅避難時刻比

避難の安全性
(避難成功率)

1.0

避難
不能

最遅避難時刻比が1.0
に近づくほど

避難リスクは増大
1.0を超えたとき，避難不能

0 (＝地震発生時)



5.4 事前リスク評価に基づく事前計画避難時刻 

103 

5.4 事前リスク評価に基づく事前計画避難時刻 

本節では，最遅避難時刻の確率的評価に基づいて，安全避難比を考慮し事前計画避難時

刻を設定する方法について説明する．事前計画避難は，出火パターンに依らず，固定的な

避難開始時刻を設定するため，火災に対する避難リスクの事前評価を行い，そのリスクが

十分低い時期に避難開始時刻を設定することが極めて重要である．そこで本研究では，最

遅避難時刻の確率分布に着目した．[渋木, 糸井川 2016]の手法によって，最遅避難時刻の

確率分布を実験的に得ることで，最遅避難時刻を迎える確率が十分に低い時刻，言い換え

ると，最遅避難閾確率を満たす時刻を特定する．求めた時刻に対して，前節で示した安全

避難比を乗じた値を事前計画避難時刻とすることとする． 

 

5.4.1 シミュレーション実験に基づく最遅避難時刻の確率的評価 

事前計画避難の避難開始時刻には，最遅避難時刻の確率分布に関する事前評価に基づき，

固定的な時刻を設定する．事前計画避難の最遅避難閾確率𝛽に対して，(56)を満たす時刻𝑇∗

を特定する．ここで，下側避難の場合には切迫避難によって経路が断たれる前の避難が可

能であるのに対して，上側避難の場合，最遅避難以外のすべての経路が断たれる時刻であ

るため，上側避難のリスクに焦点を当てることにした． 

事前計画避難の最遅避難閾確率: 𝛽 = 𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑇𝑙 ≤ 𝑇∗|𝛿𝑢𝑝 = 1) (56) 

𝑇𝑙: 全火災に対する最遅避難時刻 

𝛿𝑢𝑝: 上側避難である場合 1，下側避難である場合 0 

 

以上の確率を事前に評価し，テーブル関数化しておくことで，リアルタイム避難誘導時

に値を呼び出して利用する．なお，事前評価では，第 3 章で構築した地震火災シミュレー

ションで生成する出火パターンに対して[金井, 梶 2002]のアルゴリズムを適用し最遅避難

時刻を算出するシミュレーションを繰り返し実行し，最遅避難時刻の確率分布を得た． 

 

5.4.2 最遅避難の確率分布による避難開始時刻の設定 

事前計画避難における避難開始時刻は， (57)によって予め設定しておく． 

𝑇 = 𝛼𝑠(𝑝
∗) ∗ 𝑇𝑙(𝛽) (57) 

𝛼𝑠(𝑝
∗): 上側避難において許容リスク𝑝∗を満たす安全避難比 

𝑇𝑙(𝛽): 上側避難において最遅避難時刻が最遅避難閾確率𝛽を満たす時刻 [h] 

𝑝∗: 許容リスク 

𝛽: 事前計画避難における最遅避難閾確率 
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5.4.3 事前計画避難に期待される避難開始時期の特徴 

図 5-6 事前計画避難の設定によって得られる避難開始時刻に期待できる最遅避難時刻比

の特徴の模式図を示す．固定的に避難開始時刻を定めることで，覚知状況に依存せず，一

定のリスクを担保することが可能である．この時，本モデルによる事前計画避難時刻を設

定することで，許容リスクに応じたリスクを設定できると期待できる．一方，リアルタイ

ムの出火パターンを反映しない固定的な時刻であるため，許容リスク及び最遅避難閾確率

を小さく取ると最遅避難時刻比は 0 の方にシフトし，より早期な避難開始時刻が設定され，

大きな猶予時間の確保が困難になるデメリットも存在すると考えられる． 

 

 

図 5-6 事前計画避難の避難開始時刻に期待できる最遅避難時刻比の特徴 
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5.5 連結信頼性に基づく勧告避難の決定判断 

本節では，信頼性評価手法の一つである連結信頼性を応用し，ある時刻に勧告避難の決

定判断を行う手法を示す． 

 

5.5.1 連結信頼性による最遅避難確率の評価 

最遅避難時刻は，その時点以降で考えうる全ての避難経路が途絶される限界時刻を意味

する．従って，判断時刻において残存する各経路がある時刻までに途絶されている可能性

によって，ある時刻までに最遅避難時刻を迎える可能性を評価できる．そこで，ネットワ

ーク信頼性評価手法の一つである連結信頼性を応用する．連結信頼性とは，ネットワーク

上のリンクにおいて機能障害が確率的に発生すると仮定した時，ある OD 間で機能障害の

影響を受けずに到達可能か確率的に評価するものである([若林 1989])．OD 間にある経路が

存在する条件は，経路を構成する全てのリンクが機能障害を起こしていないことである．

すなわち，連結信頼性は，全ての経路のうち 1 つ以上の経路上で機能障害が起きない確率

として表され，連結信頼度𝑟の厳密解は(58)である． 

𝑟 = 𝐸 [1 −∏(1 − ∏𝑋𝑎

𝑎∈𝑃𝑠

)

𝑁

𝑠=1

] (58) 

𝑃𝑠: s 番目のミニマルパス (OD 間の経路のひとつ) 

N: ミニマルパスの総数 

𝑟: OD 間のリンク信頼度 

𝑎: ミニマルパスを構成するリンク 

𝑋𝑎: 機能障害が発生していない場合 1，発生している場合 0 を取る確率変数 

 ただし，𝐸[𝑋𝑎] = 𝑟𝑎 , 𝑟𝑎はリンク𝑎が機能障害が発生しない確率 

 

地震火災時における機能障害とは，避難者が通過する前に経路が火災によって途絶され

ていることであるため，本研究における各リンクの信頼性は第 2 章で求めた避難可能確率

によって表すことができる．したがって，ミニマルパス上のリンク𝑎が時刻𝑇に通過可能で

ある確率は，(10)及び覚知火災による閉塞を考慮することで(59)で表される． 

𝑟𝑎: = {
𝑝𝑒𝑣𝑎(𝑇𝑗𝑔, 𝑇 + 𝑡𝑠,𝑎 , 𝑎)      𝑇 + 𝑡𝑠,𝑎 < 𝑇𝑝(𝐹𝑟, 𝑎) 

0                                         𝑇 + 𝑡𝑠,𝑎 ≥ 𝑇𝑝(𝐹𝑟, 𝑎)
(59) 

𝑝𝑒𝑣𝑎(𝑇1, 𝑇2, 𝑎): 判断時刻𝑇1，リンク𝑎の始点を𝑇2に通過するときの避難可能確率 

𝑇𝑗𝑔: 判断時刻 [h] 

𝑇: 最遅避難時刻であるか評価する対象時刻 [h] 

𝑡𝑠,𝑎: s 番目のミニマルパス上における𝑎の始点までの移動時間 [h] 

𝑇𝑝(𝐹𝑟, 𝑎): 覚知火災情報𝐹𝑟に対する道路リンク𝑎の閉塞時刻 

 

(59)を(58)における𝑋𝑎の期待値として適用することで，1 − 𝑟は，時刻𝑇までに最遅避難時

刻を迎えている確率を評価できる．本研究では，この確率を「最遅避難確率」と呼ぶ． 
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5.5.2 最遅避難確率に基づく避難勧告の決定判断 

避難勧告の決定判断の指針は，完全情報における安全避難開始時刻(最遅避難時刻に安全

避難比を乗じた時刻)を見逃さないことである．そのためには，避難勧告を見送る場合に，

次回の判断時に安全避難時刻を迎えていないことが条件であるため，次回の判断時刻を基

準として安全避難比を除した時刻に対して最遅避難確率を評価する必要がある．したがっ

て，(59)に対して，𝑎𝑠
−1 ∗次回の判断時刻として最遅避難確率を求めればよい． 

 

5.5.3 避難可能確率の厳密解算出における問題点 

本研究で扱う大規模なネットワークにおいて，(58)の厳密解の算出には以下の 2 つの技

術的な問題が存在する． 

第一に，連結信頼性を評価するには，全経路のうち部分的に別の経路が存在しない経路

(ミニマルパス)を十分な数探索し，その集合(ミニマルパスセット)を構築する必要があるこ

とである．大規模なネットワークには代替となる数多の経路が存在するため，全てのミニ

マルパスをリアルタイムに探索することは困難である．この問題については，連結信頼性

の評価において，信頼度の高い経路から取得していくことで，上位の一部の経路によって

連結信頼性を高精度に評価できることが確認されており，n 番目最短経路探索によって選

定していく方法等が提案されている([中川ら 1996])．この時，信頼性が高くとも類似した

経路を多く採用した場合，(58)において同時に閉塞判定されるミニマルパスが多くなり，結

果，信頼性が低く評価されてしまう問題もあるため，なるべく異なる経路を十分に選択す

る必要がある．そのため，道路リンクの利用回数の制約を設蹴る方法や経路間の類似度に

よって経路を間引く方法，限定ネットワークと呼ばれる代表的なリンクで構築されたネッ

トワーク上で探索する方法([中川ら 1996])等が提案されている．しかしながら，本研究で

は覚知火災による道路閉塞が制約条件として与えられていため，以上のような制限を設け

ることで非常に探索しにくいネットワークとなっている．以上の 3 点，①信頼度の高い経

路を優先的に選択すること，②なるべく異なる経路を十分に選択すること，③制約の強い

ネットワーク下でもミニマルパスを確保することが技術的な重要課題となる．本研究では，

手法の開発途上であるものの，ある程度，上記の問題を解決する手法を開発した． 

第二に，一つのリンクを複数のミニマルパスで重複して利用していることが予想される

ため，(58)を𝑋𝑎について展開したブール演算による確率計算は，多大な計算コストがかか

る．これに対する近似的解法として，[若林 1989]によってさまざまな検討が行われている．

その中でも代表的なものとして，ミニマルパスとミニマルカットそれぞれによる連結信頼

性の近似的評価を行い，採用するミニマルパスおよびミニマルカットの数を増減させ，各

値が交わったときの評価値を利用する交点法([飯田ら 1988])，ミニマルパスセット上のリ

ンクに 0 から 1 のランダムな値を与えて信頼度以下なら通過可能，信頼度以上なら通過不

可とした実験を繰り返し行い，連結信頼度の確率的評価を行うモンテカルロ法([若林 

1989])が知られている．本研究では，通過時刻の制約及び通過時刻によって信頼度が異なる

問題から，ミニマルカットの選択が困難であるため，モンテカルロ法による最遅避難確率

の評価を行う． 
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5.5.4 ミニマルパスセットの構築手法 

前節でも述べたように，本研究では以下の 3 つの課題を解決するミニマルパスセットの

探索手法が必要である． 

①信頼度の高い経路を優先的に選択すること 

②なるべく異なる経路を十分に選択すること 

③制約の強いネットワーク下でもミニマルパスを確保すること 

 

上記の課題に対して，以下の方針に基づきミニマルパスセットの探索手法を検討する． 

①P 最大経路を探索し避難可能確率が高い経路からミニマルパスセットに採用すること 

②避難開始地点及び避難場所からの距離が遠い程経路選択の自由度が増えることから，

距離に応じた使用コストを設け，第 2 第 3 のミニマルパスを探索する際，使用コスト

が一定値以上のリンクから使用不可とすること 

③直前の判断時刻に探索したミニマルパスセットを再利用すること 

 

以上の方針を基に，ミニマルパスセットの探索を勧告判断の度に実施し，それよりも過去

に構築したミニマルパスセットと合成をすることで，一定本数のミニマルパスセットを保

持し続ける手法を開発した．ただし，現在の手法は開

発途上の手法であることは否定できず，最遅避難確率

を評価するのに十分なミニマルパスセットの構築は

保証されていない．しかしながら，本研究の勧告避難

の検証にはある程度耐えうる手法であるため，今回は

本手法を採用し，更なる改良は今後の課題とする． 

 

a) ミニマルパスセット(𝑀𝑝𝑘)の探索 

図 5-7 に k 回目の勧告判断時におけるミニマルパ

スセットの探索フローを示す．使用している記号の説

明は，本文の最後に記載するとともに，本文中にかっ

こ書きで記載しているので参考にされたい． 

本研究では，常に一定本数(𝑁𝑚𝑎𝑥)のミニマルパス

セットの構築を目指すため，既存のセットに追加する

経路数は既存のセット (𝑀𝑝𝑘−1 )の不足数 (𝑁𝑚𝑎𝑥 −

𝑁𝑛−1)とする．ただし，新しい覚知火災情報に基づい

た経路を確保するため，最低本数(𝑁𝑚𝑖𝑛)の探索は必ず

実施する． 

次に，避難開始時刻に次回の判断時刻を安全避難比

で除した時刻(𝑎𝑠
−1 ∗ 𝑇𝑘+1) (以下「評価時刻」)を設定し，

P 最大経路を探索する．探索経路𝑃𝑖の使用コスト(後

述)を各リンクに加算し，使用コストが 1 以上のリン

クを次の探索時に使用不可にする． 

図 5-7 k 回目の勧告判断時における

ミニマルパスセットの構築フロー 

14

i番目のP最大経路 探索
に を追加

探索経路の避難開始時刻を設定

必要経路数 の設定

探索開始

各リンクaに使用コスト
を0に初期化

各リンクaに使用コスト
を加算

使用コストが1以上
のリンクを使用不可

探索終了

が探索可能 ?
F

T

? T:
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以上の過程を，探索本数𝑁を満たすまで，若しくは，探索不可になるまで繰り返す．ただ

し，探索された経路𝑃𝑖の避難可能確率(𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑃𝑖))が過去のミニマルパスセットに含まれる全

経路の避難可能確率(𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑀𝑝𝑘−1))よりが高い場合探索本数を 1 本増加することで，多くの

新しい経路を採用するように工夫した． 

【図 5-7 中の記号】 

𝑁: ミニマルパスの探索本数 

𝑁𝑚𝑎𝑥: 最遅避難確率の推定に必要なミニマルパスの必要本数(定数) 

𝑁𝑚𝑖𝑛: 各勧告判断時に探索するミニマルパスの最低本数(定数) 

𝑁𝑘−1: k 回目の判断時に残存する k-1 回目の勧告判断時におけるミニマルパスセット 

𝑀𝑝𝑘: k 回目の勧告判断におけるミニマルパスセット 

𝑇𝑠: 探索するミニマルパスの避難開始時刻 [h] 

𝑇𝑘+1: k+1 回目の勧告判断時刻 [h] 

𝑃𝑖: i 番目に探索したミニマルパス 

𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑃𝑖): 𝑃𝑖の避難可能確率,  

𝑃𝑒𝑣𝑎(𝑀𝑝𝑘−1): 𝑀𝑝𝑘−1に含まれる経路における避難可能確率の最大値 

 

b) リンクの使用コスト 

リンクの使用コストは，ミニマルパスセットを類似した経路で構成されることを防ぐた

めにリンク別に使用回数を制限することを目的として，ミニマルパスセットを構築する際，

ミニマルパスを 1 経路探索する度に各リンクに加算するコストである．頻繁に利用される

と考えられる避難開始地点及び避難場所に近いリンクほど使用可能回数が多くなるように，

ミニマルパス上の使用可能回数を決定し，その逆数を各リンクへ加算する使用コストとす

る．図 5-8 に各リンクにおける使用可能回数の模式図を示す． 

 

 

図 5-8 ミニマルパスセット探索における各リンクの使用可能回数 

使用可能
回数

経路長

避難経路

前方経路 後方経路中間リンク 安全境界避難開始地点
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本研究では，避難経路上の中間点となる点が存在するリンクを基準に，避難開始地点側

を前方経路，避難場所側を後方経路と定義し，避難開始地点もしくは安全境界から中間リ

ンクまでの経路長さに比例して使用可能回数を設定する．中間リンクの使用回数は 1 回と

し，中間リンクが重複しないミニマルパスセットを構築する．ただし，避難開始地点に接

続するリンクは全て 1 回以上使用することを条件としている．この時，中間リンクに隣接

する経路の使用可能回数を s に対して，リンク𝑎の使用コスト𝐶(𝑎)は(60)で評価する． 

𝐶(𝑎) =

{
 

 = 1                                                           𝑎が中間リンク

= (−{(𝑁 − 𝑢 + 1 − 𝑠) ∗ 𝐿𝑠,𝑎 𝐿𝑓⁄ } + 𝑁 − 𝑢 + 1)
−1
     𝑎が前方経路上

= (−{(𝑁 − 𝑠) ∗ 𝐿𝑎,𝑒 𝐿𝑏⁄ } + 𝑁)
−1
                                    𝑎が後方経路上

(60) 

𝑁: ミニマルパスの探索本数 

u: 避難開始地点に接続するリンク数 

s: 中間リンクに隣接するリンクに許す使用回数 (本研究では 2 回を設定する) 

𝐿𝑓: 前方経路の経路長 ― 前方経路における最後リンクのリンク長 [m]  

𝐿𝑏: 後方経路の経路長 ― 後方経路における最前リンクのリンク長 [m] 

𝐿𝑠,𝑎: 避難開始地点から前方経路におけるリンク𝑎の始点までの経路長 [m] 

𝐿𝑎,𝑒: 後方経路におけるリンク𝑎の終点から安全境界までの経路長 [m] 

エラー! 参照元が見つかりません。 

c) ミニマルパスセットの更新 

a)のミニマルパスセットの構築時において，覚知火災の延焼拡大による道路閉塞時刻の

制約の下では，火災の間に存在する特定のリンクに依存するミニマルパスが多くなる．そ

のため，使用コストによってリンクの使用制限をすることで，本来存在するはずのミニマ

ルパスが発見されにくくなる．そのため，ある勧告判断時に探索した経路のみでは十分な

ミニマルパスを得にくく，最遅避難確率を十分に評価することが難しくなる．本研究では，

根本的にこの問題の解決には至らなかったが，勧告避難を決定するまでの各判断時刻で求

めたミニマルパスセットを蓄積することで，なるべく多くのミニマルパスを確保すること

とした． 

図 5-9 に，勧告避難の決定判断におけるミニマルパスセットの更新フローを示す．まず，

初期のセット(𝑀𝑝0)として地震発生時に火災による道路閉塞が無い状態で，必要本数だけミ

ニマルパスを探索する．この段階では，概ね必要本数を満たすことができる．判断時刻の

度に，直前の判断時刻で求めたミニマルパスセット𝑀𝑝𝑘−1の各ミニマルパスについて，現

在の判断時刻において経路が通過可能か判断を行い，通過不能であればセットから除き，

通過可能であれば，現在の判断時刻・評価時刻に設定した避難開始時刻より避難可能確率

を再計算する．その後，a)のミニマルパスセットの探索手法に基づき，ミニマルパスセット

(𝑀𝑝𝑘)を構築し，𝑀𝑝𝑘に𝑀𝑝𝑘−1を加える．ただし，加える経路数は必要本数を満たすまでと

し，𝑀𝑝𝑘に含まれる経路以外の経路について避難可能確率が高い順に加える．このミニマ

ルセットパスを用いて，次節で紹介するモンテカルロ法によって最遅避難確率(𝑝𝑙)を求め，

最遅避難閾確率と比較して勧告判断を行う．避難勧告を見送る場合，𝑀𝑝𝑘を次の判断時刻

に持ち越し，勧告避難を決定するまで繰り返す． 
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図 5-9 勧告避難の決定判断におけるミニマルパスセットの更新フロー 
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5.5.5 モンテカルロ法による最遅避難確率の評価手法 

連結信頼性の評価方法において，モンテカルロ法による手法が高精度に評価できること

が知られている([若林 1989])．モンテカルロ法による連結信頼性の評価とは，各道路リン

クに 0 から 1 のランダムな値を振り，各リンクの信頼性がこの値よりも低い場合に閉塞す

るという閉塞判定シミュレーションを繰り返し実施し，途絶しないミニマルパスが 1 つ以

上存在する頻度を集計することで連結信頼性を評価する手法である．本研究では，最遅避

難時刻である確率を評価するため全経路が途絶する頻度を集計することになる．先行研究

と異なる点は，異なるミニマルパス上の同一のリンクは，通過時刻が異なれば信頼性(避難

可能確率)が異なる点である．この点に配慮し，モンテカルロ法による最遅避難確率の評価

手法を検討した． 

図 5-10 に最遅避難確率の推定フローを示す．最遅避難確率の推定は，①準備：各リンク

における信頼性の設定，②道路閉塞シミュレーションの反復実験，③頻度確率による最遅

避難確率の評価の順で行われる． 

a)準備：各リンクにおける信頼性の設定 

準備段階として，ミニマルパスセット(𝑀𝑝)を構成する

各経路について，経路上のリンクに避難可能確率を付与

する．これが，本研究における各リンクの信頼性である．

避難可能確率は，勧告判断を実施している時刻を判断時

刻とし，最遅避難確率を評価する時刻にリンクの始点ま

での移動時間を足した時刻を避難開始時刻に設定して

避難可能確率((10))を計算する． 

b) 道路閉塞シミュレーション 

ミニマルパスセットに含まれる各リンクについて，0

から 1 のランダムな値(𝑥𝑎)を付与する．その後，ミニマ

ルパスセットを構成する各経路について，リンクの閉塞

判定を行う．閉塞判定は(61)にて行う． 

𝛿𝑎,𝑠: = {
1        𝑥𝑎 ≤ 𝑟𝑎,𝑠
0        𝑥𝑎 > 𝑟𝑎,𝑠

                                                        (61) 

𝛿𝑎,𝑠: s 番目のミニマルパスについて道路リンク𝑎が閉塞 

していないなら 1，閉塞しているなら 0 

その後(62)によって，全経路の途絶可能性を評価する． 

𝛿 ,𝑖 = ∏(1−∏𝛿𝑎,𝑠
𝑎∈𝑃𝑠

)

𝑀

𝑠=1

                                            (62) 

𝛿 ,𝑖: 全ての経路が途絶している場合 1, 一つ以上途絶

していない場合 0 

𝑃𝑠: s 番目のミニマルパス  

 

図 5-10 モンテカルロ法による

最遅避難確率の推定フロー 

を構成する各経路 について

構成する全リンク について
の無作為な値

全経路の途絶判定

構成する各経路 ついて

最遅避難確率 の評価

15

評価開始

評価
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c) 最遅避難確率の評価 

道路閉塞シミュレーションの反復実験を行った結果に基づき，最遅避難確率を評価する．

最遅避難確率は，全試行回数のうち，全経路が途絶された回数を集計し，その比によって

評価する．本研究における反復回数は十分に値が収束する 4000 回とした． 

𝑝𝑙 =
∑ 𝛿 ,𝑖
𝑁
𝑖=1

𝑁
(63) 

 

5.5.6 勧告避難に期待される避難開始時期の特徴 

図 5-11に勧告避難の決定判断によって得られた避難開始時刻に期待できる最遅避難時刻

比の特徴の模式図を示す．勧告避難では，覚知火災情報に基づく道路ネットワークの閉塞

状況に合わせて逐次的に避難開始時刻を決定するため，最遅避難時刻比の分散は小さくな

ると考えられる．事前計画避難では固定した避難開始時刻が，その時々の火災状況に対し

て早すぎたり遅すぎたりする可能性が考えられるが，覚知火災の状況に合わせる勧告避難

では，覚知確率が高くなるほど安全避難比付近での避難の確実性が高くなると期待できる． 

 

 

図 5-11 勧告避難による避難開始時刻に期待できる最遅避難時刻比の特徴 
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5.6 許容リスクに基づく避難開始時刻の遅延化 

 

5.6.1 避難開始時刻を遅延化する意義 

地震火災時の避難対策として，突発的に発生した地震直後に避難するのではなく，初期

消火・救助活動等の住民による自助共助活動や個人の財産保全，一斉避難による混雑防止

のために十分な時間(以下，準備時間)の確保が必要とされている([建設省建築研究所 1989])．

特に，初期消火活動は，出火点を減少させ，火災による物的被害の軽減・最遅避難時刻の

延長による時間確保に繋がるため非常に重要である．したがって，避難開始時刻をなるべ

く遅い時刻に設定することが必要である．このように準備時間をなるべく確保しつつ，か

つ，安全に避難することが可能な見切り時刻の設定が不可欠である．その見切り時刻の設

定方法として，最遅避難理論が有効であると考えられる． 

しかし，最遅避難理論は全ての火災を覚知し正確に延焼が可能な完全情報下を前提して

いるモデルであり，実際には，リアルタイムでの正確な最遅避難時間の予測は困難である．

また，最遅避難における経路は，残存する最後の経路である可能性が高いため，前述の自

由避難理論のように，自由な避難経路の変更や避難の遅れに対して非常にリスクが高いと

考えられる．そこで，本研究の避難開始時刻決定モデルを用いて最遅避難理論に代わる避

難開始時刻の遅延化について検討する． 

 

5.6.2 許容リスクを所与とした避難開始時刻の遅延化 

本研究の事前計画避難及び勧告避難を応用し，避難開始時刻の遅延化を行う方法を検討

する．本研究では，事前計画避難もしくは勧告避難の最も早い方で避難を行う．したがっ

て，片方の最遅避難閾確率を低くすれば，もう片方による避難開始タイミングに従うこと

はなく，早期に避難が開始される．本研究では，こうした最遅避難閾確率α, βの組み合わ

せを調整し，避難開始時刻が最も遅くなる組み合わせを探索する． 

図 5-12 に避難開始時刻決定の流れを示す．まず，事前評価として，最遅避難時刻の確率

分布及び最遅避難時刻比に対する避難リスクの関係をテーブル関数化する．この時，対象

とするパラメータ・避難規範別に全ケース実

施する必要がある．次に，最遅避難時刻比に

対する避難リスクのテーブル関数から許容

リスクを満たす最遅避難時刻比を取り出し，

これを安全避難比とする．取り出した安全避

難比に対して，α，βのあらゆる組み合わせ

に対してリアルタイム避難誘導のモンテカ

ルロシミュレーションを実施する．許容リス

クを満たすα，βの組み合わせを整理し，そ

の中から避難開始時刻の期待値が最も遅い

組み合わせを採用する． 

  図 5-12 避難開始時刻決定の流れ 

最遅避難時刻の確率分布・
最遅避難時刻比と避難リスクの関係をテーブル関数化

許容リスク を設定

に対する安全避難比 抽出

勧告避難及び事前計画避難の
最遅避難しきい確率 における避難リスクを計算

許容リスク を満たす の組み合わせを抽出

の中から，避難開始時刻の期待値が
最も遅い組み合わせ{ , }を抽出
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5.7 小括 

本章では，避難開始時刻の見逃しを防ぐための避難開始時刻決定モデルについて検討し

た．まず，前章までの避難誘導シナリオについて，切迫避難，事前計画避難及び勧告避難

によって避難開始時刻の逐次変更に関するシナリオを加えた．次に，火災遭遇後の避難誘

導に頼らずに局所的な火災のみを避ける最短経路によって避難を継続する自由避難モデル

を構築し，避難場所への到達可能性によって避難誘導の頑健性を定義した．以上のシナリ

オの下，最遅避難時刻に対する相対的な時刻によって避難開始時刻を評価し安全避難開始

時刻を設定すること，この安全避難開始時刻を見逃さないために，最遅避難時刻に事前評

価に基づく事前計画避難，覚知火災情報を活用した連結信頼性評価に基づく勧告避難によ

って避難開始時刻を決定する方針を示した． 

次に，以上の方針について具体的に定式化を行った．第一に，最遅避難時刻に対する避

難開始時刻を最遅避難時刻比として定義し，避難成功率がある値(許容リスク)を越えると

きの最遅避難時刻比を安全避難比として設定することとした．また，出火パターン(出火点

の位置と出火時刻の組み合わせ)による避難の困難性の違いを指摘し，避難者にとって前方

が開けた下側避難と火災を横切るような避難が強いられる上側避難の 2 つに分類する方法

を示し，上側避難に合わせた安全避難開始時刻の設定の重要性を述べた．第二に，事前計

画避難について，最遅避難時刻の確率分布に関する事前評価に行い，最遅避難閾確率より

も低い頻度で生じる最遅避難時刻の最大値に対して，安全避難比を乗じた時刻で避難開始

時刻を設定する方法を示した．第三に，連結信頼性と最遅避難時刻の関係性を示し，リア

ルタイムのある時刻において最遅避難時刻である確率(最遅避難確率)を評価する手法を開

発するとともに，その確率が最遅避難閾確率を上回る時刻に避難勧告の決定判断を行う方

法を示した．最後に，地震火災時に避難開始までの猶予時間を確保することの必要性を示

し，以上の事前計画避難及び勧告避難を応用した上で，許容リスクを満たすように避難開

始時刻を遅延化する手法について示した． 

地震火災時の最遅避難時刻のふるまい等，解析的に解くことができない値について，シ

ミュレーション実験に基づくテーブル関数を利用する方法を採用した．広く一般的に本研

究を応用する場合，こうしたテーブル関数を用いた値について，そのメカニズムや予測・

推定手法について検討する必要があり，今後の課題とした． 

次章では，本章で構築した避難開始時刻決定モデルによる避難誘導の頑健化を検証する

ために，第 4 章で構築したリアルタイム避難誘導シミュレーションを自由避難および避難

開始時刻の逐次変更による拡張を行い，格子状市街地を対象として避難場所への到達可能

性に基づく評価検証を行う． 
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第6章 避難開始時期決定モデルによる見逃しリスク低減効果の

検証 
 

6.1 本章の目的と構成 

本章では，格子状市街地を対象として避難開始時期決定モデルを適用したリアルタイム

避難誘導シミュレーションを実施し，本モデルによる見逃しリスク低減効果の検証を行う．

はじめに，第 5 章で構築した自由避難による避難継続及び逐次的な避難開始時刻の変更が

行えるように，第 3 章で開発したリアルタイム避難誘導シミュレーションを拡張する．そ

の後，拡張された新しいリアルタイム避難誘導シミュレーションを応用し，避難開始時期

決定モデルで得られる避難開始時刻についてその特徴を分析する．本研究では，許容リス

クを満たすように結果を得るため，避難開始時刻の大小，避難誘導を適用しない場合(切迫

避難のみ)の避難成功率との比較をもって効果の検証を行う． 

本章の構成は以下のとおりである． 

6.2 節において，第 3 章で構築した避難誘導シミュレーションを基に，火災遭遇後も誘導

経路に頼らずに避難を継続させる自由避難モデルと避難開始時期の逐次変更を考慮した拡

張を行う． 

6.3 節では，モンテカルロ法によって見逃しリスクを評価する指標を紹介する．まず，避

難リスクに対する安全性として，避難場所の到達可能性を評価する避難成功率を定義する．

避難開始時刻の評価として，最遅避難時刻比の確率分布と安全避難比の超過率，避難開始

時刻の分位数を定義する． 

格子状市街地を対象として，避難開始時期決定モデルの見逃しリスク低減効果を検証す

る．まず，6.4 節において，実験の条件を示す．本研究では，地震火災のパラメータと避難

のパラメータに対するモデルの感度を評価するに際し，各パラメータに関する基準条件(地

震火災基本ケース・避難基本ケース)を設定し，各ケースよりパラメータを変化させて分析

を行う．次に，避難開始時刻決定モデルの事前評価に関する検証として，事前計画避難の

ための最遅避難時刻の確率分布の評価(6.5 節)，避難開始時刻の目標設定のための安全避難

比の評価(6.6 節)を行う．その後， 6.7 節では，事前計画避難および勧告避難によって定ま

る最遅避難時刻比の度数分布および安全超過率より，各避難方針の特徴を示す．最後に，

6.8 節において，許容リスクを満たす避難開始時刻の遅延化について，事前計画避難及び勧

告避難の結果を二次平面上に可視化し，その結果に基づき，遅延化された避難開始時刻を

評価する． 
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6.2 自由避難によるリアルタイム避難誘導シミュレーションの拡張 

本節では，避難開始時期決定モデルによる見逃しリスクの評価を行うことを目的として，

第 3 章で構築した避難誘導シミュレーションの拡張を行う． 

 

6.2.1 自由避難モデル 

第 3 章では，火災への遭遇によって避難誘導の頑健性を定義していたため，火災遭遇後

の避難継続を想定していなかった．そこで，火災遭遇後において，自由避難に切り替えて

避難行動を継続するように変更した．なお，切迫避難の開始時における避難開始地点への

火災接近は火災への遭遇とはみなさず，切迫避難の開始時の避難経路は動的誘導経路とし，

避難開始後，初めて火災に遭遇した場合に自由避難を実施する．また，避難成功の条件も，

計算終了時に，避難者の位地が避難場所に到達しているか否かで判断するようにした． 

 

6.2.2 火災状況に合わせた避難開始時期の変更 

第 3 章では，シミュレーションの開始時に避難者の避難開始時刻に定数を指定している．

本研究では，火災の接近及び勧告避難の決定判断によって避難開始時刻を逐次的に変更す

るようにする必要がある． 

a) 火災の接近による避難開始時刻(切迫避難) 

火災の接近による避難開始時刻は，避難開始地点に延焼が到達する時刻，避難開始地点

と隣接する各道路リンクの閉塞時刻のうち，最も早い時刻とし，(64)で決定する． 

切迫避難時刻: 𝑇𝑚 = min
𝑗

(𝑇𝑏,𝑠,𝑗 −
𝑙𝑠,𝑓
𝑣𝑤

) (64) 

𝑇𝑏,𝑠,𝑗: 𝑠 ≠ 𝑗の時，避避難開始地点から最寄りノード𝑗への道路リンクの通過不能時刻 [h] 

𝑠 = 𝑗の時，避難開始地点への延焼到達時刻 [h] 

𝑙𝑠,𝑓: 避難開始地点から閉塞箇所までの距離 [m] 

𝑣𝑤: 歩行速度 [m/h] 

 

避難者の初期化において，(65)のように事前計画避難と切迫避難の避難開始時刻のうち

早い方を避難開始時刻に設定することで，切迫避難を反映させる． 

避難開始時刻: 𝑇𝑠 = min(𝑇𝑚, 𝑇 ) (65) 

𝑇𝑚: 切迫避難の避難開始時刻 [h] 

𝑇 : 事前計画避難の避難開始時刻 [h] 

 

b) 勧告避難の決定判断による避難開始時刻の逐次変更 

勧告避難の決定判断は，覚知火災情報の更新に合わせて逐次行われる． 第 5 章で示した

手法で勧告避難の決定判断に対して避難勧告を下した場合(𝛼 ≤ 𝑝𝑙)，避難者が避難開始前で

あれば，避難勧告を下した時刻を避難開始時刻に代入する． 
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6.2.3 避難誘導シミュレーションの流れ 

図 6-1 に，火災遭遇後の自由避難と避難開始時刻の逐次変更を反映した避難誘導シミュ

レーションのフローチャートを示す．なお，本フローチャートは，図 3-3 を基に作成して

おり，火災遭遇後の自由避難(緑太枠・緑塗)及び避難開始時刻の逐次変更(青太枠・青塗)を考慮

している． 

表 6-1 に，避難誘導規範の項目を示す．本シミュレーションでは，避難開始時刻を決定する

ためのパラメータ(許容リスク・最遅避難閾確率)と避難開始後に従う避難経路を設定する必要

がある．ここで，自由避難は，避難開始と同時に避難誘導の避難経路に従わずに，自由意思の

経路で移動することを意味する． 

 

表 6-1 避難誘導規範 

規範カテゴリ 項目 定義 

避難開始時期 

許容リスク 目標とする安全避難開始時刻に対する許容リスク 

事前計画避難の 

最遅避難閾確率 

事前計画避難の避難開始時刻を決定するための 

最遅避難時刻の累積確率の閾値 

1.0 の場合，事前計画避難を実施しない． 

勧告避難の 

最遅避難閾確率 

勧告避難の決定判断を下す最遅避難確率の閾値 

1.0 の場合，勧告避難を実施しない 

避難経路 

選択経路 

覚知火災情報に基づいた避難経路の選択方法 

(自由避難, 最短経路, 最遅避難経路, P 最大経路, 

最大余裕経路 M*-P 最大経路) 

必要余裕性 M*-P 最大経路において確保すべき避難余裕性 

動的更新の有無 避難途上で動的更新する・しない 
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緑太枠・緑塗：火災遭遇後の自由避難の考慮 青太枠・青塗：避難開始時刻の逐次変更の考慮  

図 6-1 自由避難・避難開始時刻の逐次変更を反映した避難誘導シミュレーションの流れ  
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6.3 モンテカルロ法による避難誘導効果の評価指標 

前節で示したリアルタイム避難誘導シミュレーションを複数回実行し，その平均像をモ

ンテカルロ法によって評価する． 

 

6.3.1 避難成功率 

本章では，避難誘導の頑健性を火災遭遇後の有無にかかわらず避難場所に到達できる可

能性まで拡張したため，本研究では(66)に示す避難成功率を評価する． 

避難成功率≔
∑ 𝛿𝑠𝑢 ,𝑖
𝑁
𝑖=1

𝑁
(66) 

𝛿𝑠𝑢 ,𝑖: 避難場所に到達した場合 1, 到達しなかった場合 0 

𝑁: 試行回数 

下添え字の𝑖: 試行番数 

 

6.3.2 最遅避難時刻比 

避難開始時期の見逃しリスクに対する安全性指標として，最遅避難時刻比及び安全比超

過率を定義する．最遅避難時刻比は，最遅避難時刻に対する避難開始時刻の比であり，(67)

で表される． 

最遅避難時刻比 𝑎𝑖 ≔
𝑇𝑠,𝑖
𝑇𝑙,𝑖

(67) 

𝑇𝑠,𝑖: 𝑖番目の試行における避難開始時刻 [h] 

𝑇𝑙,𝑖: 𝑖番目の試行における最遅避難時刻 [h] 

下添え字の𝑖: 試行番数 

 

最遅避難時刻比は最遅避難時刻に対してどの程度早く避難開始するのかを表した指標で

ある．最遅避難時刻比が小さいほど，最遅避難時刻に対して早く避難開始しており，避難

が困難となる時期を見逃さずに安全な避難が可能となることが考えられる．本研究では，

最遅避難時刻比の分布より，避難開始時刻決定モデルを評価する． 

特に，5.3.3 で定義した安全避難比に対して，より大きな最遅避難時刻比で避難した試行

数を集計し，試行回数に対する比(68)として，安全避難比の超過率を評価する． 

安全避難比の超過率 ≔
∑ 𝛿𝑎,𝑖
𝑁
𝑖=1

𝑁
(68) 

𝛿𝑎,𝑖 = {
1      (𝑎𝑖 > 𝑎𝑠)

0     (𝑎𝑖 ≤ 𝑎𝑠)
 

𝑎𝑖: 𝑖番目の試行における最遅避難時刻比 

𝑎𝑠: 安全避難比 

 

特に，𝑎𝑠が 1.0 の時には最遅避難時刻よりも遅い避難開始の可能性を表しており，重要な

値であると考られる． 
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6.3.3 避難開始時刻 

本研究では，避難開始時刻の遅延化効果を評価するために，各シミュレーションによっ

て得られた避難開始時刻の平均像を評価する必要がある．本研究の避難誘導シミュレーシ

ョンには，避難を実施しないケース(切迫避難で火災がいつまでも迫らない場合，避難開始

を待たずに避難不能に陥った場合)が存在する．こうした場合の避難開始時刻は十分大きな

値(999999999)で定義しているため，期待値による評価が望ましくない．そこで，本研究で

は避難開始時刻の中央値(69)を用いて平均像を評価する． 

難開始時刻の中央値(50パーセンタイル値) ≔ {

𝑇𝑠,𝑘     𝑘 ∈ ℕ

𝑇𝑠,⌊𝑘⌋ + 𝑇𝑠,⌈𝑘⌉

2
    𝑘 ∉ ℕ

(69) 

𝑘 =
50

100
∗ 𝑁 

⌊𝑘⌋: 𝑘を越えない最大の整数 

⌈𝑘⌉: 𝑘を越える最小の整数 

𝑇𝑠,𝑘: 全サンプルを昇順にソートしたときの k 番目の値 
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6.4 実験の概要 

 

6.4.1 実験目的 

本章では，本研究の避難開始時刻決定モデルによって設定される避難開始時刻(最遅避難

時刻比)が最遅避難閾確率に従って決定されているのかの検証とその特徴及び避難開始時

刻の遅延化効果について，第 3 章エラー! 参照元が見つかりません。の格子状市街地を対

象として検証する． 

まず，リアルタイム避難誘導の事前計画避難のための最遅避難時刻の確率分布及び最遅

避難時刻比に対する避難成功率の関係についてモンテカルロ法による分析を行う．また，

本分析結果より最遅避難時刻及び安全避難比に関するテーブル関数化を行った上で，避難

誘導シミュレーション実験を行い，モンテカルロ法によって事前計画避難及び勧告避難の

最遅避難時刻比の特徴について分析する．最後に，事前計画避難，勧告避難及びこれらを

組み合わせた避難(以下「リアルタイム避難」)について，避難開始時刻の遅延化効果の評価

を行う． 

 

6.4.2 実験条件 

本章においても，第 3 章と同様にパラメータによる違いに関する比較を行うが，シミュ

レーションの行程が多いこと・実験時間の関係より，基本ケースを設定し，その基本ケー

スから 1 つのパラメータを変化させて比較を行う．本論では，基本的な比較実験を行い詳

細な分析は今後の課題とする． 

表 6-2 に実験ケースとそのパラメータ値を示す．本研究では，地震火災シミュレーショ

ンの基準となるケース(地震火災基本ケース，Case-2)とその他の避難者に関わるパラメータ

(避難基本ケース，Case-7)を基準として，避難場所からの距離(𝒙𝒔)，期待出火件数密度(𝜌)，

延焼速度(𝑣𝑓)，覚知確率(𝑟)，歩行速度(𝑣𝑤)の違いによる特徴の比較を行う． 

まず，基本ケースについて説明する．地震火災基本ケース（Case-2）は地震火災の甚大さ

に関わる比較を実施するため，期待出火件数密度及び延焼速度それぞれの影響が大きくな

り過ぎることで，違いの比較が不可能になることを防ぐために，平均的な地震火災像を想

定し，かつ，避難誘導効果が地震火災の甚大さに対して影響が小さくなり過ぎない程度の

避難行動・覚知情報像を設定した．一方，(避難基本ケース Case-7)は，避難行動や避難誘導

の性能に関わる比較検討するため，より深刻な状況でも機能することが保証された比較で

あることを目的として，甚大な火災状況・低い覚知確率を設定した． 

試行回数は計算結果がモンテカルロ法に耐えうる程度のサンプルを確保と計算時間の制

約のバランスを考え，最遅避難時刻の確率分布は 15000 回，安全避難比の推定は 3000 回，

避難誘導の検証は 2000 回実行した．安全避難比の推定や避難誘導の検証において，計算時

間の都合上，1％や 5％の許容リスクに対してやや少なめの試行回数であり，これによるば

らつき誤差が含まれた結果であることは留意したい． 
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表 6-2 実験ケースとパラメータ 

Case-No 

パラメータ(記号の定義は，表 3-1 を参照) 

市街地モデル 
地震火災 

シミュレーション 

覚知情報 

シミュレーション 

避難行動 

シミュレーション 

対象圏域 𝒙𝒔 𝜌 [件/m2] 𝑣𝑓 [m/h] 𝑟 𝛥𝑡 [h] 𝑣𝑤 [m/h] 

Case-1 格子 3000m 地点 1.5×10-6 60 0.7 0.1 2000 

Case-2 格子 3000m 地点 3.0×10-6 60 0.7 0.1 2000 

Case-3 格子 3000m 地点 4.0×10-6 60 0.7 0.1 2000 

Case-4 格子 3000m 地点 3.0×10-6 30 0.7 0.1 2000 

Case-5 格子 3000m 地点 3.0×10-6 100 0.7 0.1 2000 

Case-6 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.5 0.1 1000 

Case-7 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.5 0.1 2000 

Case-8 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.5 0.1 4000 

Case-9 格子 1000m 地点 4.0×10-6 100 0.5 0.1 2000 

Case-10 格子 2000m 地点 4.0×10-6 100 0.5 0.1 2000 

Case-11 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.6 0.1 2000 

Case-12 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.7 0.1 2000 

Case-13 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.8 0.1 2000 

Case-14 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 0.9 0.1 2000 

Case-15 格子 3000m 地点 4.0×10-6 100 1.0 0.1 2000 

太字：基本ケース(地震火災:Case-2, 市街地覚知情報・避難行動: Case-7)  

赤字：比較対象のパラメータ 
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6.5 事前計画避難のための最遅避難時刻の事前評価 

本節では，実験対象のケースについて，事前計画避難に利用する最遅避難時刻の確率分

布の関する事前評価を行った結果を示す．リアルタイム避難誘導において，如何に最適に

避難開始時刻を決定したとしても，最遅避難時刻よりも遅い分布は得られない．すなわち，

最遅避難時刻は，以降のリアルタイム避難誘導で決定される避難開始時刻の上界(最遅避難

時刻の避難は危険であるため，上限ではない)に存在する時刻である．事前評価として最遅

避難時刻を把握しておくことは，リアルタイム避難誘導の技術的な準備だけでなく，避難

誘導の限界を把握しておく上でも重要である． 

本研究では，本結果をテーブル関数化しておくことで，リアルタイム避難誘導における

避難開始時刻決定の時に呼び出して利用する． 

なお，本分布は市街地全域の分布ではなく，各実験ケースで対象としている避難開始地

点に対して，あらゆる出火パターンによる最遅避難時刻の計算を行った結果であることに

留意したい． 

 

6.5.1 基本ケースの分析 

図 6-2・図 6-3 に，地震火災基本ケース及び避難基本ケースの最遅避難時刻の累積分布を

示す．下側避難と上側避難というように出火パターンに対する避難リスクの構造を大雑把

に 2 つに分けたが，最遅避難時刻分布の明確な違いが確認できた． 

下側避難では，地震発生後直後から最遅避難時刻の存在が確認できる．これは，道路ネ

ットワークの途絶を待たずに避難開始地点付近が避難きっかけになるためである．下側避

難の場合，避難開始地点を中心とした円上に出火点が存在すると，その半径分の延焼が到

達する時間が最遅避難時刻となる．時間経過に伴いこうした円が広がり，その面積に応じ

て最遅避難時刻を迎える可能性が高くなる．そのため，地震発生直後から緩やかに最遅避

難時刻を迎える頻度が上昇する傾向がみられる． 

他方，上側避難では地震発生後，暫くは最遅避難時刻が存在せず，地震火災基本ケース

では約 4 時間後，避難基本ケースでは約 2 時間後に最遅避難時刻を迎え始め，急なカーブ

を描いている．道路ネットワークの中で，避難開始地点と避難場所の接続が途絶されるに

は一定の時間を要し，ある時期を境に急激に断絶されやすくなることを意味している．地

震発生から十分な時間が経過しているため，多くの経路が途絶している中で最遅避難時刻

を迎えることになり，より限られた経路の中避難を強いられる可能性が考えられる． 

以上のように，下側避難と上側避難において，最遅避難時刻という観点のみでもその避

難リスク構造は大きく異なることが示唆された． 
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(a)全体                       (b)累積分布が 0.2 以下にフォーカス 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h] 

図 6-2 地震火災基本ケース(Case-2)における最遅避難時刻の累積分布 

 

 

(a)全体                       (b)累積分布が 0.2 以下にフォーカス 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h] 

図 6-3 避難基本ケース(Case-7)における最遅避難時刻の累積分布 
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6.5.2 各パラメータと最遅避難時刻の関係 

次に，地震火災及び避難のパラメータと最遅避難時刻の平均値の関係について観察する．  

a) 地震火災：期待出火件数密度・延焼速度 

図 6-4・図 6-5 に地震火災基本ケース(Case-2)を基準として，期待出火件数密度及び延焼

速度を変化させたときの最遅避難時刻の推移を示す．期待出火件数密度及び延焼速度が大

きいほど，最遅避難時刻は早くなる傾向がみられる．期待出火件数密度や延焼速度が小さ

い段階では，最遅避難時刻は 50％タイルで 8 時間から 10 時間と比較的遅い時刻であり，

出火や延焼を抑制することの重要性が示唆される． 

期待出火件数密度や延焼速度の増大と共に，上側避難率(全サンプル数のうち上側避難の

サンプルの比率)は増加しているものの，非常に緩やかである．これは，期待出火件数密度

や延焼速度の増大によってネットワークの途絶が加速すると同時に，避難者周辺に火災が

迫る可能性も増加するためであると考えられる． 

 

 

(a)25 パーセンタイル値     (b)50 パーセンタイル値     (c)75 パーセンタイル値 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 1.5, 3.0, 4.0[10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h] 

図 6-4 期待出火件数密度と最遅避難時刻の関係 

 

 

(a)25 パーセンタイル値     (b)50 パーセンタイル値     (c)75 パーセンタイル値 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 30, 60, 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h] 

図 6-5 延焼速度と最遅避難時刻の関係 
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b) 避難：歩行速度・避難場所までの距離 

図 6-6・図 6-7 に避難基本ケース(Case-7)を基準として，歩行速度及び避難場所までの距

離を変化させたときの最遅避難時刻の推移を示す．避難基本ケースは，非常に厳しい火災

状況(𝜌 = 4.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h])を想定しているため，いずれのケースも非常に早くに

最遅避難時刻を迎えている．まず，特出する点は，歩行速度が 1000[m/h]の最遅避難時刻分

布である．歩行速度 1000 [m/h]の場合，0.001 未満ではあるものの最遅避難時刻が負になる

出火パターンが確認された．すなわち，地震と同時に避難を開始しても間に合わないケー

スが上側避難において存在している．歩行速度が 1000[m/h]は延焼速度の 10 倍の速さであ

り，競争的な側面では火災からの退避的には十分な速度に思える．しかしながら，上側避

難のように避難者の前方で火災が発生し，火災の隙間を横切る避難の場合，不十分な速度

であることが示唆される． 

歩行速度の増大や避難場所までの距離の増加によって，最遅避難時刻が遅くなることに

加え，上側避難率の減少傾向がみられる．火災によるネットワークの途絶が激しい状況下

において，これらのパラメータが大きく影響しており，避難者の最寄りに避難場所を設置

すること，要支援者の避難支援が非常に重要であることが示唆される． 

 

 

(a)25 パーセンタイル値     (b)50 パーセンタイル値     (c)75 パーセンタイル値 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 1000, 2000, 3000 [m/h] 

※歩行速度 1000 [m/h]のケースの上側避難において，0.001 未満の頻度で最遅避難時刻が負となる出

火パターンが発生したため，期待値の評価が不可能となっている． 

図 6-6 歩行速度と最遅避難時刻の関係 

 

 

(a)25 パーセンタイル値     (b)50 パーセンタイル値     (c)75 パーセンタイル値 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 1000, 2000, 3000m地点, 𝜌 = 4.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h] 

図 6-7 避難場所までの距離と歩行速度と最遅避難時刻の関係  
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6.6 安全避難比の事前評価 

本節では，実験対象のケースについて，安全避難比の事前評価を行った結果を示す．安

全避難比は，本来はリアルタイム避難誘導で知りえない最遅避難時刻に対して特定の比率

(0.1 から 1.0)で避難開始時刻を設定した上でリアルタイム避難誘導シミュレーションを実

施し，避難成功率を集計することで，最遅避難時刻比に対する避難成功率を整理する．安

全避難比を分析することで，安全避難時刻を特定する技術的な目的とは別に「最遅避難時

刻に対してどの程度早くに避難を開始すべきか」という最遅避難理論の先行研究([金井, 梶 

2002]等)からの問題についても，考察することができる． 

本研究では，この実験結果をテーブル関数化しておくことで，リアルタイム避難誘導に

おける避難開始時刻決定の時に呼び出して利用する． 

 

6.6.1 基本ケースの分析 

図 6-8・図 6-9 に，地震火災基本ケースおよび避難基本ケースにおける，最遅避難時刻比

に対する避難成功率の推移を示す．左から(a) 上側避難，(b)下側避難，(c)全体のサンプルに

対して集計した結果である． 

 

a) 最遅避難時刻比に対する避難成功率の特徴 

最遅避難時刻比が 1.0 に近づくにつれて，避難成功率の低下傾向がみられる．これは，不

完全情報下において，最遅避難時刻付近の避難ほど，経路選択の誤りや経路変更に対する

余裕の無さによって，逃げ惑いに陥る可能性を示唆している． 

この避難成功率の推移より，以下の 3 つの特徴がみられる． 

第一に，最遅避難時刻比が比較的小さいところで，避難成功率が 1.0 から低下しない安

全区間がある．これは，いつでも逃げ惑うことなく避難が可能な時期が存在するというこ

とを意味している．これは，自由避難でも安全区間は存在しており，早期の避難であれば，

避難誘導に頼らずとも自主的な避難によって安全が確保できることを示唆している．一方，

こうした安全区間を過ぎた後は，避難成功率は単調に減少していくため，こうした時期の

うちに避難準備をしておくことが安全上非常に重要である． 

第二に，上側避難と下側避難において，避難成功率が低下し始める最遅避難時刻比が異

なる点である．これは，火災に押し出され道路ネットワークが開けた状態で避難する下側

避難と避難者の前方の道路ネットワークが途絶された状態で避難する上側避難による，避

難の面から見た危険性の違いの表れであると考えられる．地震火災時の不完全情報下にお

いて，下側避難か上側避難かを判断することは困難である．どちらを想定するかによって

避難成功率が著しく変わるため，上側避難と想定することが安全側の対策となると言える． 

第三に，最遅避難時刻比が 1.0 の場合(最遅避難時刻と同時に避難)でも，避難成功率は 0

ではなく，ある程度避難できる可能性が残されている点である．これは，選択した経路が

最遅避難理論を満たす避難経路と一致していることを意味している．そのため，情報を用

いる P 最大経路と自由避難の間で大きな差があり，不完全情報下で不確かな情報でありな

がらも，避難誘導に従うことの重要性を示唆している．  
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(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

下段：「避難成功率≧0.9」にフォーカス 

図 6-8 地震火災基本ケースにおける最遅避難時刻比と避難成功率の関係 

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

下段：「避難成功率≧0.9」にフォーカス 

図 6-9 避難基本ケースにおける最遅避難時刻比と避難成功率の関係 
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b) 許容リスクに対する安全避難比 

a)の議論より，最遅避難時刻に対して避難すべき時期として，避難成功率が 1.0 を保つ区

間から低下し始めたと判断する閾値を考える必要がある．この時の低下量は，ある避難者

にとって逃げ惑う可能性である．この逃げ惑う可能性を許容リスクとして，安全避難比を

計算する．本実験では，断続的に最遅避難時刻比を設定してシミュレーションを実施した

ため，許容リスクと完全一致する最遅避難時刻比は得にくい．そこで，許容リスクを越え

る最遅避難時刻比の最小値と許容リスクを越えない最遅避難時刻比の最大値を用いて，避

難成功率に対する線形補間によって安全避難比を推定した．なお，シミュレーション回数

は 3000 回であり，小さな許容リスクを評価するのに対して限界の試行回数であることか

ら，ある程度の誤差が存在すると許容して議論を進める． 

表 6-3 に，基本ケースにおける許容リスク𝑝∗ = 0.01, 0.05に対する安全避難比を示す．許

容リスクが𝑝∗ = 0.01では 0.38 から 0.57 と幅があり，想定する火災情報・避難者情報・覚知

確率が広く影響していることがわかる．明確な特徴として，2 点確認できる． 

第一に，程度は異なるものの，誘導経路(P 最大経路，P 最大経路+更新)の安全避難比は

自由避難と比較して大きいことであり，許容リスク𝑝∗ = 0.05において顕著である．これは，

リアルタイム避難誘導を実施することで安全避難比を大きく設定することができ，最遅避

難時刻に近い時刻でも避難が可能となることが示唆される．第 3 章・第 4 章において，避

難開始時刻が遅れることで避難成功率の著しい低下が示されたが，避難成功率に避難誘導

の頑健性を拡張したことで，避難誘導の効果がより明確に示されている． 

第二に，上側避難と下側避難で安全避難比に大きな差があることである．許容リスク𝑝∗ =

0.01では 0.07 程度，𝑝∗ = 0.05では 0.1 程度と離れている．最遅避難時刻で表すと，4 時間

後が最遅避難時刻である場合，安全避難比 0.1 は 0.4 時間(24 分)に相当し，これらの区別を

無視することはできない値である．この結果からも，上側避難の危険性が示唆される．ま

た，最遅避難時刻比に対して避難成功率は単調減少するため，上側避難を想定することは，

下側避難の安全避難比を保証することにも繋がる． 

以上のように，許容リスクに対する安全避難比は誘導経路規範や上下避難，火災状況等，

様々なパラメータに影響される．したがって，誘導時の状況や対象となる避難者の属性，

誘導経路に合わせた値を取り出せるように，事前に多くのケースについてシミュレーショ

ンを実施し整理しておくことが重要である． 

 

表 6-3 基本ケースにおける安全避難比 

 許容リスク𝑝∗ = 0.01 許容リスク𝑝∗ = 0.05 

ケース 誘導経路規範 上側避難 下側避難 全体 上側避難 下側避難 全体 

Case-2 

地震火災 

基本ケース 

自由避難 0.44 0.51 0.48 0.61 0.72 0.64 

P最大経路 0.48 0.56 0.50 0.63 0.81 0.68 

P最大経路+更新※ 0.48 0.57 0.50 0.63 0.81 0.68 

Case-7 

避難 

基本ケース 

自由避難 0.38 0.43 0.39 0.49 0.57 0.52 

P最大経路 0.38 0.43 0.39 0.50 0.60 0.53 

P最大経路+更新 0.38 0.44 0.39 0.50 0.63 0.54 

※+更新：避難途上の動的更新を実施  
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6.6.2 各パラメータと安全避難比の関係 

次に，地震火災及び避難のパラメータと安全避難比の関係について観察する． 

a) 地震火災：期待出火件数密度・延焼速度 

図 6-10・図 6-11 に地震火災基本ケース(Case-2)を基準として，期待出火件数密度及び延

焼速度を変化させたときの安全避難比の推移を示す．まず，期待出火件数密度によって，

安全避難比は大きく変わらないことがわかる．一方，延焼速度が大きいほど，安全避難比

が低下する傾向が確認できる．また，いずれも自由避難と誘導避難(P 最大経路，P 最大家

路+動的更新)には差があるものの，動的更新による明確な差は見られない． 

出火点の増加は，火災を迂回する機会が増えるものの，基本ケースの延焼速度=60[m/h]で

は，避難者の歩行速度(2000 [m/h])ならば十分に迂回が可能であることが考えられる．一方，

延焼速度の増大は，迂回する場合に大きな迂回が必要となり，基本ケースの期待出火件数

密度が 3 [10−6件/m2]であり，ある程度高いことから，延焼拡大によって逃げ惑いリスクが

増大し，安全避難比が低下したと考えられる．これらについては十分な検証・解析が必要

であり，今後の重要課題である． 

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 1.5, 3.0, 4.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

図 6-10 期待出火件数密度と安全避難比の関係 

 

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 30, 60, 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

図 6-11 延焼速度と安全避難比の関係  
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b) 避難：歩行速度・避難場所からの距離 

図 6-12・図 6-13 に避難基本ケース(Case-7)を基準として，歩行速度及び避難場所からの

距離を変化させたときの安全避難比の推移を示す．歩行速度の増大・避難場所への接近に

従い，安全避難比の増大傾向が確認できる．歩行速度の増大若しくは避難場所からの距離

の低下は，避難開始後，速やかに避難場所に到達できる可能性を向上させるため，火災へ

の遭遇機会を減らすことが考えられる．加えて，歩行速度の増大によって延焼拡大よりも

より速く立ち回れ，避難場所からの距離が近ければ少しの迂回で避難場所に到達可能であ

ることから，火災への遭遇後も迂回できる可能性が向上し，逃げ惑いの可能性が低くなる

可能性が考えられる． 

𝑣𝑤 = 1000 [m/h]のケース(Case-6)では，最遅避難時刻比が 0.1 以上の範囲では，許容リス

クを満たすことができず，自力で避難ができない障がい者や乳幼児等，避難行動要支援者

の搬送には，最遅避難時刻に関わらず地震発生直後に避難するか 2000 [m/h]以上の歩行速

度を確保する必要があると言える． 

 

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体    

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 1000, 2000, 4000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

𝒗𝒘 = 𝟏𝟎𝟎𝟎 [m/h]のケース(Case-6)では，最遅避難時刻比=0.1 でも許容リスクを満たさなかったため，0 としている． 

図 6-12 歩行速度と安全避難比の関係 

 

 

(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 1000, 2000, 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

図 6-13 避難場所からの距離と安全避難比の関係  
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c) 避難：覚知確率 

図 6-14 に避難基本ケース(Case-7)を基準として，覚知確率を変化させたときの安全避難

比の推移を示す．覚知確率の向上による安全避難比の増大は，ある閾値があると考えられ

る．上側避難に着目すると，動的更新なし(自由避難，P 最大経路)かつ許容リスクが 0.01 の

場合，覚知確率の向上による安全避難比の変化は見られない．一方，動的更新あり(P 最大

経路+動的更新)かつ許容リスクが 0.05 の場合，覚知確率が 0.8 以上において安全避難比の

増大傾向がみられる． 

このことから，不完全情報下において，避難誘導情報による安全性の向上効果には，情

報の充足(覚知確率の向上)と十分な情報の利用機会(動的更新)が必要であることが示唆さ

れる．また，許容リスクを大きくすることで，覚知確率の向上による安全避難比の増大が

確認されることから，避難誘導情報によって緩和できる不完全性の限界を示しており，許

容リスク=0.01 では，動的更新を行わない限り，情報の充足(覚知確率の向上)による不完全

情報下のリスク低減効果に限界が存在していることが示唆される． 

 

 
(a)上側避難            (b)下側避難             (c)全体     

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000[m/h], 𝑟 = 0.5~1.0, 0.1間隔 

図 6-14 覚知確率と安全避難比の関係 

 

c) 安全避難比を大きくする要因に関する考察 

以上の各パラメータと安全避難比の比較より，安全避難比を規定する大きな要因として，

火災遭遇後の迂回しやすさ・速やかに避難場所に到達でき可能性の存在が示唆される．最

遅避難時刻は，ある通過時間を考慮した最早閉塞点によって規定されるため，最早閉塞点

から避難場所側の経路は比較的自由である．すなわち，最早閉塞点を過ぎた後は，火災遭

遇と迂回を繰り返す自由避難によっても避難場所に到達する可能性が残されている． 

したがって，安全避難比を向上させるための重要なポイントは，この最早閉塞点よりも

避難場所側へ速やかに移動できること・通過後の火災遭遇に対して迅速に迂回することで

あると考える．この点は，地震火災のパラメータに対して安全避難比の感度が低いことか

らも示唆され，避難者側のリカバリ力が重要であることが考えられる．本研究では，以上

の考察のような構造の分析まで踏み込むことはできないが，今後の分析課題として残して

おく． 
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6.7 事前計画避難と勧告避難の最遅避難時刻比 

前節までに行った最遅避難時刻の確率分布および安全避難比を事前情報として，任意の

最遅避難閾確率を設定することで，事前計画避難・勧告避難による避難開始時刻決定を伴

うリアルタイム避難誘導シミュレーションを実施する．最遅避難閾確率とは，事前計画避

難・勧告避難それぞれにおいて，ある時刻が安全避難比×最遅避難時刻 [h]を越えていない

か判定を行う閾値である．本節では，事前計画避難と勧告避難それぞれによって決定され

る避難開始時刻が最遅避難閾確率に従った時刻なのか，シミュレーション結果より得られ

た避難開始時刻の最遅避難時刻比に基づき検証・考察を行う．なお，本結果には，切迫避

難による避難開始も含まれていることに留意する． 

 

6.7.1 基本ケースの分析 

まず，基本ケースについて，事前計画避難及び勧告避難それぞれについて，得られた避

難開始時刻の最遅避難時刻比の度数分布と，安全避難比を超過した割合(安全超過率)と最

遅避難閾確率の関係を確認する．ただし，避難開始時刻を決定する際は，6.6 節で求めた上

側避難の安全避難比に基づき避難開始時刻を決定し，安全避難比の超過は，各シミュレー

ション試行が上側避難であった場合は上側避難の安全避難比を，下側避難であった場合は

下側避難の安全避難比を避難開始時刻の最遅避難時刻比が越えたか否かを判定している． 

a) 事前計画避難 

図 6-15・図 6-16 に，ある一つの安全避難比の場合の，地震火災基本ケース及び避難基本

ケースにおける事前計画避難の最遅避難時刻比の相対度数分布と最遅避難閾確率に対する

安全超過率を示す． 

まず，最遅避難時刻比の相対度数に着目する((a)最遅避難時刻比の相対度数(全体))．本グ

ラフは，最遅避難閾確率(β)別に，最遅避難時刻比について 0.1 間隔で相対度数を集計し各

階級の中間値にプロットしたものである．参考として，黒い縦線にて全体サンプルの安全

避難比を示している．最遅避難閾確率が大きくなるほど，安全避難比に対して左(0.0)寄り

から右(1.0)寄りに分布が推移し，広く分布していることが確認できる．事前計画避難は，

固定的な避難開始時刻を最遅避難閾確率に基づき設定される．したがって，切迫避難を除

いて得られる最遅避難時刻比の分子は定数となり，分母の最遅避難時刻が 6.4.2 節の確率分

布に従い与えられる．最遅避難閾確率が低ければ早期に，最遅避難閾確率が高ければ遅く

に避難開始時刻が設定されることから，最遅避難閾確率に応じて左右に分布が推移する． 

また，分布のピークは 2 つ存在し，安全避難比周辺と 0.9~1.0 の階級である．最遅避難閾

確率を大きくすることで，全体の分布が 0.9~1.0 の階級へ集中していく様子が確認できる．

また，この傾向は地震火災基本ケースよりも避難基本ケースの方が強い．これは，安全避

難比の設定値が影響していると考えられる．安全避難比が大きいほど，固定的な避難開始

時刻が遅くに設定される．加えて，本研究では火災の接近によって避難開始する切迫避難

が存在する．そのため，安全避難比が 1.0 よりも十分に低い場合には，概ね最遅避難時刻よ

りも手前に避難開始時刻が決定されると考えられる．以上をまとめると，最遅避難閾確率

が大きい程，安全避難比を超過するように分布が推移するものの，安全避難比が 1.0 より
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も十分に低い場合には切迫避難によって最遅避難時刻には避難開始が実行されることが，

事前計画避難における最遅避難時刻比の分布の特徴である． 

次に，最遅避難閾確率に対する安全超過率((b)安全超過率)に着目する．本研究では，安全

避難比の設定および使用する最遅避難時刻分布は上側避難の値を採用しているため，上側

避難において最遅避難閾確率と安全超過率はおおむね一致している．避難開始時刻は判断

間隔(0.1 [h])で行われ，少数部分は切り捨てられるため，幾分か安全寄りに分布している．

一方，上側避難の場合，下側避難の安全避難比よりも設定された安全避難比は低いものの，

上側避難の最遅避難時刻分布は下側避難よりも遅い時刻に分布するため，安全超過率は最

遅避難閾確率よりも高くなる． 

以上のように，事前計画避難は固定的な避難開始時刻という特性上，最遅避難時刻の確

率分布に依存して，避難開始時刻の最遅避難時刻比の分布が決定される．事前に評価した

同一の分布で設定するため，対象の出火パターン(上側避難)に対しては遅避難閾確率が正

確に機能する一方，対象外の出火パターン(下側避難)の構造は安全側又は危険側に振れて

しまう欠点が存在する． 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)              (b)安全超過率 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7  

図 6-15 地震火災基本ケースにおける事前計画避難の最遅避難時刻比 

 

 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5  

図 6-16 避難基本ケースにおける事前計画避難の最遅避難時刻比  
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b) 勧告避難 

図 6-17・図 6-18 に，ある一つの安全避難比の場合の，地震火災基本ケース及び避難基本

ケースにおける勧告避難の最遅避難時刻比の相対度数と最遅避難閾確率に対する安全超過

率を示す．グラフの詳細は事前計画避難と同様であるため，前述を参照されたい． 

勧告避難の最遅避難時刻比の特徴は，事前計画避難のそれとは明確に異なる． 

まず，最遅避難時刻比の相対度数に着目する．勧告避難の最遅避難時刻比の分布の特徴

は，大きなピークが 1 つ存在しその周辺に比較的狭く分布を形成している．最遅避難閾確

率が大きくなるほど右(1.0)寄りに推移するが，最遅避難閾確率が 0.5 前後において安全避

難比の周辺にピークが集中している．勧告避難は，覚知火災情報に応じた確率評価によっ

て避難開始時刻が決定されるため，避難開始時刻は出火・覚知パターンに応じて異なる．

そのため，正確に最遅避難確率の評価をすることができれば，最遅避難時刻に追従して避

難開始時刻が決定される．最遅避難時刻比のばらつきは，未覚知火災の不確実性によるも

のに限定されるため，分布形状はピークを中心に狭く分布するわけである． 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)              (b)安全超過率 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

図 6-17 地震火災基本ケースにおける勧告避難の最遅避難時刻比 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)              (b)安全超過率 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

図 6-18 避難基本ケースにおける勧告避難の最遅避難時刻比 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2

相
対
度
数

最遅避難時刻比

α=0.05

α=0.1

α=0.2

α=0.3

α=0.4

α=0.5

α=0.6

α=0.7

α=0.8

α=0.9
安全避難比

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

安
全
超
過
率

最遅避難閾確率 (勧告避難 α)

全体

下側避難

上側避難

y=x

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2

相
対
度
数

最遅避難時刻比

α=0.05

α=0.1

α=0.2

α=0.3

α=0.4

α=0.5

α=0.6

α=0.7

α=0.8

α=0.9
安全避難比

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1

安
全
超
過
率

最遅避難閾確率 (勧告避難 α)

全体

下側避難

上側避難

y=x



6.7 事前計画避難と勧告避難の最遅避難時刻比 

137 

以上の考察では，事前計画避難よりも勧告避難の方が優れているように思われるが，勧

告避難においても問題は存在する．最遅避難閾確率に対する安全超過率(各図の(b)安全超過

率)に着目する．事前計画避難と比較して，対角線上から外れて分布していることがわかる．

勧告避難の問題点は，最遅避難確率を評価する際の連結信頼性の確率評価における技術的

な精度に影響することである．本研究の手法では，2 つの誤差要因が考えられる．1 つ目は，

ミニマルパスの探索精度である．本研究では，多様かつ十分な本数のミニマルパスの選択

が保証されていなく，不足している場合，連結信頼性は過少評価される．2 つ目は，信頼性

に用いている避難可能確率は覚知火災による道路閉塞時間の影響やリンク間の接続部分の

影響が考慮されていないことである．これにより，信頼性と実際の閉塞確率に誤差が存在

する可能性は否定できない．なお，下側避難において安全側に寄っている原因は，上側避

難の安全避難比に合わせているためで，最遅避難確率の評価手法の技術的問題とは直接関

係しないと思われる． 

以上のように，解決すべき技術的な課題は大きいものの，勧告避難によって覚知火災情

報に合わせたばらつきの少ない避難開始時刻の設定が可能となると示唆される．また，最

遅避難確率の評価手法の特性について十分に分析・理解した上で使用することで，上記の

問題が緩和されると思われる． 
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6.7.2 避難開始時刻決定の適用範囲の問題 -安全避難比が 1.0 に近い場合の影響- 

ここで，本手法による避難開始時刻の決定手法の問題点を 1 つ説明する．安全避難比は，

最遅避難時刻に対して余裕を持たせて避難開始するための一指標に過ぎないため，避難開

始時刻比が安全避難比を越えた避難であっても，出火パターンによっては安全に避難可能

である．しかし，避難開始時刻比が 1.0 を超えた場合は例外である．避難開始時刻比が 1.0

を超えることは最遅避難時刻を見逃して直ちに避難不能になることである．安全避難比を

1.0 に設定した場合，最遅避難閾確率が被災確率に相当してしまい，本研究の避難開始時刻

決定は適用できない．一部にて，こうしたケースが見られたため，本項にて紹介する． 

図 6-19・図 6-20 事前計画避難・勧告避難それぞれについて，安全避難比が 1.0 に近いケ

ースの最遅避難時刻比の相対度数分布と安全超過率を示す．それぞれ安全避難比が 0.9 で

あり，1.0 に近い安全避難比である．事前計画避難では，前項で紹介したケースと同様，最

遅避難閾確率に応じて左右にシフトしている．大きく異なる点は，最遅避難閾確率が大き

いほど，1.05 の相対度数高くなっていることである(実際にはこれ以降にも分布している)． 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)              (b)安全超過率 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 1.0 

図 6-19 「安全避難比＝0.9」における事前計画避難の最遅避難時刻比 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)              (b)安全超過率 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 1.0 

図 6-20 「安全避難比＝0.9」における勧告避難の最遅避難時刻比 
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同ケースにおける勧告避難については，超過している分布は少ない．(b)安全超過率に着目

すると，最遅避難閾確率と安全超過率の対角線を大きく下回っており，最遅避難確率の評

価があまり機能していないと思われる．しかしながら，それでもわずかに避難開始時刻比

が 1.0 を超えている． 

図 6-21 は，最遅避難閾確率に対する最遅避難時刻の見逃し率(最遅避難時刻比が 1 を超

えたサンプル数の比率)の推移を示す．左図のケースは，覚知確率が 1.0 のケースである．

安全避難比が 1.0 に近いほど，最遅避難閾確率の上昇に対して，最遅避難時刻の見逃し率

が増大していることが確認できる．この傾向は，事前計画避難において顕著であるが，勧

告避難でもややみられる．覚知確率が 1.0 の場合，多くの火災を覚知しているため，ミニマ

ルパスの探索が困難であり十分なミニマルパスが得られていない可能性がある．一方，安

全避難比が 1.0 に近い場合，近い未来の最遅避難確率を評価するため，勧告判断を見送る

可能性が高く，見送り続けた結果，最遅避難時刻を迎えたというサンプルも存在したので

はないかと考えられる．右図は，1000m 地点から避難開始するケースである．本来，避難

リスクは比較的低く，前節までの分析においても，上側避難率が低く安全避難比を大きく

取れるケースである．また，覚知確率も 0.5 であるため，ミニマルパスは十分に探索でき最

遅避難確率もある程度良く評価ができているケースである．しかし，最遅避難閾確率の上

昇と共に，事前計画避難・勧告避難共に最遅避難時刻の見逃し率が上昇している． 

以上，本モデルの適用範囲に関する問題として，安全避難比が 1.0 に近いケースの最遅

避難時刻の見逃し可能性について指摘した．この問題は，不完全情報下である特定の時刻

における避難開始を目標とするのに付随する不確実性とも考えられる．こうしたケースに

おいては，本研究手法による避難開始時刻決定を行う場合，最遅避難閾確率を十分に低い

値を設定するか，安全避難比の設定に上限を設ける必要がある．もともと安全性が高いケ

ースが多く，安全避難比を実際よりも低く設定したとしてもある程度避難開始までの猶予

時間を確保されやすいことが予想される．この問題については，不完全情報下の避難誘導

の限界であることを示すとともに，今後の研究課題として残すとする． 

 

 

左図のケース：𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 1.0 

右図のケース：𝑥𝑠 = 1000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

図 6-21 最遅避難閾確率に対する最遅避難時刻の見逃し率の推移 
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6.8 許容リスクに基づく避難開始時刻の遅延化評価 

本節では，許容リスクを満たす避難開始時刻の遅延化について効果検証を行う．まず，

基本ケースを対象として，遅延化された避難開始時刻の推定過程を示し，その後，各パラ

メータと遅延化された避難開始時刻の関係について検証・考察する． 

 

6.8.1 マップによる許容リスクを満たす避難開始時刻の特定 

図 6-22 に事前計画避難・勧告避難の最遅避難閾確率の組み合わせに対する避難開始時刻

－避難成功率マップを示す．まず，許容リスクを満たす事前計画避難・勧告避難の最遅避

難閾確率の組み合わせ{𝛼, 𝛽}についてリアルタイム避難誘導シミュレーションを実施し，モ

ンテカルロ法によって各組合せに対する避難開始時刻の中央値及び避難成功率を算出した．

本マップでは，各ブロックがある{𝛼, 𝛽}に対する避難開始時刻・避難成功率を表している．

ただし，𝛼 = 1, 𝛽 < 1のブロック(青色枠内)は切迫避難+事前計画避難を，𝛼 < 1, 𝛽 = 1のブ

ロック(緑色枠内)は切迫避難+勧告避難を，𝛼 = 1, 𝛽 = 1のブロック(黒太枠内)は避難誘導に

よる避難開始時刻決定は行わない切迫避難のみの避難を表している．図のように，避難成

功率をカラースケールによって表すことで許容リスクが満たされる{𝛼∗, 𝛽∗}について一目

で確認できる． 

許容リスクが満たされる{𝛼∗, 𝛽∗}についてはブロックの縁を黒枠で表している．最遅避難

閾確率が大きいほど避難開始時刻は遅くなるため，黒枠ブロックとそれ以外のブロックの

境界に避難開始時刻を遅延化する{𝛼∗, 𝛽∗}の組み合わせが配置されている．図 6-22 の例で

は，{𝛼∗, 𝛽∗} = {1.0,0.5}, {0.9,0.5}, {0.6,0.7}, {0.7,0.8}, {0.6,0.9}, {0.6,1.0}が遅延化した組み合わ

せである．この組み合わせより，事前計画避難のみに従う場合，{𝛼∗, 𝛽∗} = {1.0,0.5}，避難

開始時刻=3.5 [h]となり，勧告避難のみに従う場合{𝛼∗, 𝛽∗} = {0.6,1.0}，避難開始時刻=3.5[h]，

事前計画避難・勧告避難を組み合わせる場合(以下「リアルタイム避難」)，{𝛼∗, 𝛽∗} = {0.7,0.7}，

避難開始時刻=3.8[h]となる．図中のケースの場合，両者を組み合わせたリアルタイム避難

が最も遅延化させることがわかる． 

 

図 6-22 避難開始時刻－避難成功率マップ 
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6.8.2 基本ケースの分析 

まず，基本ケースについて，避難開始時刻・避難成功率マップについて確認する． 

a) 地震火災基本ケース 

図 6-23 に地震火災基本ケースの許容リスク=0.05 における避難開始時刻・避難成功率マ

ップを示す．まず，切迫避難のみ({𝛼 = 1.0, 𝛽 = 1.0})では，避難成功率は 0.5 以下である．

切迫避難は火災が接近するまで避難開始しないため，事前計画避難もしくは勧告避難によ

って避難開始させることが必要であり，地震火災の延焼拡大に対して見切りを考慮しなが

ら避難体制の重要性が示唆される．許容リスクを満たす{𝛼∗, 𝛽∗}の組み合わせは，事前計画

避難と勧告避難の間に対称性が確認できる． 

許容リスクを満たす{𝛼∗, 𝛽∗}の組み合わせは，𝛼 + 𝛽 ≅ 定数の上に存在している．これは，

事前計画避難と勧告避難それぞれが見逃してしまう出火パターンを互いに補うことで， 

 

 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7, 許容リスク=0.05 

図 6-23 地震火災基本ケースにおける避難開始時刻－避難成功率マップ  
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高い最遅避難閾確率で避難成功率を満たされることを意味している．一方，{𝛼∗, 𝛽∗}を満た

す組み合わせにおいて，避難開始時刻が遅くなる組み合わせは事前計画避難に寄っている

(勧告避難の最遅避難閾確率が高い)．すなわち，事前計画避難における最遅避難閾確率を低

く設定し，事前計画による自主的な避難をより安全側に設定し，補助として高い最遅避難

閾確率で勧告避難を設定する状態が，避難開始時刻を遅延化することに寄与していると言

える．すなわち，本ケースでは，より確実に安全避難開始時刻を迎えていることが確認で

きる(最遅避難確率が高い)状態で，避難勧告による避難開始の決定を下すことが重要であ

ることが示唆される． 

図 6-24 に避難開始時刻・避難成功率マップより求めた許容リスクに対する避難開始時刻

を示す．左図に「許容リスク=0.01」，右図には「許容リスク=0.05」のケースについて，誘

導経路規範別に最遅避難時刻(黒線)，安全避難開始時刻(赤線)，事前計画避難(青線)，勧告

避難(緑線)，事前計画避難と勧告避難を組み合わせた避難(リアルタイム避難，橙線)につい

て，避難開始時刻の中央値をプロットしている．ただし，勧告避難・事前計画避難・リア

ルタイム避難は，許容リスクを越える組み合わせのうち中央値が最小な避難開始時刻と許

容リスクを越えない組み合わせのうち中央値が最大な避難開始時刻より，線形補間によっ

て求めている．勧告避難・事前計画避難・リアルタイム避難のいずれかにおいて，安全避

難開始時刻と殆ど同時刻がそれ以降に避難誘導による避難開始時刻がプロットされており，

許容リスクを満たすように安全避難開始時刻が実現化されている．勧告避難に着目すると，

安全避難時刻に対して，0.1~0.3 [h]ほど早く避難開始時刻が設定されている．前述の通り，

本ケースでは，避難開始時刻の遅延化への寄与は事前計画避難が大きく，勧告避難は補助

的な効果であるため，勧告避難のみでは遅延化が上手く実施されなかったと推察できる． 

 

 

(a)許容リスク=0.01                      (b)許容リスク=0.05 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

図 6-24 地震火災基本ケースにおける許容リスクを満たす避難開始時刻 
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b) 避難基本ケース 

図 6-25 避難基本ケースの許容リスク=0.05 における避難開始時刻・避難成功率マップを

示す．本ケースは，地震火災基本ケースとは異なり，許容リスクを満たす{𝛼∗, 𝛽∗}は，「𝛼 =

0.6」または「𝛽 = 0.5」となるプロット上に存在する．これは，事前計画避難・勧告避難が

互いを補う関係にないことを意味している．避難基本ケースは，覚知確率が 0.5 と比較的

に低く覚知火災情報による影響が小さいため，最遅避難確率の計算に用いられるミニマル

パスセットが毎回同様である可能性が高く，情報が無い状態での避難開始時刻の決定とあ

まり変わらないと推察される．すなわち，リアルタイムのタイミングで事前避難計画と同

様な特性の避難開始時刻を算出していることが示唆される． 

 

 

𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5, 許容リスク=0.05 

図 6-25 避難基本ケースにおける避難開始時刻－避難成功率マップ  
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図 6-26に避難基本ケースにおける許容リスクを満たす避難開始時刻をプロットした図を

示す．いずれの許容リスクにおいても，安全避難開始時刻よりも早期のタイミングで事前

計画避難・勧告避難・リアルタイム避難の避難開始時刻がプロットされている．許容リス

クが 0.05 ではその程度が低くなっており，安全避難開始時刻と同時刻に避難開始時刻が設

定されている． 

 

以上のように，事前計画避難・勧告避難・これらを組み合わせたリアルタイム避難によ

って，避難開始時刻の遅延化が図られる．ただし，その上限には安全避難開始時刻があり，

いかに安全避難開始時刻に近づけるように最遅避難閾確率を設定するかが鍵である．最遅

避難閾確率の組み合わせは，固定的な事前計画避難に対して，その時の覚知火災情報を考

慮した勧告避難によって補助的に避難開始時刻が逐次変更されることが重要である．避難

基本ケースのように覚知確率が低いケースでは，最遅避難確率の計算時に覚知火災情報の

影響がほとんど反映されないため，事前計画避難のように殆ど固定的な避難開始時刻にな

ってしまっている(すなわち，毎回同様なミニマルパスセットに基づき最遅避難確率を計算)

可能性が高く，事前計画避難を補助する関係となっていないことが示唆される．地震火災

状況・覚知状況に応じて避難開始時刻の特性は異なるため，避難開始時刻・避難成功率マ

ップで確認することが大切である． 

 

 

(a)許容リスク=0.01                      (b)許容リスク=0.05 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

図 6-26 避難基本ケースにおける許容リスクを満たす避難開始時刻 
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6.8.3 各パラメータと避難開始時刻の関係 

次に，地震火災及び避難のパラメータと許容リスクを満たす避難開始時刻の関係につい

て観察する． 

a) 地震火災：期待出火件数密度・延焼速度 

図 6-27・図 6-28 に，期待出火件数密度及び延焼速度と許容リスクを満たす避難開始時刻

の関係を示す．期待出火件数密度及び延焼速度が大きくなるほど，最遅避難時刻及び安全

避難開始時刻の低下に従い，各避難方針による避難開始時刻も低下している．一方，各避

難方針において安全避難開始時刻付近での避難開始が実現している．ただし，勧告避難は

やや早期に避難開始時刻が設定されている．事前計画避難を軸として避難開始時刻の決定

体制を整える必要がある．この傾向は地震火災のパラメータによる変動はあまり見られな

かった．ただし，地震火災リスクの増大に対して切迫避難における避難不能率の増大は顕

著であり，事前計画避難・勧告避難による避難開始時刻の決定体制の重要性も増大すると

示唆される． 

 

 

(a)自由避難           (b)P最大経路         (c)P最大経路+動的更新 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 1.5, 3.0, 4.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 60 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

図 6-27 期待出火件数密度と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係 

 

 

(a)自由避難           (b)P最大経路         (c)P最大経路+動的更新 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 3.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 30, 60, 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.7 

図 6-28 延焼速度と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係  
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b) 避難：歩行速度・避難場所までの距離 

図 6-29・図 6-30 に，歩行速度及び避難場所までの距離と許容リスクを満たす避難開始時

刻の関係を示す．歩行速度の低下・避難場所までの距離の減少に対して，最遅避難時刻及

び安全避難開始時刻の低下に従い，各避難方針による避難開始時刻も低下している．許容

リスクを満たす避難開始時刻は，避難場所までの距離が 1000[m]のケースを除いて安全避

難開始時刻付近に常に存在している．避難場所までの距離が 1000[m]のケースは，安全避難

比が非常に大きなケースであり(6.6.2)，6.7.2 で指摘した最遅避難時刻の見逃し可能性が高

いケースである．したがって，許容リスクの制約下では，安全避難開始時刻付近での避難

開始を事前計画避難・勧告避難で設定することが難しいと考えらえる．加えて，上側避難

率が低いケース(6.5.2)であり，すべての出火ケースを上側避難と想定して避難開始時刻を

決定する本モデルでは，より早い時刻が避難開始時刻として設定されてしまう推察される． 

 

 

(a)自由避難           (b)P最大経路         (c)P最大経路+動的更新 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 [10−6件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 1000, 2000, 4000 [m/h] 

図 6-29 歩行速度と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係 

 

 

(a)自由避難           (b)P最大経路         (c)P最大経路+動的更新 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 1000, 2000, 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000 [m/h], 𝑟 = 0.5 

図 6-30 避難場所までの距離と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係 
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c) 避難：覚知確率 

図 6-31 に，覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係を示す．覚知確率の向上

に対する避難開始時刻の挙動は，避難誘導規範によって異なる． 

自由避難は覚知火災情報に従って経路選択が行われないため，覚知確率の向上に対して

安全避難開始時刻の増大は見られず，安全避難開始時刻を上限として事前計画避難・勧告

避難の避難開始時刻がプロットされている．「許容リスク=0.01」の場合には事前計画避難

と勧告避難の差が小さい．安全避難比が低いため，地震発生後の早期の勧告判断が必要と

なり，十分な覚知情報を考慮した最遅避難確率の計算ができないことが原因と考えられる．

一方，「許容リスク=0.05」の場合には安全避難比が高くなるため，ある程度時間が経過し

た時点で勧告判断がなされる．したがって，勧告避難やリアルタイム避難が事前計画避難

と比較して避難開始時刻の遅延化が実現できている． 

P 最大経路及び P 最大経路+動的更新に着目すると，覚知確率の向上に対して安全避難開

始時刻の増大に伴い，事前計画避難・勧告避難・リアルタイム避難の「許容リスク=0.05」

における避難開始時刻の増大が確認できる．リアルタイム避難・勧告避難がより遅い時刻

にプロットされており，覚知火災情報を考慮することで避難開始時刻が遅延化されている

と推察できる． 

ただし，全体として，安全避難開始時刻に対して幾分か早く避難開始時刻が設定されて

いる．避難基本ケースは非常に厳しい火災状況が設定されている．そのため，覚知確率の

増大に伴う安全避難開始時刻の増大に対して，最遅避難時刻を見逃す可能性を抑えるため

には，平均像として，安全避難開始時刻よりも早めの避難開始時刻の設定が求められると

考えられる． 

 

 

(a)自由避難           (b)P最大経路         (c)P最大経路+動的更新 

対象圏域= 格子, 𝑥𝑠 = 3000m地点, 𝜌 = 4.0 × 10−6[件/m2], 𝑣𝑓 = 100 [m/h], 𝑣𝑤 = 2000[m/h], 𝑟 = 0.5~1.0, 0.1間隔 

図 6-31 覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係 
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6.9 小括 

本章では，第 5 章によって構築した避難開始時期決定モデルによる定まる避難開始時刻

の特徴を把握するために，第 3 章で構築したリアルタイム避難誘導シミュレーションを自

由避難及び火災状況に合わせた避難開始時刻の変更を行うように拡張した．その後，火災

リスクが一様な格子状市街地を対象としたシミュレーション実験を行い，本研究の避難開

始時期決定モデルによる見逃しリスク低減効果について検証を行った． 

第一に，リアルタイム避難誘導に必要な事前評価として最遅避難時刻の確率分布及び最

遅避難時刻比と避難成功率の関係について，2 つの基本ケースの特徴と各パラメータとの

関係について分析・考察を行った．結果，上側避難と下側避難において最遅避難時刻及び

安全避難比に大きな差が生じること，安全避難比を規定する大きな要因として火災遭遇後

の迂回しやすさの存在が示唆されたことを明らかにした． 

第二に，事前評価結果をテーブル関数化した上で，様々な最遅避難閾確率に対する事前

計画避難及び勧告避難の避難開始時刻について，最遅避難時刻比の分布及び安全避難比の

超過率について，2 つの基本ケースの特徴について分析・考察を行った．加えて，避難開始

時刻決定の適用範囲の問題として，安全避難比が 1.0 に近い場合の影響について，例を示

して考察した．結果，事前計画避難と勧告避難には，最遅避難時刻比の確率分布に明確な

違いがあり，固定的な事前計画避難は最遅避難時刻の確率分布に合わせて広く最遅避難時

刻比が分布するのに対して，覚知火災情報を考慮した勧告避難は最遅避難時刻に応じて避

難開始時刻が変動することで，比較的狭い範囲に最遅避難時刻比が分布することを示した．

ただし，勧告避難は，最遅避難確率を計算するときの技術的な問題を有していることに加

え，覚知火災情報が重要であり，覚知確率によって性能に大きな影響が与えられることが

示唆された．また，安全避難比を基準とする本研究の避難開始時刻の設定方法の問題点と

して，安全避難比が 1.0 に近い場合に最遅避難時刻を見逃してしまう可能性が高くなるこ

とを示した．この問題は，不完全情報下の避難誘導における限界であり，安全避難比が 1.0

に近い場合の避難開始時刻の決定方法に関して課題が残された． 

最後に，許容リスクを満たす避難開始時刻について，事前計画避難・勧告避難を組み合

わせた避難によって遅延化する方法を検証した．あらゆる組み合わせの最遅避難閾確率

{𝛼, 𝛽}に対する事前計画避難及び勧告避難の避難開始時刻及び避難成功率を 2 次平面上に

マッピングし，許容リスクを満たす最遅避難閾確率{𝛼∗, 𝛽∗}の範囲を限定する方法を示した．

その範囲より，最も遅い避難開始時刻を取り出すことで，リアルタイム避難誘導において

遅延化された許容リスクを満たす避難開始時刻を特定する方法を示した．以上の方法によ

って，事前計画避難および勧告避難が避難開始時刻の決定にどのように機能しているのか

について，2 つの基本ケースの特徴を考察した．その後，各パラメータと許容リスクを満た

す避難開始時刻の関係について分析・考察を行った．結果，覚知火災情報によってミニマ

ルパスが変動し最遅避難確率が十分に評価できる場合，固定的な事前計画避難を補助する

ように勧告避難を適用することで，事前計画避難においてより大きな最遅避難閾確率を設

定することで，避難開始時刻の遅延化を図れることを示した． 

本章の分析は，事前計画避難及び勧告避難による避難開始時刻の特性を詳細に把握する
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というより，リアルタイム避難誘導における避難開始時刻の遅延化のために，評価実験を

重ねる過程で得られる結果について，検証・特徴の概観に留まった．その中には，安全避

難比を規定する要因や勧告避難が上手く機能しなかったケース，上述の高い安全避難比設

定による問題等，地震火災時の不完全情報を取り巻く多くの問題が散見されたが，考えら

れる原因について考察するにとどまっている．今後，こうした課題が生じるメカニズムに

ついてより詳細な分析が必要である． 

 



 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

第 7 章 

大井競馬場・しながわ区民公園一帯を対象とした

避難開始時期決定モデルのケーススタディ 
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第7章 大井競馬場・しながわ区民公園一帯を対象とした避難開始時期

決定モデルのケーススタディ 
 

7.1 本章の目的と構成 

本章では，第 5 章で検討した避難開始時期決定方法について，不均質な実市街地を対象として，

避難開始時期決定モデルによる見逃しリスクの低減効果に関するケーススタディを行う．第 4 章

と同様に，大井競馬場・しながわ区民公園一帯を対象として，中延四丁目からの避難の検証を行っ

た．本章では，第 6 章で検証しなかった避難経路による効果の違いに着目して分析を行う． 

本章の構成は以下のとおりである． 

7.2 では，最遅避難時刻の確率分布および安全避難比に関する事前評価を行う．7.3 節において，

事前計画避難および勧告避難の最遅避難時刻比の分布の特徴について考察し，7.4 節において避難

誘導の頑健化を行った際の避難開始時刻の遅延効果について検証する． 
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7.2 避難開始時刻決定モデルのための事前評価 

 

7.2.1 実験の目的 

リアルタイム避難誘導時に，本研究の避難開始時刻決定モデルによって避難開始の判断を行う

には，最遅避難時刻の確率分布および安全避難比について事前に評価しておく必要がある．そこ

で，7.2.3 では，最遅避難時刻の確率分布をモンテカルロ法によって求める．また．7.2.4 では，6.2

節で示したリアルタイム避難誘導シミュレーションにおける避難開始時刻に，各試行の最遅避難

時刻に対して任意の最遅避難時刻比を設定したシミュレーションを実施し，避難成功率と最遅避

難時刻比の関係を求める． 

 

7.2.2 実験条件 

表 7-1 に実験条件を示す．第 4 章において避難開始時刻の遅れに伴い避難可能確率の低下がみ

られた中延四丁目を対象として実験を行う．基本的に，第 4 章で設定した条件と同様だが，最遅避

難時刻の確率分布及び安全避難比は，今後のシミュレーションのパラメータとして利用するため，

十分ばらつきが小さくなる回数の実施が必要である．そこで，最遅避難時刻に関しては 10000 回，

最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移の分析については，2000 回の試行を行った． 

 

表 7-1 実験条件 

カテゴリ パラメータ 値 

市街地モデル 

対象圏域 大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域 

𝒙𝒔 中延四丁目 

風速 8 [m/h] 

地震火災 

シミュレーション 

𝜌 3.0×10-6 [件/m2] 

𝑣𝑓 100 [m/h] 

覚知情報 

シミュレーション 

𝑟 0.5, 0.7, 0.9, 1.0 

Δt 0.1[h] 

避難行動 

シミュレーション 
𝑣𝑤 2000 [m/h] 

試行回数 
最遅避難 10000 回 

安全避難比 2000 回 
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7.2.3 事前計画避難時刻のための最遅避難時刻の確率分布 

まず，事前計画避難時刻を設定するための最遅避難時刻の確率分布の評価を行う．図 7-1 及び図

7-2 に中延四丁目における最遅避難時刻の累積分布を，表 7-2 に基本統計量を示す．上側避難率は

0.381 である．このことから，中延四丁目は，避難場所に対して開けた避難の方が，可能性が高い

ことがわかる．しかしながら，その差は 0.2 と僅差であり，上側避難によって火災を横切る避難を

強いられる可能性も相当高い． 

最遅避難時刻の期待値は，全体で 4 時間後，下側避難 3.5 時間後，上側避難で 4.7 時間後となっ

ており，避難限界まで 4 時間前後の猶予があると言える．また，中央値と期待値は同程度であり，

大きく偏った分布ではないが，99 パーセンタイル値がいずれも 8 時間後あたりであることから，

出火点の配置によっては避難限界まで非常に大きな猶予があると言える． 

下側避難と上側避難を比較すると，期待値で 1 時間程度，1 パーセンタイル値は，下側避難で 2

時間と大きな時間差があり，下側避難の方が早く最遅避難時刻を迎える．下側避難は，避難開始地

点の後方で発生した火災によって，避難開始地点またはその付近がきっかけとなって最遅雛時刻

を迎えるため，避難ネットワークの途絶を待たずして最遅避難を迎えやすい．一方，上側避難で

は，避難者の前方の避難ネットワークにおいて避難開始地点から避難場所までの経路がすべて途

絶するまで時間がかかるため，最遅避難時刻まで猶予がある．しかしながら，99 パーセンタイル

値では，上下の差は 0.6 時間であり，上述の差に比べて小さくなっている．本研究では，下側避難

と上側避難の二値によって，出火点の配置を分類している．そのため，避難者の前方の火災による

避難ネットワークの途絶と後方の火災の接近が同時期である場合，下側避難に分類されるものの，

猶予時間があり，上側避難と同様に火災を横切る避難が強いられることが考えられる． 

以上より，上側避難の最遅避難時刻は，前方の火災によって避難ネットワークが途絶する時期を

示している．一方，上側避難よりも早期に向かえる下側避難においては，前方の火災によって避難

ネットワークが途絶する前に，切迫避難によって避難を開始できると考える．そこで，上側避難に

おける最遅避難時刻の確率分布に事前計画避難を合わせることで，安全に避難が可能となると考

えられる． 

 

表 7-2 最遅避難時刻の確率分布に関する基本統計量 

 下側避難 上側避難 全体 

上側避難率 0.381 

最遅避難時刻 [h] 

期待値 3.5 4.7 4.0 

中央値 3.3 4.6 3.9 

1パーセンタイル値 0.7 2.7 0.9 

99パーセンタイル値 7.5 8.1 8.0 

標準偏差 2.1 1.3 2.3 
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図 7-1 地震発生後の経過時刻に対する最遅避難時刻の累積分布 

 

 

図 7-2 地震発生後の経過時刻に対する最遅避難時刻の累積分布(p≦0.2) 
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7.2.4 避難経路規範別の安全避難開始時刻の比較 

次に，避難経路別の安全避難比について評価を行う．各シミュレーション開始時に，避難者の避

難開始時刻に最遅避難時刻に対する任意の最遅避難時刻比の避難開始時刻を設定し，避難成功率

を評価した． 

a) 覚知確率 0.7 のケースによる評価 

はじめに，覚知確率 0.7 のケースを例として安全避難比について評価を行い，その特徴について

考察する．図 7-3 から図 7-8 に，最遅避難時刻比に対する避難成功率を示す(全体：図 7-3，図 7-4．

下側避難：図 7-5，図 7-6．上側避難：図 7-7，図 7-8)．第 4 章までに検証した P 最大経路，M*-P

最大経路，比較のためリアルタイム避難誘導による避難経路に頼らない自由経路を避難経路規範

について比較を行う．なお，「M*(・)-P 最大経路」のカッコ内・は必要余裕性を示している． 

まず，全体の結果に着目すると(図 7-3・図 7-4)，本実験では，必ず最遅避難時刻よりも早くに避

難を開始するため経路が存在しない状態での避難は生じない．しかしながら，最遅避難時刻比が大

きくなるほど，避難成功率は低下している．特に，「最遅避難時刻比=1.0(最遅避難時刻における避

難開始)」では，自由経路で 0.5 以下，P 最大経路で 0.6 程度である．これは，避難者がたどった経

路が最遅避難経路と一致する確率とも言える．このように，最遅避難時刻以前の避難開始であった

としても，避難場所に辿りつけない状況が存在する．下側避難(図 7-5，図 7-6)及び上側避難(図 7-7，

図 7-8)を比較すると，下側避難の方が，避難成功率は高く，最遅避難時刻比に対して緩やかに低下

している．下側避難は，周辺の地点に移動することで，最遅避難時刻が延長される出火点の配置で

ある．したがって，「最遅避難時刻比=1.0」の場合にも，避難ネットワークは途絶していなく，あ

る程度，自由に避難経路を選択できると考えられる． 

本研究では，最遅避難時刻比の増加に伴い，低下する避難成功率がある許容値を満たす最遅避難

時刻比の限界値を安全避難比として，避難開始時刻の決定に用いる．この安全避難比を，避難経路

規範別にまとめたものを表 7-3 に示す．表より，P 最大経路および M*-P 最大経路そして動的更新

によって，自由経路と比較して安全避難比が大きくなることがわかる．しかしながら，「許容リス

ク=0.01」の場合，最遅避難時刻の半分よりも早くに避難しなければならないことがわかる．それ

ゆえに，一見，経路が残されているような早期の段階において避難開始することが，逃げ惑いに対

して重要であると言える． 

 

表 7-3 避難経路規範別の安全避難比(覚知確率＝0.7) 

避難誘導規範 許容リスク 𝑝∗ = 0.01 許容リスク 𝑝∗ = 0.05 

選択経路 動的更新 下側避難 上側避難 全体 下側避難 上側避難 全体 

自由避難 0.21 0.15 0.18 0.48 0.38 0.40 

P 最大経路 
なし 0.38 0.30 0.31 0.64 0.50 0.55 

あり 0.40 0.30 0.32 0.63 0.51 0.56 

M*(0.5) 

-P 最大経路 

なし 0.38 0.30 0.31 0.71 0.49 0.58 

あり 0.41 0.31 0.35 0.71 0.50 0.59 

M*(1.0) 

-P 最大経路 

なし 0.33 0.30 0.31 0.68 0.48 0.55 

あり 0.44 0.31 0.32 0.68 0.49 0.57 

 



7.2 避難開始時刻決定モデルのための事前評価 

156 

 

図 7-3 最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移(覚知確率＝0.7, 全体) 

 

 

図 7-4 最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移(覚知確率＝0.7, 全体, 避難成功率≧0.9) 
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図 7-5 最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移(覚知確率＝0.7, 下側避難) 

 

 

図 7-6 最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移(覚知確率＝0.7, 下側避難, 避難成功率≧0.9) 
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図 7-7 最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移(覚知確率＝0.7, 上側避難) 

 

 

図 7-8 最遅避難時刻比に対する避難成功率の推移(覚知確率＝0.7, 上側避難, 避難成功率≧0.9) 
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b) 覚知確率による安全避難比の比較 

次に，覚知確率に対する安全避難比の推移を評価する．図 7-9 から図 7-14 に，避難経路規範別・

覚知確率に対する安全避難比の推移を示す．覚知確率が高くなるほど，安全避難比も高くなる傾向

が見られる．また，動的更新による安全避難比の向上は，覚知確率が高いほど顕著である．これは，

火災に遭遇せずに避難場所に到達できる可能性が高くなる，もしくは，火災に遭遇するまでの時間

が延長されることで，避難誘導を頼りに避難を継続し，避難場所への到達可能性が高くなることを

意味している．特に，覚知確率=1.0 の場合，許容リスクが 0.05 であれば，安全避難比は 1.0 に近

く，最遅避難時刻とほぼ同時に避難を開始できることがわかる． 

c) 避難誘導において目標とする安全避難比 

安全避難比は，上側避難と下側避難において，大きな差がある．実際のリアルタイム避難誘導で

は，全ての火災を覚知できているわけではないため，その出火点の配置が上側避難か否かはわから

ない．そのため，下側避難の安全避難比で避難開始した場合，実際の出火点の配置が上側避難であ

れば，許容リスクを満たすことができない．そこで，リアルタイム避難誘導では，その地点におい

て，常に上側避難を想定して安全避難比を設定する．実際の出火点の配置が下側避難の場合，安全

避難比よりも早く避難開始してしまうことになるが，いずれの出火点配置でも安全避難比を担保

することが期待できる． 
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図 7-9 覚知確率に対する安全避難比の推移(全体，許容リスク＝0.01) 

 

図 7-10 覚知確率に対する安全避難比の推移(下側避難，許容リスク＝0.01) 

 

図 7-11 覚知確率に対する安全避難比の推移(上側避難，許容リスク＝0.01)  
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図 7-12 覚知確率に対する安全避難比の推移(全体，許容リスク＝0.05) 

 

 

図 7-13 覚知確率に対する安全避難比の推移(下側避難，許容リスク＝0.05) 

 

 

図 7-14 覚知確率に対する安全避難比の推移(上側避難，許容リスク＝0.05) 
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7.3 避難開始時期決定モデルにおける最遅避難時刻比の特徴 

 

7.3.1 実験の目的 

本節では，実際に避難開始時刻決定モデルによって決定される避難開始時刻の最遅避難時刻比

の特徴を調べるために，最遅避難閾確率を 0.05 から 0.9 まで推移させ事前計画避難および勧告避

難による避難誘導シミュレーションを実施した．シミュレーション結果を用いて，その避難開始時

刻における安全避難比の超過率および最遅避難時刻比の確率分布を評価した．  

 

7.3.2 実験条件 

本実験では，前節で評価した最遅避難開始時刻の確率分布および安全避難比を用いて，事前計画

避難および勧告避難による避難開始時刻の評価実験を行う．事前計画及び勧告避難について，最遅

避難閾確率を 0.05 から 1.0 まで段階的に変化させ，それぞれの避難成功率に関するモンテカルロ

シミュレーションを実施した．試行回数は，収束性と計算時間を考慮し，2000 回とした．なお，

7.3 も同条件で実験を行っている． 

 

7.3.3 事前計画避難における最遅避難時刻比の特徴 

まず，事前計画避難における最遅避難時刻比の特徴について考察する．図 7-15 から図 7-17 に，

自由避難及び P 最大経路における，最遅避難時刻比の分布と計画見逃し率に対する安全避難比の

超過率を示す．各図の左側に，全体のサンプルにおける最遅避難時刻比の密度分布(横軸の数字は，

各区分の上限値)を示し，右側に最遅避難閾確率に対する安全避難比の超過率を示している．事前

計画避難では避難開始時刻が固定されるため，切迫避難にならない限り，最遅避難時刻の分布によ

って安定して最遅避難時刻比が決定する．本研究では，上側避難に合わせた最遅避難閾確率に対す

る避難開始時刻を決定しているため，上側避難における超過率と最遅避難閾確率が一致している

(各図右側，橙色のプロット)．また，最遅避難閾確率が大きくなるほど，最遅避難時刻比の分布は，

1 の方へ移動し，そのばらつきも大きくなる傾向がみられる(各図左側)．自由避難と P 最大経路を

比較すると，P 最大経路の方が安全避難比は大きいため，より 1 の方に最遅避難時刻比が分布して

いる．安全避難比が大きいほど，最遅避難時刻に近い時刻に避難を開始するためである．特に，P

最大経路では 0.9 から 1.0 における最遅避難時刻比の頻度が高いことがわかる．これは，見切り雛

時刻を遅い時刻に設定することで，事前計画避難における避難開始時刻を待たずして切迫避難と

なる，もしくは，最遅避難時刻付近における避難に陥ることを示している． 
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(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)          (b)安全超過率 

図 7-15 事前計画避難における最遅避難時刻比(安全避難比＝0.21) 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)          (b)安全超過率 

図 7-16 事前計画避難における最遅避難時刻比(安全避難比＝0.71) 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)          (b)安全超過率 

図 7-17 事前計画避難における最遅避難時刻比(安全避難比＝0.90)  
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7.3.4 勧告避難における最遅避難時刻比の特徴 

次に，勧告避難における最遅避難時刻比の特徴を分析する．格子状市街地における検証と同様

に，勧告避難特有の最遅避難時刻比の分布性状と共に技術的な限界が確認できた． 

a) 最遅避難時刻比の特徴 

図 7-18 から図 7-20 に，覚知確率が 0.7 から 1.0 までの異なる安全避難比の最遅避難時刻比の分

布と計画見逃し率に対する安全避難比の超過率を示す．第 6 章で行った格子状市街地における分

析と同様な結果として， 

(1)安全避難比付近にピークを持ち，狭い分布をしていること  

(2)上側避難に焦点を当てているため，下側避難において最遅避難閾確率に対して低い安全  

  超過率で停滞していること  

(3)ミニマルパスセットの探索が不安定であるため，最遅避難閾確率と安全超過率の関係が対角線

上にプロットされないこと 

が確認できる． 

一方で，格子状市街地と異なる特徴として，覚知確率が高いケース(覚知確率=1.0，図 7-20)にお

いて，最遅避難閾確率が 0.5 を超えたあたりから，最遅避難時刻比の分布に大きな変化が見られな

くなったことが確認できる．実市街地の場合，火災リスクや道路の粗密が不均質であるため，道路

の閉塞可能性には偏りがある．そのため，覚知火災情報が充実し道路閉塞の検出確度の高いケース

では，時間経過に伴い候補となるミニマルパスが固定のパスに収束していくと考えられる．その限

られた固定的なミニマルパスに対して最遅避難確率の計算がされるため，ある経過時刻以降は最

遅避難確率の推移が出火パターンに寄らず一意に収束すると考えられる．したがって，経過時刻に

対して殆ど同時期に最遅避難確率が 0.5 を迎えることになり，最遅避難閾確率によらず，ある固定

時刻が勧告避難の決定時刻の上限となっていることが考えられる． 

b) 勧告避難の決定判断における限界 

勧告避難のための連結信頼性の評価において，試行錯誤的にミニマルパスセットを構築してい

るため，事前計画避難と同様な最遅避難閾確率に対する精度を有していない．その原因として，(1)

ミニマルパスセットが十分な数発見できないこと，(2)道路リンクの信頼性に避難可能確率を直接

適用しており，(2)-1:実市街地の通行不能領域の有限領域に対応できないこと，(2)-2:覚知火災によ

って安全避難開始時刻が検出される可能性及び覚知火災による道路閉塞までの猶予時間が考慮さ

れていないことが挙げられる．本研究のモデルでは，時間経過に伴い道路閉塞が生じる中で経路を

探索するため，時刻によって経路の探索可能性は異なる．一方，手法自体はどの時刻帯でも同様な

手法を用いているため，時間経過に伴い，必要なミニマルパスセットが得られなかったと考えられ

る． 
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(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)          (b)安全超過率 

𝑟 = 0.7, 𝑝∗ = 0.01, 誘導経路規範=自由避難 

図 7-18 勧告避難における最遅避難時刻比(安全避難比＝0.21, 覚知確率＝0.7) 

 

 

(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)          (b)安全超過率 

図 7-19 勧告避難における最遅避難時刻比(安全避難比＝0.71, 覚知確率＝0.9) 

 

 
(a)最遅避難時刻比の相対度数(全体)          (b)安全超過率 

図 7-20 勧告避難における最遅避難時刻比(安全避難比＝0.90, 覚知確率＝1.0) 
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7.4 許容リスクを満たす避難開始時刻の遅延化の検証 

前節までの事前分析に基づき，許容リスクを満たす避難開始時刻の遅延化を行う．はじめに，許

容リスクを満たす避難開始時刻(中央値)について，覚知確率別に誘導経路規範別の比較を行う．次

に，比較対象を変更し，避難経路規範別に覚知確率に対する遅延化された避難開始時刻の推移を示

す．ただし，第 6 章で得られた問題，安全避難比 1.0 に近い時に最遅避難時刻を見逃す可能性が高

くなることから，設定する安全避難比の上限は 0.9 とした． 

 

7.4.1 実験の目的と条件 

本節では，事前計画避難及び勧告避難によって，許容リスクの避難開始時刻の遅延化に関する検

証を行う．ここで，遅延化とは，目標時刻である安全避難開始時刻に対してどの程度の時刻で避難

開始できるかであり，なるべく遅く避難開始できることで，初期消火活動や避難準備等の確保にお

いて意義がある． 

許容リスクを満たす避難開始時刻は，6.8 節で示したマップへの可視化及び許容リスク前後の避

難成功率における避難開始時刻の線形補間によって求めた．なお，許容リスクを満たす遅延化され

た避難開始時刻の算出において利用した避難開始時刻-避難成功率マップを付録に添付する．本研

究の結果を理解する上での参考とされたい．また，実験条件は 7.3.2 と同じであるため，そちらを

参照されたい． 
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7.4.2 避難経路規範による比較 

図 7-21 から図 7-24 に，許容リスクに対して遅延化された避難開始時刻を示す．6.8 節と同様に，

横軸は地震発生後の経過時刻を示しており，縦軸に動的誘導経路の避難経路規範を並べている．全

体として，事前計画避難・勧告避難・リアルタイム避難(事前計画避難+勧告避難)のいずれかによ

って，安全避難開始時刻前後での避難開始が概ね実現されている． 

まず，自由避難に着目すると，その他の避難経路に対して，著しく避難開始時刻が早く設定され

ることがわかる．これは，格子状市街地においても確認できたが，より顕著な差が生じている．最

短経路(格子状市街地の P 最大経路)と自由避難の違いは目の前の火災以外にも避けるか否かの違

いであるのに対して，実市街地における P 最大経路では，火災リスクの高い地域を避ける効果が

付加されることが自由避難と誘導経路に顕著な差が生じている理由と考えられる．したがって，覚

知確率が高くなるほど，自由避難と誘導経路の差が広がっている． 

次に，動的更新の有無に着目すると，覚知確率が比較的に低いケース(覚知確率=0.5,0.7)では，動

的更新の有無による差は見られない．動的更新の差は，覚知確率が 0.9 で僅かにみられ，動的更新

によってより避難開始時刻が遅延化されている． 

最後に，必要余裕性の確保に関する影響に着目すると，覚知確率が高いケース(覚知確率=1.0)に

なるほど，遅延化された避難開始時刻が早まっていることが確認できる．覚知確率が高いケースで

は，多くの覚知火災に対して避難余裕性を確保するような経路を更新し続けるため，遅延化された

避難開始時刻も早める必要があると考えられる． 

 

 

(a)許容リスク＝0.01                      (b)許容リスク＝0.05 

図 7-21 許容リスクを満たす避難開始時刻(覚知確率＝0.5) 

0 1 2 3 4 5

自由避難

P-最大経路

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

地震発生後の経過時刻 [h]

最遅避難時刻 安全避難開始時刻 事前計画避難 勧告避難 リアルタイム避難

0 1 2 3 4 5

自由避難

P最大経路

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

地震発生後の経過時刻 [h]

最遅避難時刻 安全避難開始時刻 事前計画避難 勧告避難 リアルタイム避難



7.4 許容リスクを満たす避難開始時刻の遅延化の検証 

168 

 

(a)許容リスク＝0.01                      (b)許容リスク＝0.05 

図 7-22 許容リスクを満たす避難開始時刻(覚知確率＝0.7) 

 

 

(a)許容リスク＝0.01                      (b)許容リスク＝0.05 

図 7-23 許容リスクを満たす避難開始時刻(覚知確率＝0.9) 

 

 

(a)許容リスク＝0.01                      (b)許容リスク＝0.05 

図 7-24 許容リスクを満たす避難開始時刻(覚知確率＝1.0) 
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7.4.3 覚知確率による比較 

図 7-25 から図 7-28 に，覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻(中央値)の関係を示す(図

7-25:自由避難，図 7-26・図 7-27・図 7-28:左に動的更新なし，右に動的更新有り)．結果として，自

由避難と誘導経路に明確な違いがみられる． 

a) 切迫避難に対する避難開始時期決定モデルの優位性 

まず，避難開始時期決定モデルを適用しない切迫避難に着目する(各図，紫線)．切迫避難の避難

開始時刻は，最遅避難時刻よりも後方に存在しており，地震火災の状況や事前リスクに基づいて何

らかの見切りを付けなければ，非常に危険であることがわかる．切迫避難に陥った場合の避難不能

率(1-避難成功率)は自由避難の場合，0.5 を超えており，あらゆる出火パターンのうち半数におい

て，中延四丁目から大井競馬場へ向かう避難は逃げ惑いに陥るというと言える．一方，P 最大経路

やその他の動的誘導経路を適用した場合，覚知確率の向上に応じて避難不能率が低下するものの，

下限は 0.4 程度であり，動的誘導経路のみでは安全性に限界がある，前項でも確認したように，避

難開始時期決定モデルを適用することで，許容リスクを満たすような安全避難開始時刻付近での

避難が可能であり，事前計画避難または勧告避難によって，火災の接近以外の外的な要因で避難開

始を促すことの優位性が確認される． 

b) 避難開始時期決定モデルによる避難開始時期の遅延化 

次に，避難開始時期決定モデルを適用した場合に着目する．自由避難の場合(図 7-25)，覚知確率

の向上に関わらず，避難開始時刻は殆ど一定である．自由避難では，安全避難比が非常に小さい値

が設定される．本研究のケースでは，最遅避難時刻が 4 時間後であるのに対して安全避難開始時

刻は許容リスクが 0.01 で約 0.5 時間後，許容リスクが 0.05 で約 1.7 時間後である．地震発生直後

は，たとえ覚知確率が高くても時間遅れの出火のリスクが大きいため，不完全情報下の不確実性が

高い状態で避難誘導が必要となる．したがって，許容リスクが 0.01 の場合，事前計画避難による

避難開始時刻の設定が最も遅延されている．一方，許容リスクが 0.05 の場合，火災情報が充足し

始める段階であるため，勧告避難・リアルタイム避難が最も遅延化されている． 

 

 

図 7-25 覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係(自由避難) 
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次に，P 最大経路(図 7-26)に着目すると，覚知確率の向上に伴い，避難開始時刻が遅延化されて

いる傾向が確認できる．また，多くの場合において，より遅延化されている避難開始時期は勧告避

難若しくはリアルタイム避難であり，覚知火災情報に合わせて避難開始時期を決定することの優

位性が確認される．ただし，一部，事前計画避難の方が遅延化されているケースがみられる．それ

は，「覚知確率=0.5」のケースである．この場合，事前計画避難と同程度もしくは早期の避難開始

時刻が設定されている．覚知確率が低い場合，少ない情報でミニマルパスセットを構築し最遅避難

確率を評価するため，未覚知火災の不確実性が大きい評価となる．勧告避難の技術的に不安定な部

分も考慮すると，予め事前的に固定した避難開始時刻を設けた方が，避難開始までの時間を安定し

て確保できると考えられる．事前計画避難と勧告避難における避難開始時刻の早遅の関係は概ね

明確である一方，リアルタイム避難については，所々不規則に関係している．リアルタイム避難

は，事前計画避難又は勧告避難の早い方の避難開始時刻に従う．本研究の実験条件上，どちらかが

あまり機能しないケースにおいても最遅避難閾確率を最大 0.9 に設定する必要があるため，片方が

もう片方の避難開始時刻の設定の足を引っ張っている可能性が示唆される．これについては，技術

的な問題であることから，今後の検討課題とする． 

次に，必要余裕性を確保した場合のケース(図 7-27・図 7-28)に着目すると，概ね P 最大経路で見

られた特徴が確認でき，覚知確率が高いほど遅い避難開始時刻が設定され，勧告避難若しくはリア

ルタイム避難によってより遅延化されている． 

最後に，本実験のケースにおける最遅のケースについて着目すると，覚知確率が高い(覚知確率

=1.0)ケースにおける動的更新を行った場合において，地震発生から 4 時間後の最遅避難時刻に対

して許容リスク 0.05 において 3.6 時間後まで遅延化されている．この許容リスクの高低について

は，本研究の範囲外による追加の議論が必要であるものの，十分な覚知体制及び避難誘導体制を敷

くことで，限りなく最遅避難時刻に近づけることが可能であることが示唆された． 

 

 
(a)動的更新なし            (b)動的更新あり 

図 7-26 覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係(P 最大経路) 
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(a)動的更新なし            (b)動的更新あり 

図 7-27 覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係(M*(0.5)-P 最大経路) 

 

 
(a)動的更新なし            (b)動的更新あり 

図 7-28 覚知確率と許容リスクを満たす避難開始時刻の関係(M*(1.0)-P 最大経路) 
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7.5 小括 

本章では，第 4 章で対象とした大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域について，中延 4

丁目の重心を避難開始地点として，本研究の避難開始時期決定モデルのケーススタディを行った． 

まず，中延四丁目の最遅避難時刻分布及び誘導経路規範別の安全避難開始時刻について，事前評

価を行った．地震発生から 4 時間程度で最遅避難時刻を迎えることを把握した．また，安全避難比

は，自由避難において「許容リスク=0.01」で 0.2 程度，「許容リスク=0.05」で 0.4 程度と非常に

低く，早期の避難が必要であることを確認した．一方，動的誘導経路(P 最大経路，M*-P 最大経路)

では覚知確率に応じて安全避難比は増大し，動的更新を用いることで，1.0 付近まで安全避難比を

向上させることが確認された． 

次に，事前計画避難および勧告避難における最遅避難時刻比の特徴について評価を行った．それ

ぞれの最遅避難時刻比の特徴として第 6 章で得られた特徴と似た結果が得られた．事前計画避難

では，最遅避難閾確率を大きくするほど，最遅避難時刻比が 1 の方にシフトし，ばらつきが大きく

なる傾向がみられた．固定的な避難開始時刻を設定しているため，そのばらつきは最遅避難時刻に

依存する．同様な最遅避難時刻分布に従って最遅避難閾確率及び安全避難比に従う時刻を設定し

ているため，安全超過率は安定しているものの，出火パターンは考慮されていなく火災状況に追従

した避難開始時刻の設定と言えない．勧告避難では，覚知火災情報に基づき決定されるため，最遅

避難閾確率に対してある程度ピークが一定であり，比較的ばらつきの小さい分布をしている．最遅

避難確率はその時に残存する経路に対して評価されるため，覚知火災が切迫している場合には，直

ちに勧告避難を開始し，覚知火災が切迫していない場合には見送るといった，火災状況に追従した

避難開始時刻の決定がなされていると考えられる．一方，ミニマルパスセットの探索が不安定であ

り，最遅避難閾確率通りの安全超過率が得られないという技術的な問題も有している．加えて，火

災リスクや道路ネットワークの粗密が不均質な実市街地では，避難可能確率による信頼性の評価・

ミニマルパスセット探索の偏りによって，探索時刻や覚知確率の条件によっては，正確な評価・覚

知状況に対して変動しないと推察されるミニマルパスによって，最遅避難閾確率に対する感度が

落ちるという本研究モデルの限界が示唆された． 

本研究の最後の検証として，許容リスクを満たす避難開始時刻の遅延化に関する検証を行い，誘

導経路規範による比較及び覚知確率による比較を行った． 

結果，以下の通り，避難開始時期決定モデルの優位性を示すことができた．第一に，避難開始時

刻決定モデルを適用しない切迫避難では，動的誘導経路を用いた場合でも，避難不能率(「1 −

避難成功率」)が 0.4 程度と非常に高く，避難開始時刻決定モデルを適用し，火災の接近を待たず

に避難を開始することの重要性が示された．第二に，事前計画避難及び勧告避難を組み合わせるこ

とで(事前計画避難のみ，勧告避難のみ，両者を組み合わせたリアルタイム避難のいずれかが該当)，

安全避難開始時刻と殆ど等しい時刻に避難開始時刻を設定することができた．特に，勧告避難にお

いて最遅避難確率が十分に評価できている場合には，事前計画避難よりも遅くに避難開始時刻を

設定することができ，覚知火災情報に基づく避難勧告の重要性が示唆された．第三に，動的誘導経

路と組み合わせることで，安全避難開始時刻が遅い時刻に設定され，それに伴い避難開始時刻も遅

延化されることが確認された．特に覚知確率が高い場合，動的更新によって著しく遅延化された．
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8.1 本研究の結論 

本研究では，地震火災時において火災情報に基づき住民を避難場所に誘導する方策であ

るリアルタイム避難誘導の必要性を指摘し，火災情報の不完全性による避難リスクを考慮

した避難経路及び避難開始時刻決定方法を構築し，避難誘導による避難リスク低減効果と

不完全情報下における限界を明らかにすることを目的とした． 

本論では，誘導する避難経路における火災遭遇可能性と最遅避難時刻を限界に据えた避

難開始時刻の見逃し可能性に着目し，不完全情報下の避難リスクの定性的な考察に基づき，

避難リスクの評価及び低減方策について数理的なモデル化を行った．その後，シミュレー

ションモデルによる実験の下，モンテカルロ法によって避難誘導による避難リスクの低減

効果を明らかにした．まず，章別に本論で得られた研究の成果について示す．また，各検

証結果は箇条書きで示し，特に，本研究の目的であるリアルタイム避難誘導の優位性と限

界については，優位性には〇，技術的な課題や問題には△，限界には×を行頭文字に付す

ることとする． 

第 2 章 火災情報の不完全性を考慮した動的誘導経路による火災遭遇リスクに対する頑健化 

本章では，誘導時の経路における火災遭遇リスクを低減するために，動的誘導経路モデ

ルを構築した．はじめに，地震火災・火災覚知及び避難行動に関する避難誘導のシナリオ

を設定した．その後，不完全情報下の不確実性について「未覚知火災の存在」と覚知火災

における「延焼予測のばらつき」に着目し，不完全情報下で避難誘導する場合に，こうし

た予期せぬ火災に遭遇するリスクについて定性的に考察した．この考察結果を基に，(1)火

災に遭遇しにくい経路探索と，(2)避難完了まで常に新しい情報に基づき繰り返し経路探索

を行い逐次経路変更を行う動的更新の 2 つの方針を立てモデル構築を行った． 

経路探索モデル：「未覚知火災の存在」及び覚知火災の「延焼予測のばらつき」それぞ

れに対する安全性指標の検討と頑健な避難経路選択モデルを構築した．未覚知火災の存在

に対しては，[石井・腰塚 1998]を応用し，未覚知火災へ遭遇せずに通過できる可能性(「避

難可能確率」)を”覚知確率”と呼ぶ出火が覚知される確率によって定式化し，各リンクの避

難可能確率を最大化する避難経路(「P 最大経路」)を構築した．延焼予測のばらつきに対し

ては，避難者が覚知火災に巻き込まれないために許される延焼速度誤差の誤差率(「避難余

裕性」)によって安全性を評価し，避難余裕性が最小である地点を最大化する避難経路(「最

大余裕経路」)を構築した．確率と許容誤差率という異なる指標の特性を考慮して，両指標

を共に最大化する経路として，確保すべき避難余裕性(「必要余裕性」)を緩い制約条件とし

て，避難可能確率を最大化する第三の避難経路(「M*-P 最大経路」)を構築した． 

動的更新モデル：避難経路の情報伝達について，PUSH 型・PULL 型の情報伝達方法を想

定し情報伝達時間を定式化した．その後，情報伝達時間を考慮しつつ，常に新しい経路か

つ立ち止まることなく，一続きの避難軌跡を描くように避難経路を更新するタイミングに

ついて検討した． 
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第 3 章 リアルタイム避難誘導シミュレーションによる動的誘導経路の火災遭遇リスク低減

効果の検証 

本章では，避難誘導シミュレーションによって，動的誘導経路による火災遭遇リスクの

低減効果を検証した．はじめに，動的誘導経路によってどの程度火災に遭遇しにくくなる

のかを検証することを目的として，本研究で想定した単純な地震火災・覚知情報をコンピ

ュータ上に再現し，動的誘導経路に従う避難者について火災への遭遇判定を行うリアルタ

イム避難誘導シミュレーションを構築した．次に，火災リスクが一様な格子状市街地を対

象として，最短経路による火災遭遇リスクの特徴と動的更新による火災遭遇リスクの低減

効果の検証を行った．主要な検証結果について，以下に箇条書きで示す． 

以下は，避難開始時に経路が発見された場合の結果であることに留意する． 

・避難開始時の経路の避難可能確率と非火災遭遇率(「1 −火災遭遇率」)が一致し，避難 

可能確率によって未覚知火災への遭遇可能性を評価できることが確認された． 

〇動的更新を行い場合では，覚知確率が高いことで非火災遭遇率が高い水準で保たれ， 

覚知火災情報に基づく経路による火災遭遇リスクの低減効果が限定的に確認された． 

〇動的更新によって，避難開始時から経路を変更しない場合と比較して非火災遭遇率が

上昇し，火災遭遇リスクの低減効果が示された． 

〇特に，覚知確率が 1.0 のケースでは，動的更新によって非火災遭遇率が 1.0 付近まで上

昇し，避難開始時刻が遅れても 1.0 付近に保たれた． 

×一方，覚知確率が低い場合に火災遭遇リスクの低減効果は比較的小さく，覚知確率の

重要性が示唆された． 

第 4 章 大井競馬場・しながわ区民公園一帯を対象とした動的誘導経路のケーススタディ 

本章では，大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域を対象として，火災リスク・

道路ネットワークが不均質な実市街地による動的誘導経路のケーススタディを行った．は

じめに，実市街地でリアルタイム避難誘導シミュレーションを適用するために，延焼クラ

スタに基づいて通行不能領域と呼ぶ出火・延焼が生じる領域を構築し，出火点を非耐火造

建物の重心に限定して発生する実市街地モデルを構築した． 

その後，避難距離及び火災リスクの異なる，中延四丁目，西大井五丁目，西大井一丁目，

東大井五丁目，南大井五丁目の重心付近のノードを避難開始地点としてリアルタイム避難

誘導シミュレーションを実施し，避難経路の視覚的特徴と動的誘導経路による火災遭遇リ

スクの低減効果を検証した．格子状市街地の検証では得られなかった結果のうち主要な検

証結果について，以下に箇条書きで示す． 

〇P最大経路では，避難圏域を俯瞰して火災リスクが高い地域を避ける経路が得られた． 

〇最大余裕経路では，覚知火災に対して十分に迂回する経路が選択される一方， 

×非常に大回りの経路になるデメリットが確認された． 

〇M*-P 最大経路では，P 最大経路と最大余裕経路を折衷した特徴が得られた． 

〇火災遭遇リスクの低減効果は誘導経路規範によって異なり，P 最大経路は最短経路や

最大余裕経路と比較して効果が大きいことが確認された． 

×M*-P 最大経路や最大余裕経路において大きな避難余裕性を確保する場合，動的更新に

よって，かえって火災遭遇リスクが増大することが確認された．  
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第 5 章 最遅避難時刻の不確実性を考慮した避難開始時期決定モデルによる見逃しリスクに

対する頑健化 

本章では，最遅避難時刻の見逃しを防ぐための避難開始時刻決定モデルを構築した．は

じめに，地震火災時において，初期消火活動等の時間確保が必要であることと，最遅避難

時刻を避難限界の見切りとすることの意義を指摘した．一方で，最遅避難時刻を見切りと

する場合の問題点について，①不完全情報下において最遅避難時刻における避難は経路選

択の制約上困難であること，②そもそもリアルタイムにおいて最遅避難時刻の特定が困難

であることを挙げ，最遅避難時刻に対する避難開始時刻の比(「最遅避難時刻比」)によって

避難開始時期を評価し，避難者の安全を確保しつつなるべく遅い避難開始時刻を決定する

方法を検討した． 

はじめに，避難開始のタイミングとして，火災の接近による切迫避難，事前リスク評価

に基づく事前計画避難，覚知火災情報に基づいて逐次的に勧告判断を行う勧告避難の 3 つ

を想定し，適切なタイミングの事前計画避難と勧告避難を設定する方法を検討した． 

次に，避難者の自由意思に任せて火災遭遇後の避難を継続する自由避難モデルを導入し，

避難場所への到達可能性(「避難成功率」)によって避難リスクを評価するように拡張した．

この避難成功率がある許容リスクを満たすように，避難開始時刻を決定する方針を立てた． 

まず，①の問題に対して避難開始時刻の目標値を設定した．最遅避難時刻を把握できる

前提に立ち，モンテカルロ法によるリアルタイム避難誘導シミュレーションの事前評価に

基づく，許容リスクが満たされる最遅避難時刻比の最小値(「安全避難比」)を定義した．こ

の安全避難比に対応する時刻(「安全避難開始時刻」)を目標時刻として設定し，許容リスク

という一種の安全水準を満たすことで①の問題に対する回答とした． 

次に，②の問題に対して，地震発生後の経過時刻が安全避難開始時刻よりも早いか否か

を最遅避難閾確率と呼ぶ閾値によって判定する方法を検討した．判定方法として，最遅避

難時刻の確率分布に関する事前評価(モンテカルロ法によるシミュレーション実験)に基づ

き最遅避難閾確率と頻度が等しくなる時刻を避難開始時刻とする事前計画避難，そして，

覚知火災情報に基づき，連結信頼性と呼ばれるネットワークの途絶可能性の評価手法を用

いて，「次回の判断時刻/安全避難比」が最遅避難時刻である確率を逐次評価する勧告避難

の 2 種類の方法をモデル化した． 

その後，許容リスクに対する安全避難比を所与として，あらゆる最遅避難閾確率の組み

合わせ{α，β}(事前計画避難：β，勧告避難：α)に対する避難成功率の事前評価に基づき，

避難成功率が許容リスクを満たす組み合わせより，最も避難開始時刻が遅くなる組み合わ

せを採用することで，当初の目的である避難開始時刻の遅延化を行う手法を構築した． 

なお，上記の事前評価の過程において，出火パターンと避難者の位置関係に着目し，火

災に押し出されるように避難を開始する下側避難と火災を横切る避難を開始する上側避難

に出火パターンを分別し，上側避難の危険性を指摘した上で，上側避難のサンプルに焦点

を合わせることを提案した． 
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第 6 章 避難開始時期決定モデルによる見逃しリスク低減効果の検証 

本章では，格子状市街地を対象として，避難開始時刻決定モデルによる見逃しリスク低

減効果の検証及び遅延化された避難開始時刻の評価を行った．はじめに，第 3 章で構築し

たリアルタイム避難誘導シミュレーションについて，自由避難及び火災状況に合わせた避

難開始時刻の変更を行うように拡張した．その後，格子状市街地を対象として，リアルタ

イム避難誘導シミュレーションを実施し，避難開始時期決定モデルの効果検証を行った． 

第一に，事前評価として最遅避難時刻の確率分布，最遅避難時刻比に対する避難成功率

の推移の特徴を分析した．第二に，本分析結果に基づき，「許容リスク=0.01, 0.05」に対し

て安全避難比を設定し，事前計画避難と勧告避難によって決定される避難開始時刻の特徴

を把握するために最遅避難時刻比の分布を評価した．最後に，最遅避難閾確率{α，β}に

対する避難開始時刻の中央値及び避難成功率を二次平面上にマッピングすることで可視化

し，許容リスクを満たす組み合わせの分布の特徴及び遅延化された避難開始時刻について

分析した．以下に，主だった結果を箇条書きで示す． 

・火災の接近に押し出されて避難を開始する下側避難は，そうではない上側避難と比較 

して，最遅避難時刻は早く，安全避難比は大きいことが確認された．したがって，上

側避難を見込んで安全避難比を設定することが，安全上重要であることが示唆された． 

・上下避難・延焼速度・歩行速度・覚知確率が強く安全避難比に影響しており，安全避 

難比を規定する大きな要因として火災遭遇後の迂回しやすさの存在が示唆されたこと

を明らかにした．  

・固定時刻が設定される事前計画避難は，最遅避難閾確率の増減に対して，最遅避難時 

刻比は左右に推移し，広い範囲に分布することが確認された． 

・事前計画避難は，最遅避難時刻の確率分布を直接利用するため，最遅避難閾確率に近 

い安全超過率を得ることが確認された． 

〇覚知火災情報に基づいた最遅避難確率に従って逐次的に時刻決定する勧告避難では， 

覚知火災による切迫性に追従することで，安全避難比付近に最遅避難時刻比のピーク

が存在し，比較的狭く分布することが確認された． 

×勧告避難は，覚知火災情報を規定する覚知確率によって性能が左右され，覚知確率が 

低い場合には事前計画避難と似た分布が得られることが確認された． 

△覚知確率が高い場合，勧告避難の性能は向上するものの(ばらつきが小さくなる)，連結

信頼性を評価するためのミニマルパスセットの構築が困難になる，避難可能確率によ

る信頼性評価の精度の問題といった技術的課題が確認された． 

×安全避難比が 1.0 に近い場合，最遅避難時刻比のばらつきを伴う事前計画避難・勧告

避難では，最遅避難時刻を見逃す問題が確認された．これは，実際の最遅避難時刻に

対して確定的に最遅避難時刻比を設定して事前評価を行って求めた安全避難比では生

じないリスクであり，不完全情報下における本モデルの限界が示唆された． 

〇事前計画避難・勧告避難を組み合わせることで，安全避難開始時刻と同程度の時刻ま 

で許容リスクを満たす避難開始時刻を遅延化できることが確認された． 

〇避難開始時刻を遅延化させる鍵として，勧告避難が十分機能し，固定的な事前計画避 

難を補助するように避難開始時刻が決定されることの重要性が示唆された． 
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第 7 章 大井競馬場・しながわ区民公園一帯を対象とした避難開始時期決定モデルのケースス

タディ 

本章では，大井競馬場・しながわ区民公園一帯の避難圏域を対象として，火災リスク・

道路ネットワークが不均質な実市街地による避難開始時期決定モデルのケーススタディを

行った．本章では，第 4 章において火災遭遇リスクが高かった中延四丁目の重心付近のノ

ードを避難開始地点として，避難開始時期決定モデルによるリアルタイム避難誘導シミュ

レーション実験を行った．基本的な特徴はすでに第 6 章で得られたものと同様な結果が得

られた．本章特有の結果として，誘導経路規範の違いによるものを以下に箇条書きで示す． 

〇安全避難比について，火災リスクが不均質な実市街地では自由避難と動的誘導経路に 

大きな差が確認された．特に，覚知確率が 1.0 の場合，動的更新を用いることで安全避

難比を 1.0 付近まで向上させることが確認された． 

△火災リスクや道路ネットワークの粗密が不均質な実市街地では，避難可能確率による 

信頼性の評価・ミニマルパスセット探索の偏りによって，探索時刻や覚知確率の条件

によっては，正確な評価・覚知状況に対して変動しないと推察されるミニマルパスに

よって，最遅避難閾確率に対する感度が落ちることが確認された． 

〇避難開始時期決定モデルを適用しない切迫避難では，避難開始時刻の中央値が最遅避 

難時刻の中央値よりも遅くに存在し，動的誘導経路を適用しても 0.4 程度と非常に高

いリスクを有していることが確認され，動的誘導経路の限界が示されたと共に，避難

開始時期決定モデルの適用による火災の接近を待たない避難の重要性が示唆された． 

〇避難開始時期決定モデルと動的誘導経路を組み合わせることで，4 時間後の最遅避難 

時刻に対して，3.6 時間程度まで遅延化させることが可能であることが確認され，本研

究のリアルタイム避難誘導モデルの優位性が示された． 
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8.2 リアルタイム避難誘導体制の実現に向けた提言 

本研究では，次節で述べるように幾つもの課題を残しているものの，不完全情報下のリ

アルタイム避難誘導の実現のために示唆された重要な知見がいくつか得られた．本節では，

これらの知見に基づき地震火災時のリアルタイム避難誘導の在り方に関する提言を示す． 

 

覚知火災情報を活用したリアルタイム避難誘導体制 

地震火災時には，発災後にすぐには避難を開始せずに，自宅の近くで様子を見る者，避

難準備や混雑防止のために避難の遅れを余儀なくされる者，すぐには避難誘導に従わない

者等，早期の避難が叶わない人々も多いと予想される．実際，[廣井ら 2019]による糸魚川

大規模火災(平常時火災)の住民の避難行動を調査した結果では，避難勧告や避難による情

報を聞いた後，直ちに避難所・避難場所に避難した住民は 26.5％に留まっており，半分以

上の住民が避難に関連する行動をとっていなく，39.7％が「火の様子を見ていた」としてい

る．酒田大火・関東大震災を対象とした[熊谷, 岸 1983]の調査でも，多くの住民は，火災が

接近しなければ避難を開始していない． 

地震火災時の同時多発的な状況下において，火災が接近し切迫した状態での避難では，

高い確率で避難不能に陥ることが，第 6 章・第 7 章にて確認された．一方，本研究のリア

ルタイム避難誘導モデルによって，火災遭遇リスクを低減するとともに避難開始時刻の遅

延化を図ることができることが確認され，地震発生後，暫く経過した後でも避難誘導を実

行できる体制づくりが可能であることが示唆された．したがって，地震火災時には本研究

のリアルタイム避難誘導モデルを基礎として，上記のすぐには避難を開始しない住民の避

難体制を整備すべきである． 

一方で，その性能の規定要因として覚知確率が大きく影響している．覚知確率が低いほ

ど，火災遭遇リスクの低減効果が小さくなり，特に，動的更新による効果は小さくなるこ

とが確認された．逆に，覚知確率が 1.0(すべての火災が初動対応期に覚知される)であれば，

火災遭遇リスクはゼロに，避難開始時刻は最遅避難時刻間際まで近づけ，覚知確率の向上

が猶予時間の確保にもつながることが示唆された．本論では，この覚知確率の意味につい

て深くは触れなかったが，この覚知確率は，住民一人一人の情報提供能力とも捉えること

ができる．すなわち，行政と住民の覚知火災情報の共有体制を整えることが本避難誘導を

重要である． 

しかしながら，覚知確率を可能な限り高めても，本モデルを最大限に機能させることは

非常に難しく，自由避難での避難・動的更新を行わない・事前計画避難のみといった一部

が欠けた避難誘導では，火災への遭遇リスクや最遅避難時刻の見逃しが残る．また，覚知

までのタイムラグ，離散的な情報伝達間隔による断続的な情報伝達により，リスクをゼロ

にすることは不可能であり，圏域別に数万単位の避難者が存在すると考えると被害者をゼ

ロとすることは困難である．加えて，本研究の効果は，「許容リスク」分のリスクを負っ

た前提での火災遭遇リスクの低減・遅延化であることも注意する必要がある． 

以上の不完全情報下の不確実性による限界の存在を理解し，今後の地震火災対策・避難

誘導対策を検討するべきである． 
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リスクを負う人の命綱としてのリアルタイム避難誘導体制 

本研究のリアルタイム避難誘導に関わらず，地震発生時には，多くの人々が災害対応に

従事される．住民による初期消火活動や救助活動，消防団による地域での応急対応は地域

防災の要である．一方で，こうした使命感のある人々の災害対応は，時として，リスクを

顧みない無理のある活動に発展している．[総務省消防庁]の報告によると，では，消防団員

の死者・行方不明者は 254 名にも上っており，その多くは，地震発生後の沿岸部における

消防団活動中の殉職である．災害時にはこのようなリスクを負う活動によって救われる命

や軽減される被害も多く，災害対応への従事者を守る対策が非常に重要である． 

地震火災時においても，消防団や地域の防災組織による避難の見切りを付けない消火活

動や救助活動，要支援者等の避難支援・誘導によって，避難が遅れる逃げ惑いに陥る可能

性は容易に想像ができる．本研究のリアルタイム避難誘導モデルは，許容リスクという指

標の下，避難開始時刻を決定している．この許容リスクは，上記のような命がけの活動に

おける見切り線と捉えることができる．この見切り線を付けた状態で活動することで，リ

スクを負う人々の命がけの活動を尊重しつつ，許容リスク内での安全が担保されると考え

られる．以上のように，本研究のリアルタイム避難誘導モデルによる体制を，リスクを負

う人々の命綱として確保することを提案する． 

 

不完全情報下の不確実性と許容リスクに対する理解と合意形成 

本研究では，不完全情報の不確実性に対して，許容リスクという恣意的に与えるパラメ

ータにより避難開始時刻を決定している．許容リスクは，許容される避難場所へ到達でき

ない可能性を表しており，すなわち，人の死と避難開始までの猶予時間を天秤にかけてお

り，非常にセンシティブな値である．本論でも述べている通り，覚知確率が低い体制では，

不完全情報下の不確実性は非常に大きく避難に影響を与えており，火災への遭遇や逃げ遅

れに繋がる．したがって，この許容リスクは本モデルにおいて外せない指標であり，一定

程度の許容リスクを認めない限り，本避難誘導の猶予時間の確保に繋がらない．許容リス

クを提示することは避難誘導の対象者の命を推し量っていることになるため，この許容リ

スクへの理解を深めなければ，対象者の避難誘導に繋がらない(避難誘導に従ってくれない)

だけではなく，体制づくり自体が滞ってしまうと考えられる． 

今後，本避難誘導モデルに基づく体制を推し進めるためには，この許容リスクの適切な

定め方を検討することは当然のこと，誘導の対象となる避難者とのリスクコミュニケーシ

ョンを図り，許容リスクに対する理解と合意形成を図る必要がある． 
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8.3 今後の課題 

本研究は，非常に強い仮定の下，避難リスク及びリアルタイム避難誘導のモデル化を行

った．その中には，数理モデルとしての不良・再検討すべき問題が多くあり，それらを無

視した点は否定できない．また，各種パラメータや関数に依存したモデルであること，各

事象の簡便なモデル化(建物倒壊や混雑の無視，完全にランダムな出火点分布・等速同心円

状の延焼動態)という現実な複雑な事象を捨象した仮定は，地震火災時の避難誘導の基本的

な特性を把握できるといった意義がある一方，現実の運用に適用するには重大な課題があ

る．また，これらの課題を解決したとしても，火災情報の収集から伝達・受容までの体制

づくり，不完全情報の避難リスクによる誤誘導(危険な経路を提示，避難開始時期の見逃し)

に対する合意形成の問題等，実際の運用上の課題が数多く残される．加えて，地震火災時

のリスクを低減させる方策は，避難場所の動的な変更や一時集合場所の段階的な移動を考

慮した，より柔軟な避難誘導，住民の初期消火や公的消防による火災防御による被害軽減

との相乗効果等，本研究で検討した避難経路・避難開始時刻の決定以外にもあり，これら

を組み合わせた総合的な対策検討が重要である． 

こうした対策を検討した際，検討すべきリスクが新たに想起され，評価・低減方策を検

討する必要が生じると考えられる．現代都市において依然経験していない逃げ惑いが生じ

るような地震火災対して，万全な対策を打ち立てることは非常に困難ではあるが，こうし

たリスクの想起・評価・対策検討の一連の流れを繰り返していくことで，将来発生しうる

首都直下地震において被害を最小限に食い止められると信じている．以上の課題について

全てを網羅することは難しいが，本研究を今後も継続していくための参考としても，思い

つく限りの課題を挙げて本論を終えるとする． 

 

モデルの改善すべき点・限界 

・最遅避難時刻比の改善：より詳細な避難メカニズムを考慮した火災リスクに対する切 

迫性による避難開始時刻の評価 (火災の延焼フェーズの考慮) 

・下側避難，上側避難の細分化：避難リスクによる，より詳細な出火パターンの分類 

・安全避難比が 1.0 に近い状態における避難開始時刻の決定方法 

・勧告避難の最遅避難確率推定における連結信頼性の評価方法の高精度化 

 

追加で必要な分析・検証 

・本研究のモデルを活用した地震火災時の避難誘導リスクの詳細な分析 

・異なる対象地，避難開始後の経時的な特性分析 

・逃げ惑いの構造的な解析 

・市街地特性と避難誘導特性(安全避難開始時刻等)の関係 

・避難誘導効果を得るのに必要な覚知確率に関する分析 

・避難開始時刻のばらつきに関する分析 

・各パラメータと事前計画避難・勧告避難のバランスの関係 



8.3 今後の課題 

182 

本モデルの応用 

・許容リスクの客観的指標の検討 

・建物倒壊を考慮した避難誘導モデルへの拡張 

・延焼拡大予測モデルを考慮した避難誘導モデルへの拡張 

・消火活動による減災効果を考慮した避難誘導モデルへの拡張 

・避難場所の逐次変更を組み合わせた避難誘導体制への拡張 

・一時的に安全な場所を段階的に移動する避難モデルへの応用 

・避難誘導情報の伝達方法の検討と避難経路情報の変換(経路から言語，経路から避難方 

   向)による避難リスクの変化の検証 
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7.3 節において，許容リスクを満たす最遅の避難開始時刻を算出するために，事前計画避

難及び勧告避難の最遅避難閾確率の組み合わせ{α,β}に対する避難開始時刻と避難成功

率を 2 次平面にマッピングした(避難開始時刻・避難成功率マップ)．本論では，避難開始時

刻・避難成功率マップより，各許容リスクにおける避難開始時刻を線形補間によって求め

ている．ここに，覚知確率別・許容リスク別・誘導経路規範別に避難開始時刻・避難成功

率マップを添付する．7.3 節における遅延化された避難開始時刻を解釈する参考にされたい． 

 

付録 1. (覚知確率=0.5,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 2. (覚知確率=0.5,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 3. (覚知確率=0.7,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 4. (覚知確率=0.7,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 5. (覚知確率=0.9,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 6. (覚知確率=0.9,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 7. (覚知確率=1.0,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

付録 8. (覚知確率=1.0,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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付録 1. (覚知確率=0.5,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 

 

【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)
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付録 7.3 節における避難開始時刻・避難成功率マップ 

 

付録 2. (覚知確率=0.5,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路



付録 7.3 節における避難開始時刻・避難成功率マップ 

 

付録 3. (覚知確率=0.7,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路



付録 7.3 節における避難開始時刻・避難成功率マップ 

 

付録 4. (覚知確率=0.7,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路



付録 7.3 節における避難開始時刻・避難成功率マップ 

 

付録 5. (覚知確率=0.9,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路



付録 7.3 節における避難開始時刻・避難成功率マップ 

 

付録 6. (覚知確率=0.9,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路
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付録 7. (覚知確率=1.0,許容リスク𝑝∗ = 0.01)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路



付録 7.3 節における避難開始時刻・避難成功率マップ 

 

付録 8. (覚知確率=1.0,許容リスク𝑝∗ = 0.05)の避難開始時刻-避難成功率マップ 
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【グラフの見方】

縦軸：事前計画避難の最遅避難閾確率(β)

横軸：勧告避難の最遅避難閾確率(α)

格子点：リアルタイム避難の結果

ブロック内数字：避難開始時刻の中央値

ブロックの色：避難成功率

黒枠：避難成功率>1-(許容リスク+0.003)

p<0.5
0.5≦p<0.6
0.6≦p<0.7
0.7≦p<0.8
0.8≦p<0.9
0.9≦p<0.947
0.947≦p<0.987
0.987≦p

M*(1.0)-P最大経路+動的更新

P最大経路+動的更新

M*(0.5)-P最大経路+動的更新

M*(1.0)-P最大経路

M*(0.5)-P最大経路

自由避難

P最大経路
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